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[image: image1]　策定に当たってTC "第１章　策定に当たって" \l 2 

第１節　策定の趣旨　TC "第１節　策定の趣旨" \l 3 

総合計画は、長期的な展望に立って地方自治体の目指すべき将来像を描き出し、その実現に向けて総合的かつ計画的に行政を経営していくための指針を示すものです。

本市では、平成３（１９９１）年度を初年度とした第三次座間市総合計画を策定し、将来像を「みなぎる活力とやすらぎが調和するときめきのまち」と定め、平成２２（２０１０）年度を目標年次とし、まちづくりを進めてきました。しかし、第三次座間市総合計画が策定された平成３（１９９１）年頃と比べ、市を取り巻く環境は大きく変化し、新たな時代を迎えています。

社会環境の変化やバブル崩壊以降における経済の低成長による財政状況の悪化など行政の資源の大きな制約に対応するとともに、高度化・多様化する市民のニーズに的確に応えるため、基礎的自治体には、地域社会全体を見通し長期的視点に立った効率性・有効性の高い行政経営が、より一層求められています。

また、地方自治体と市民（住民、地域活動団体、市民活動団体、企業など）との協働による住みよいまちづくりの実現のためには、具体性があり、体系化された、分かりやすい行政経営の指針を市民に示すことが求められています。

このような中、現在の第三次座間市総合計画が平成２２（２０１０）年度に終了することから、長期的視点に立って、新たな時代に対応できる行政経営の指針を示し、協働による住みよいまちづくりと計画的な施策の推進を行うため、平成２３（２０１１）年度を初年度とする（仮称）第四次座間市総合計画を策定します。

第２節　枠組み　TC "第２節　枠組み" \l 3 

新たな時代に対応した、より具体性のある計画づくりを行うため、（仮称）第四次座間市総合計画は、基本構想、実施計画、戦略プロジェクトにより構成し、それぞれの計画期間及び内容を次のとおりとします。

なお、近年の社会経済状況の急速で大規模な変化に対応し、総合計画の適時性を確保するため、５年をめどに見直すこととします。

①　基本構想

本市の将来像及びその将来像を実現するために必要な政策・施策の方向を示します。

基本構想の策定にあたっては、本市を取り巻く環境の変化を予測し、この１０年（目標年次：平成３２（２０２０）年度）で目指すべき将来目標を設定します。

②　実施計画

基本構想で定めた施策の方向に基づく具体的施策、事業で毎年度の予算編成の指針となるものです。計画期間は、４カ年とし、２年ごとにローリング（改訂）します。

③　戦略プロジェクト

政策・施策・事業という計画階層にこだわることなく、市政上の最重要課題を中心に戦略目標として掲げ、その達成のための具体的な取組みを明確にするものです。プロジェクト期間は、４カ年とし、２年ごとにローリング（改訂）し、実現性を確保します。
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[image: image2]　座間市のすがたTC "第２章　座間市のすがた" \l 2 

第１節　変遷　TC "第１節　変遷" \l 3 

現在の市域が形成されたのは、明治２２（１８８９）年に座間入谷村、座間宿村、栗原村、新田宿村、四ツ谷村と新戸村飛地とが合併して座間村が誕生したときで、そのころは、米麦、養蚕を中心とした農村でした。
その後、大正１５（１９２６）年に神中線（現相模鉄道）、昭和２（１９２７）年に小田急線、昭和６（１９３１）年に相模鉄道（現ＪＲ相模線）がそれぞれ開通するにつれて、村の様相も次第に変わり、さらに昭和１２（１９３７）年に陸軍士官学校が東京市ケ谷から移転してくるとともに町制が施行され、座間町へと発展しました。
昭和１６（１９４１）年に上溝町及び近隣６村(現相模原市)とともに相模原町を構成しましたが、昭和２３（１９４８）年に至り独立しました。
昭和２０（１９４５）年の終戦とともに陸軍士官学校が閉鎖され、跡地はキャンプ座間として在日米陸軍司令部が置かれ、昭和４６（１９７１）年からは陸上自衛隊が一部共同使用しながら今日に至っています。
昭和３０（１９５５）年代にはじまる高度経済成長とともに市内東部一帯に工場が進出し、また、首都圏への人口集中に伴って急激に都市化が進み、昭和４６（１９７１）年１１月に県内１７番目の市として市制が施行されました。
その後、平成７（１９９５）年には核づくり計画に基づき市庁舎が市の中心部に移転し、今日に至っています。

第２節　人口の推移・推計　TC "第２節　人口の推移・推計" \l 3 

　　①　人口の推移
第三次総合計画期間内の座間市の人口は、バブル経済の崩壊や自動車関連企業の工場閉鎖という厳しい苦境に立たされながらも、平成２２（２０１０）年３月において１２８，９５０人と人口予測値１２万８千人とほぼ同水準にあります。

前期計画期間の平成２（１９９０）年から平成１２（２０００）年にかけては予想を上回る人口増があり、後期基本計画期間の平成１２（２０００）年以後は予想に反し人口が停滞したため、結果的に当初予測に達しています。

座間市の人口は、一貫して増加を続けてきましたが、近年では、人口流出が流入を上回る月もあり、今後は人口減少へと転じると予想しています。
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　　②　年齢別（３区分）人口の推移
年齢別人口では、老年人口割合（６５歳以上の人口が占める総人口に占める割合）が神奈川県下では比較的低い市ではありますが、平成２（１９９０）年の６．４％から平成２１（２００９）年の１８．６％と急速に高まっています。
今後は、老年人口割合について、引き続き増加し、平成３２（２０２０）年１０月には老年人口割合が２６．２％にも達すると予想しています。



一方で、生産年齢人口（１５歳以上６５歳未満人口）は、減少を続け、平成３２（２０２０）年１０月には約７．８万人となり、平成２２（２０１０）年比で約９千人（生産年齢人口の約１０％）減少すると予想しています。

第３節　財政状況の経過と見通しTC "第３節　財政状況の経過と見通し" \l 3 

　  ①　見通しにあたって

歳入にあっては、経常的に歳入される一般財源(*1)を、歳出については、経常的に歳入される一般財源を財源とする経常的な経費を対象に、（仮称）第四次座間市総合計画期間内の財政見通しを立てました。

これは、臨時的経費がその性質上予測できない経費であり、またその経費に伴う国費などの使途が特定されている特定財源は、その事業内容や規模などによって決定され、見通しが立てられないことによるものです。

②　経常的歳入

経常的歳入における現況は、自主財源の根幹である市民税が、国内経済の景気低迷の影響を受け減少していますが、今後、日本経済がゆるやかながら回復する(*2)ものと若干の増額を、固定資産税は、地価の下落傾向を考慮し減少をそれぞれ見込み、市税全体ではやや減少するものと見通しました。

普通交付税については、今後における基準財政収入額及び基準財政需要額の推計をもとに見込みました。


　　③　経常的歳入を財源とする経常的歳出

歳出においては、厳しい雇用情勢や少子高齢化の進展などにより、扶助的経費が年々増加する中で、人件費は職員数の減などにより減少しています。

平成２３（２０１１）年度以降は、高齢化の進展などにより扶助的経費の増が見込まれる一方、人件費及び公債費の減少が見込まれます。



※公債費は、平成２３（２０１１）年度から平成３２（２０２０）年度まで、毎年２０億円の起債を想定しています。

　　④　経常収支比率(*1)
近年における経常収支比率は、上昇傾向にありましたが、平成１８（２００６）年度の９２．９％をピークに下降しており、平成２０（２００８）年度決算では、９１．９％となっています。

今後、扶助費の増加が見込まれるものの人件費や公債費の減少が見込まれるため、平成３２（２０２０）年度には８５．３％となる見通しです。


※平成２３（２０１１）年度から平成３２（２０２０）年度まで、毎年２０億円の起債を想定しています。

　　⑤　市債の活用

市債における市民一人当たりの未償還元金については、年々減少を続けており、平成２１（２００９）年度末現在では２１０，２４４円で、これは、平成１９年度における神奈川県内市町村の平均値である４６６，８０９円と比べて半分以下になっています。
今後、（仮称）第四次座間市総合計画を実現していく過程において、公共事業等を実施する際には、道路や公園など施設の後年度使用における負担の公平性を考慮し、また、財政の健全性を十分配慮したうえで起債することになります。

各年度における具体的な起債額については、実施計画において諸財源を踏まえた事業規模などにより決定していくことになりますが、その結果として（仮称）第四次座間市総合計画の最終年度である平成３２（２０２０）年度末における市民一人当たりの未償還元金は、現在よりも減少することを前提として市債の活用を図ります。

平成３２（２０２０）年度末における市民一人当たりの未償還元金が、平成２１（２００９）年度末現在額よりも減少することになる起債額の上限は、おおよそ２３０億円と見込まれますが、財政状況の健全化を考慮し、（仮称）第四次座間市総合計画期間内における起債額の上限については、２００億円を目安とします。
　　⑥　臨時的歳出

（仮称）第四次座間市総合計画期間における臨時的経費は、特別会計への臨時的な繰出金、施設の建設や大規模修繕、消防自動車や高規格救急車などの車両の更新等、優先性や必要性などを考慮して投入される政策的な経費となっています。これは、新規事業や臨時的な経費については、経常収支比率を算出する基礎となる経常一般財源(*1)と経常経費充当一般財源(*2)との差額を財源として充てることになります。

具体的な事業計画については、実施計画の中で、その目的と手段、事業期間、事業費などを明らかにして取り組んでいきます。

第４節　土地利用　TC "第４節　土地利用" \l 3 

本市は、市域１，７５８haの全部が都市計画区域であり、その内１，２５３ha（７１．３％）が市街化区域、５０５ha（２８．７％）が市街化調整区域に指定され、県央地区内では２番目に市街化区域率が高い都市です。

市街化区域は、市街化を図るべき区域とされていますが、都市的土地利用は平成２（１９９０）年の８５．４％から平成１７年の９２．０％へと増加しています。内訳として住宅、商業・業務用地が９３．６ha増加し、工業・運輸用地が４６．１ha減少しています。

また、残りが自然的土地利用で、農地、山林ともに減少していますが、農地が半減している状況が明らかになっています。
市街化区域内の土地利用の推移
	　
	平成２（１９９０）年
	平成１７（２００５）年

	
	面積
	構成割合
	面積
	構成割合

	都市的

土地利用
	住宅
	500.6ha
	40.0%
	558.8ha
	44.6%

	
	商業・業務
	37.5ha
	3.0%
	72.9ha
	5.8%

	
	工業・運輸
	207.8ha
	16.6%
	161.7ha
	12.9%

	
	その他
	323.8ha
	25.8%
	360.1ha
	28.7%

	
	小計
	1069.7ha
	85.4%
	1153.5ha
	92.0%

	自然的

土地利用
	農地
	119.5ha
	9.5%
	56.3ha
	4.5%

	
	山林
	52.9ha
	4.2%
	32.3ha
	2.6%

	
	その他
	10.9ha
	0.9%
	10.9ha
	0.9%

	
	小計
	183.3ha
	14.6%
	99.5ha
	8.0%

	合計
	1253.0ha
	100.0%
	1253.0ha
	100.0%


第四次総合計画では、激変する社会情勢に的確に対応できるよう計画期間を１０年とし、かつ中間年次による見直しも視野に入れ、時代のニーズに対応できる施策の取組みを定めています。しかし、土地利用については、中長期間にわたる規制、誘導、整備によって形成される特性があり、短期間で変化する課題に対応する各施策とは異なる中長期的な視点で取り組む必要があります。

そこで、各施策を展開する上で前提条件としても機能するよう、以下のとおり長期的視点に基づく土地利用構想を設定します。

①　土地利用の基本理念

本市は、東部は相模原台地、中央部は座間丘陵、西部には相模川沖積低地が広がり、さらに、中央を目久尻川、西端を相模川が流れ、起伏に富み、坂や段丘が多いという特色があります。このような地勢のもとで、経済成長に基づく都市化の進展により住宅や
商業、工業などの都市的土地利用が進む中で、農地、山林などの自然的土地利用が守られ、本市独自のバランスのもと「住宅都市」として成長してきた経過があります。

こうした経過を踏まえ、今後とも都市的土地利用と自然的土地利用とのバランスを維持しつつ、景観の保全や形成に努め、各種産業の活性化を図り、市民が住み続けたい「住宅都市」としての環境を保全、整備していくことを土地利用の基本とします。

②　土地利用の方針

個々の具体的な土地利用については、土地利用の基本理念を踏まえ、次の視点に基づき取り組みます。ただし、国や県と連携して進めるべき土地利用については、十分に調整し、柔軟に対応していきます。
１）個々の事案に適した市民参加の手法を導入し、市民合意に基づく計画づくりをすすめます。

２）市民生活の利便性向上と市域の発展、防災や災害時の都市機能を確保できる本市の骨格として、南北軸、東西軸の整備を目指します。

３）市街化調整区域に広がる良好な農地の保全に努めるとともに、農業の持つ多面的な機能を発揮できる環境づくりをすすめます。

４）駅周辺等は市民や来訪者にとって魅力ある地域拠点として機能する地区と位置付け、まちづくり機運の熟度に応じ、鉄道事業者・市民・市が協働で計画的な整備に向け取り組みます。

５）市民生活の利便性向上を目指した商業環境の確保など、住宅都市に必要な商業機能を誘導します。

６）工業環境の整備を進め、工業地の保全を図るとともに、既存の東部地域における住工混在地域の解消に取り組みます。

７）市街地に残された貴重な自然環境である相模川段丘及び座間丘陵、目久尻川流域の斜面緑地の保全を図ります。
第５節　分野別の特性と課題　TC "第５節　分野別の特性と課題" \l 3 

①　健康・福祉分野

本市の健康づくり施策は、生涯を通じて健やかに過ごすことのできる地域社会を目指して、市民一人ひとりの健康を地域、市民、行政が一体となって支えることにより、健康環境、健康づくりが実現できるという考え方のもと事業を推進しており、平成１７（２００５）年に健康文化都市宣言を行いました。

この宣言に掲げた目標を具現化するために策定された「ざま健康なまちづくりプラン」の取組みを着実に推進し、今後１０年間で急増することが予想されている高齢者に対し、健康を維持し、生きがいを持ち、地域社会の一員として活躍できるよう、効果的・効率的な施策を見出し、重点的に取り組む必要があります。

医療体制については、充実を求める市民のニーズは高いものの、神奈川県保健医療計画で設定する二次保健医療圏において、本市の属する県央医療圏の既存病床数（４，７８５病床）は基準病床数（４，７５０病床）を上回っているのが現状です。

国民健康保険事業については、高齢化の進展を踏まえ、保険事業の充実と持続可能で安定的な財源確保が課題となっています。

また、すべての市民が、地域で安心して暮らせる社会の実現に向け、障がい者福祉施策を一層推進していく必要があります。

子育て支援については、市民一人当たりの保育所数が県内で２番目、県央地区で最も多いなど、充実したサービスを提供していますが、待機児童の解消などが課題となっています。
②　市民参加・コミュニティ

本市では、平成１９（２００７）年９月の「協働まちづくり条例」の施行、平成２０（２００８）年の「座間市民活動サポートセンター」の開設等により、市政に対する市民参加や市民の自主的で公益的な活動を促進してきました。

大規模地震等の災害時の対応や少子高齢社会における共助機能などにおいて、地域コミュニティや市民活動の重要性は増してきており、活動する人材の確保や育成などの充実が求められています。

特に自治会は、地域における相互扶助、防犯、防災、環境美化などにおいて、行政のパートナーとして非常に重要な役割を担っていますが、加入率が低下しており、再生・活性化が求められています。

③　教育・生涯学習

本市では、老朽化した学校施設の機能更新や施設の耐震化などに優先的に取り組み、小
中学校校舎の耐震化は終了し、体育館など付属施設の耐震化を進めている状況です。

今後は、小中学校施設の大規模修繕などの確実な実施とともに、ＩＴ化やエコ化の実施など、さらなる教育環境の整備が求められています。

教育活動では、家庭、学校、地域の連携のもと子どもの個性を活かし、自ら学び、自ら考える力や豊かな心をはぐくむ教育が求められています。

生涯学習については、その活動拠点として市立公民館、図書館、青少年センター、市民体育館、市民文化会館を整備しましたが、少子高齢社会に対応する施設としてさらなる拡充が求められています。また、個人の要望や社会の要請に応え豊かな心をはぐくむ講座等を開設するとともに、市民との協働の視点に立ち地域づくりに結びつく、生涯学習活動が求められています。

④　都市基盤整備

本市は、市域が比較的狭いこともあり、公園や公共下水道などの都市基盤の整備は一定の水準に達しており、今後はこれらの都市基盤を長期的な展望に立って維持管理し続けることが課題になります。

こうした中にあって、都市計画道路については、長期間事業着手が行われていない路線があり、広域交通網の整備計画との調整などを図りつつ、整備時期や必要性を再検証することが求められています。

⑤　水資源

本市では、各所で地下水が湧き出し、市民に潤いをもたらしています。

この地下水を利用した水道事業は、昭和３０（１９５５）年の給水開始以来、有収率をはじめ他の経営指標も比較的良好な水準を維持してきましたが、近年、節水型社会の到来により使用水量が減少傾向にあることを踏まえ、設備更新も視野に入れた中期の経営プランを策定し、安定した水道事業の経営を行っています。

今後は、このプランに示す「次世代においしい水をつなぐ」将来像を目指し、水質管理の高度化を実施し、渇水時や地震等災害時における必要な水量の確保のため、高経年化している施設の整備や更新事業を計画的かつ積極的に進めるとともに、持続可能な地下水利用を図っていく必要があります。

⑥　環境・廃棄物

本市の公害の発生状況については、河川の汚染度が公共下水道の整備とともに改善されており、また、大気汚染、騒音・振動等の苦情についても平成９（１９９７）年度の７５
件から平成２０（２００８）年度の４０件へと減少するなど、全体的に改善が進んでいます。

市民一人当たりのごみ排出量等は、県内でもトップクラスの少なさとなっていますが、資源化するごみの量を増やし、さらなる減量化に努める必要があります。

今後は、地球温暖化防止に向け、ライフスタイルの転換を促すための情報を市内外へ発信することが必要になります。
⑦　産業

農業においては、農地面積・農家戸数ともに減少しており、併せて未利用地が増加する傾向にあります。

また、工業、商業のいずれも、平成１１（１９９９）年以降、事業所数、従業者数及び出荷額・商品販売額が減少するなど、活力の全般的な低下がみられますが、一方で、自動車関連企業の工場跡地に物流産業や新たな環境産業が立地するなど、新陳代謝も進んでいます。

今後は、農業における地産地消や商業における商店街の活性化、工業における道路をはじめとした基盤整備などの課題は、産業の１分野での解決が困難なものばかりであり、市民、事業者と行政が一体となって英知と創造力を結集して産業振興に取り組む必要があります。
⑧　基地対策

米軍基地「キャンプ座間」は、市の面積の３．５％（約６２ha）を占め、まちづくりを進める上での大きな阻害要因となっています。また、厚木基地の米海軍空母艦載機等の航空機騒音や市街地上空での飛行が、長年にわたり市民生活に不安と支障を与えてきました。

そのため、「キャンプ座間」の整理・縮小・返還を基本姿勢として、国との協議機関である「キャンプ座間に関する協議会」において負担の軽減策等の推進を求めるとともに、引き続き厚木基地の航空機騒音等についても抜本的な解決に向けて取り組んでいく必要があります。
⑨　行政経営

本市では、第三次総合計画の前期基本計画期間において、市役所など市の核となる施設を建設し、その市債を後期基本計画期間において着実に償還するなど、堅実な財政運営を行ってきていますが、景気低迷による市税収入が減少する一方、歳出においては、扶助費や人件費などの歳出的経費の増により、財政構造の弾力性が失われつつあります。

今後１０年では、少子高齢化が進行し、市税収入の減少や扶助費の増加などが見込まれ
るため、公共施設を持続可能な施設水準に再編するとともに、建物の長寿命化を図る必要があります。

また、民間活力の活用や行政体制のスリム化、職員の意識改革、政策立案機能や総合調
整機能の強化、横断的、機動的な組織体制の構築を図るなど、健全な財政運営に向けた一層の努力が必要になると考えられます。

また、職員数を年々減少させてきており、地方分権の進展による基礎的自治体の業務増加が懸念される中、職員の能力向上に努めるとともに、さまざまな形態の協働による公共サービスの提供などについても検討していくことが求められています。


[image: image3]　座間市をとりまく社会環境
TC "第３章　座間市をとりまく社会環境" \l 2 

わが国及び本市をとりまく社会的な潮流は、以下に示されるとおり、総ての分野において既存の価値観や行動規範、科学技術を基にした「予測できる社会」から、「不確実な社会へ」と変化することが想定されています。



(※1) ソーシャル・マネジメント
社会問題を政治や行政だけの責任とは考えず、市民を含む社会全体の問題だと捉え、自分達で何ができるかを考え、行動すること。



(※1) ユビキタス社会
　　いつでもどこでも、利用者が意識する事無く、コンピューターやネットワークなどを利用できる環境を実現した社会。

(※2) ソーシャル・ビジネス
　　子育て支援や障がい者雇用、地域おこしといった社会的課題をビジネスとして解決しようとする活動で、雇用不安が社会問題となる中、新たな雇用創出の芽として期待される。

[image: image4]　まちづくりの基本的役割分担
TC "第４章　まちづくりの基本的役割分担" \l 2 

第１節　協働に関する市の考え　TC "第１節　協働に関する市の考え" \l 3 

近年、地域主権の進展により、国と地方自治体の関係が変化しつつある中、市町村は地域における総合的行政主体として、地域に関する行政課題を自らの判断と責任で処理するなど、これまで以上にその役割を果たすことが求められています。一方、市町村行政に対する住民のより自発的かつ積極的な関わりが重要となっており、地方自治における市民と行政の関係も変化してきています。

このように、地域主権時代を迎える中で、本市が総合計画を着実に実施していくためには、本来あるべき「住民自治」の構築を目指し、市民と行政との協働の仕組みをつくっていくことが不可欠です。

そこで、市民と行政が手を携えてまちづくりを進めていくことを目指した「協働」について、市としての考え方を示します。
①　市民一人ひとりがまちづくりの主役としての責任と自覚を高めつつ、互いに地域社会の中で支えあえるよう、自助・共助の精神に基づいて、まちづくりの担い手となることが望まれます。
②　市民は、まちに愛着を持ち、まちづくりの話しあいの機会に主体的に参画し、市民相互の理解を深めることが望まれます。
③　市民は、市のまちづくりの課題に対する認識を高め、まちの目指す将来像や重点的に取り組む事項を行政とともに共有することが望まれます。
第２節　市の役割　TC "第２節　市の役割" \l 3 

協働に関する市の考えを踏まえ、市行政が果たすべき役割を示します。

①　市行政は多様な主体をまとめ、まちづくりを推進します
市は、市民と共有する本市の将来像の実現に向け、自助・共助・公助の精神を市民に伝えることに努め、市民との協働によるまちづくりのまとめ役としての使命を果たします。

②　市民の声を聞くとともに、市行政が持つ情報を積極的に提供し、信頼関係を築きます

市は、市民との信頼関係を確固たるものとするため、広く市民の声を聞き、市民との対話を重視し、市民がその主体的役割を果たすことができるよう支援します。また、まちづくりの目標や目的などを市民と共有することができるよう、市民に分かりやすい形で情報を提供し、説明責任を果たします。

③　地域活動や民間活動が自立できるよう支援します

市は、市民や企業などがそれぞれの役割を主体的に担うことができるよう、十分に調整を図り、協働の仕組みづくりや環境整備、さらには活躍する人材の育成を進め、地域活動や民間活動の自立支援に努めます。

④　新たな価値観でまちづくりを実践します

市は、市民と共有する将来像の実現に向けて、厳しい財政状況の中でも最少の経費で最大の効果を上げられるよう、従来のやり方にとらわれず、「行政を運営する」ことに加え、市民とともに「都市を経営する」という視点に立って、あらゆる面において抜本的な改革を進め、市民に身近なサービスの向上と個性豊かなまちづくりを実践します。


[image: image5]　実効性のある計画に向けて　
TC "第５章　実効性のある計画に向けて" \l 2 

これからの座間市は、“第２章座間市の姿”に示されているとおり多様で、複雑、高度な市民ニーズをはじめとした課題に対し、的確かつ確実に応えて行く必要があります。

また、“第３章座間市をとりまく社会環境”に示されるとおり、「予測できる社会」から、「不確実な社会」への変化に対応できるよう、主権者である市民が求める将来の幸福な生活を実現するため、激しく変化する状況の中で、最少の経費で最大の効果を得るよう必要となる市民サービスの質・量・主体を判断し、提供し続ける「経営」を実践する必要があります。

このような中で、（仮称）第四次座間市総合計画が実行性のある計画として機能するためには、市が地域社会として目指す将来像が市民起点で明らかになっているとともに、その将来像を達成するために既存の枠組み（市の組織体系、市と市民等との役割分担等）が柔軟に見直される必要があると考えます。

そのためには、計画期間中においても成果を評価し、必要な場合には取組み方法を見直すことができるよう、目標が明確であるとともに、目標の水準や優先順位を設けるなどメリハリのある計画が望ましいと考えます。

そこで、（仮称）第四次座間市総合計画は、座間市民が共通して目指すことができる将来都市像や市民生活像を掲げ、その実現に向けて、市と市民等との役割分担を明らかにして協働で取り組む計画として策定します。

なお、不確実な時代においても将来都市像や市民生活像など、将来像の達成に向け着実に取り組むことができるよう、計画の策定作業を進める中で、財政計画や進行管理の手法についても検討を進め、今後の施策展開において必要な改善を行い、行政改革の推進を図ります。
TC "第２編　将来都市像及び実現方策" \l 1 



第2編　各論

～将来都市像及び実現方策～

[image: image6]　将来都市像　TC "第１章　将来都市像" \l 2 


平成３（１９９１）年を初年度とした第三次座間市総合計画は、「みなぎる活力とやすらぎが調和するときめきのまち」をテーマに、市役所や市民文化会館等を中心とした市の核づくり、コミュニティセンターや下水道等の生活基盤整備、市民の生涯学習活動や行政への市民参加の仕組みの整備などを推進しました。

一方、バブル経済の崩壊や市内基幹産業の急激な衰退によって生じた財政状況の悪化や財源を伴わない国からの事務の移譲などへの対処のため、駅周辺整備、道路ネットワークや歩道の整備などの都市基盤整備に遅れが生じています。

第四次座間市総合計画は、第三次座間市総合計画における都市形成の成果と課題を踏まえ、少子高齢社会や地域主権社会の進展や地域コミュニティの希薄化、市民の価値観の多様化にも対応できるよう、市民の目線で目標とする「まちの姿」である将来都市像を定めます。
　第１節　まちの姿　TC "第１節　まちの姿" \l 3 

平成３２（２０２０）年までに座間市が目指すまちの姿は、次のとおりです。
ともに織りなす　活力と個性　きらめくまち






第２節　まちの姿を実現するための将来目標　TC "第２節　まちの姿を実現するための将来目標" \l 3 

　　　まちの姿「ともに織りなす　活力と個性　きらめくまち」の実現を目指して、９つの将来目標を立ててまちづくりをすすめます。
➊笑顔あふれる　健やかなまち

➋支え合い　思いやりに満ちた　やすらぎのまち

➌共に考え　共に歩む　安心のまち

➍のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

➎暮らし快適　魅力あるまち
➏きよらかな水　大切に守るまち

➐地球にやさしい　活力あるまち

　計画推進のために
➑未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営
➒市民起点　的確な判断と行動　信頼される行政運営

[image: image7]　政策・施策　TC "第２章　政策・施策" \l 2 


座間市が、市民とともに目指す「将来都市像」を実現するための９つの将来目標（政策）に沿って、それぞれの目標を達成するための施策を定め、「現状と課題」を整理し、施策が１０年後に実現された場合の市民の姿である「市民生活像」を「目指す姿」として成果が分かるような数値目標と併せて示します。
さらに、「施策の方向」、「重点施策」を示すとともに、「施策の取組方針」として「市民等との協働による推進」、「広域的な推進」によりそれぞれの役割を明確にし、「行政経営資源の活用」により実行性を確保します。
①「現状と課題」について

　　　「現状と課題」においては、これまでの市の取組みや社会経済情勢、法制度環境などを記述し、分かりやすく、かつ、的確に、今後、市が取り組むべき方向の背景を説明するものです。このことに関しては、外部評価における外部有識者からも指摘を受けてきたところですが、座間市協働まちづくり推進指針においても、情報の提供・共有は、協働のまちづくりを推進するための方策の第１項目に掲げられています。

②「目指す姿」について

　　　（仮称）第四次座間市総合計画の策定においては、目標が明確で成果が評価できる計画づくりを基本姿勢の一つとして掲げました。また、総合計画策定後においては、総合計画の下で、市民が成果を実感できる行政経営を行うこととしています。
　　　そこで、数値目標を明確にするとともに、市民が生活を営む上でどのようになる（変わる）のかを文章で表現しているものです。

　　　なお、数値目標に関しては、第三次座間市総合計画における行政評価で掲げ、推進してきた“いさままちづくり指標”を踏まえて策定するとともに、市民感覚が反映されるようアンケート調査結果を積極的に活用しています。
③「施策の方向」及び「重点施策」について

　　　「施策の方向」は、政策・施策の将来像を実現するための方策、手段を体系化したものです。そのうち、重点的に取り組むことについて、「重点施策」として明確化しました。

　　　なお、「重点施策」は、新たに、又は、充実して取り組むべきもののほか、政策・施策の推
進において重要性が高いものによって、構成しています。

　　　また、「重点施策」に掲げた事項は、実施計画編成によって４年間の財政推計の下で実行性を担保するほか、施策評価における内部評価の対象とし、行政経営において重点的に進ちょく管理を行います。

④「施策の取組方針」について

　　　「施策の取組方針」については、先行きが見通せない不透明な社会経済情勢の中にあっても、市民との協働、地域主権の実現、行財政運営の効率化によって、将来像の実現を図るという姿勢を明確化するものです。

また、「施策の取組方針」に現在の行政改革大綱の意義を持たせ、行政改革と総合計画の進ちょく管理ツールである行政評価との連動強化、「量削減重視の行革」から「質改善重視の行革」への転換を図り、行政評価及び行政改革が持続可能な行政経営ツールとして、成熟化することを図るものです。

⑤「市民等と協働による推進」について

　　　協働まちづくり条例や協働まちづくり推進指針の策定など協働まちづくりの重要性、機運は高まっています。これらを背景に、市民等と協働して、政策・施策を推進する姿勢を明確にしたものです。ただし、市民等の役割（市民等は何をするべきか等）を定める理念的なものではなく、協働による総合計画の推進を明確化するものです。

⑥「広域的な推進」について

　　　地域主権の推進においては、権限の移譲等が進められているものの、財源の移譲は不十分です。その一方で、国、県の広域行政圏としての補完、支援は高い重要性を有しています。そこで、国、県と連携による総合計画の推進を明確化するものです。
なお、一市では解決が困難な広域的な課題に対しては、関係市町村や近隣市と連携して取り組むことを明確にしたものです。
⑦「行政経営資源の活用」について

　　　市の財政状況については、明るい見通しを立てることができない一方で、地域主権の進展によって、市民サービスにおける市の役割は高まるものと考えられます。そこで、行政経営資源である「ひと」、「もの」、「かね」の配分、行政「情報」や民間活力など、効果的な活用、配分の指針として明確化するものです。
第１節　基本構想（政策・施策）の体系　
TC "第１節　基本構想（政策・施策）の体系" \l 3 


	
	笑顔あふれる
健やかなまち
	支え合い
思いやり
に満ちた
やすらぎのまち
	共に考え

共に歩む
安心のまち
	のびやかに
豊かな心
はぐくむまち
	暮らし快適
魅力あるまち

	
	1健康づくり
2保健衛生
3スポーツ・

レクリエーション
4医療体制
5国民健康保険
6介護保険
	7 地域・高齢者福祉
8 障がい者福祉
9 保育対策
10子育て支援
11生活困窮対策
	12市政広報
13市民生活・広聴
14男女共同参画
15人権・平和
16ＮＰＯ・ボラ
ンティア活動
17コミュニティ活動
18市民参画
19国内外交流
20窓口サービ
   ス
21交通安全
22防犯
23防災・減災
24消防
	25教育環境
26学校保健
27教育活動
28生涯学習
29市民文化
30青少年育成
	31公共交通
32まちづくり
33景観形成
34公園・広場・緑地
35道路
36住宅環境
37基地対策

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




	
	きよらかな水
大切に守るまち
	地球にやさしい
活力あるまち

	未来志向
柔軟な発想

確かな行政経営
	　市民起点
的確な判断と行動
信頼される
行政運営
	

	
	38上水道

	40環境保全
41湧水・
地下水保全
42資源循環社会
43農業
44商・工業
45観光
	46戦略経営
47財政運営
48賦課・徴収
	49職員育成
50法務・情報公開
51電子自治体
52財務・財産管理

	

	
	39下水道
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



TC "政策１　笑顔あふれる　健やかなまち" \l 2 

市民が、心身ともに健康な生活を営めるよう健康づくり活動やスポーツ・レクリエーション活動を関係機関・部署と連携して支援し、さらにライフステージに応じた予防を重視した保健・医療サービスを提供し、医療の負担軽減を図ります。

　また、健康づくりに関する知識の普及と諸活動の拠点として位置付けられている市民健康センターの効率的な維持管理に努め、地域保健の充実のため、関係団体等との連携を強化します。

TC "施策１　健康づくり" \l 3 


[image: image8]

[image: image9]
少子・高齢化が進行する中で、活力ある地域社会を実現するためには、心身ともに健康な生活をいかに持続させていくかが重要です。そのために、疾病の早期発見、早期治療に重点を置いた二次的な予防に関する施策に加え、より良い生活習慣を身につけ健康を増進し、発病を予防する一次予防にも重点を置く施策を推進する必要があります。

平成１５（２００３）年５月から、健康増進法が施行され、国及び地方自治体は、健康増進に関する正しい知識の普及、情報の収集・整理・分析・提供に努めることとなりました。

本市では、国の健康日本２１運動を契機に、健康なまちづくりを目指して、平成１５（２００３）年に健康文化都市大学を開設、平成１７（２００５）年７月には健康文化都市を宣言し、平成１８（２００６）年からは市民を主体とした健康サマーフェスタインざまを開催するなど積極的に健康づくり事業を推進するとともに、平成２０（２００８）年３月には「ざま健康なまちづくりプラン」を策定し、「ざま健康なまちづくり１０か条」を定めて、各種施策を展開してきました。

加齢によるだけではなく個人の生活習慣が深く関与する生活習慣病の予防が重要視される中、今後とも市民一人ひとりが健やかな生活を営むためには、定期的な運動による体力づくりとレクリエーション等によるストレスを解消する取組みや、食の大切さを理解する食育事業など健康に関する一層の取組みが必要となります。

[image: image10]
市民一人ひとりが、運動習慣を持ち、健全な食生活を実践するなど、健康に関する取組みを実践し健やかな生活を営んでいます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	生活習慣病による死亡割合
	61.4%
	53%
	49%

	
	死亡原因が生活習慣病による死亡割合を示し、本施策の推進により、その減少を目指すものです。

	２
	運動習慣（１回３０分、週２回、１年以上運動を継続している）を持つ市民の割合
	男性

33.2%
	男性
40%
	男性

50%

	
	
	女性

28.5%
	女性
37%
	女性

50%

	
	体力の維持増進や生活習慣病予防に必要な運動量を確保するためには、定期的に運動を行うことが必要です。全体では、男女とも３割程度の人が定期的に運動をしているという結果ですが、本施策の推進によりこの割合を高めることを目標として設定しています。

	３
	健康づくりのイベントや健康教育の実施などにより、運動習慣を持つ人が多くなってきていると思う市民の割合
	38.6%
	44%
	50%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、38.6％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により50％に高めることを目標として設定しています。



[image: image11]
・各種講座の開催や知識の啓発など、健康づくり事業の推進に努めます。

・出産や育児に関する知識の普及や検診体制、育児支援の充実を図ります。

・生活習慣病予防対策を重点とした検診体制の充実及び知識の普及啓発に努めます。

・市民健康センターの効率的な管理運営に努めます。
・関係団体の育成に努めます。
【重点施策】
・妊婦健康診査等を着実に推進し、栄養状態の確認等により、妊娠中毒症、流早産の予防に努めます。

・健康相談、健康教育等の予防活動を通して、生活習慣病に関する知識の普及啓発の充実に努めます。

・関係団体と連携し、食育事業への取組みをすすめます。

・関係団体の育成を図り市民自らが健康を守り育てる運動を展開します。


[image: image12]
１　市民等と協働による推進

・食生活、運動、睡眠及び喫煙などの生活習慣の見直しに関する情報提供や講座等の開催を地域、市民と一体となりすすめます。
２　広域的な推進
・がん検診について、全国統一的な公費負担制度を導入し、「がん対策推進基本計画」の目標達成のための充分な財政措置を講じるよう国、県に要望します。
・全国統一的な妊婦健康診査が行えるよう国、県に要望し、自治体間格差の解消に努めます。

・健康日本２１や神奈川健康プラン２１などの計画と協調した施策の展開に努めます。
３　行政経営資源の活用
・保健部門やスポーツ振興部門との連携を強化し、庁内横断的に健康づくりに取り組みます。
TC "施策２　保健衛生" \l 3 
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本市では、新興感染症 (※1)やエイズ、結核等について予防知識の普及や必要物品の備蓄、予防接種体制の整備を行うとともに薬物乱用防止、食中毒予防、献血の推進にも取り組み、また、飼い犬の登録や狂犬病予防注射、動物愛護思想の普及啓発、広域大和斎場の運営管理など保健衛生の向上に努めています。

今後は、市民が安心して生活が営めるよう、引き続き保健衛生の向上に努めるとともに医療体制の整備にも取り組むことが必要となります。
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市民は、新型インフルエンザなど新興感染症に対する正しい知識を持ち、市による予防体制やライフラインの確保について理解を深め、保健衛生の向上の中で、安心して生活を営んでいます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	感染症対策の認知度
	80.3%
	84%
	88%

	
	市民アンケート調査結果では「よく知っている」「まぁまぁ知っている」と回答した市民の割合は、80.3％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により88％に高めることを目標として設定しています。

	２
	予防接種の実施などにより、必要な感染症対策が行われてきていると思う市民の割合
	43.5%
	48%
	52%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、43.5％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により52％に高めることを目標として設定しています。
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・予防接種に対する知識の普及や予防接種率の向上に向けた取組みを実施します。

・感染症に対する正しい知識の普及に努めます。

・感染拡大に対応できる医療体制の構築に努めます。
・食中毒予防運動を推進します。

・動物愛護思想の啓発に努めます。

・献血による市民ぐるみの助け合い運動をすすめます。

・広域大和斎場の適切な運営管理に努めます。

・薬物乱用防止について啓発、防止運動に努めます。
【重点施策】
・各種予防接種を実施し、感染症のまん延防止と感染の予防をすすめます。

・予防対策に必要なマスクや消毒液の確保を図り、感染拡大に対応できる医療体制の構築に向けた医師会等、医療関係団体との連携を強化します。

・感染症に対する予防方法、流行時の家庭における過ごし方など、正しい知識の普及に努めます。


[image: image17]
１　市民等と協働による推進

・医師会等、医療関係団体と連携を強化し、予防接種の実施など予防体制の充実を図るとともに、感染症の拡大に対応できる医療体制を構築します。
・関係機関と連携して薬物乱用防止運動、食中毒予防運動、動物愛護思想の啓発に努めます。

２　広域的な推進
・国、県に予防対策に必要なワクチン、マスクや消毒液の必要量の確保を求めるとともに、予防接種の実施などについて、医師会等、医療関係団体と連携して予防体制の充実を図ります。

・予防対策に関する財源について、自治体の財政力によって不公平が生じることがないよう国、県に要望し連携した取組みをすすめます。

・県と連携して飼い犬の登録と狂犬病予防注射の徹底、猫や犬など動物愛護思想の啓発に努めます。

・関係市と連携し広域大和斎場の適切な運営管理に努めます。

３　行政経営資源の活用

・新興感染症発生時等においては、各施設管理者や消防、災害、広報部門と充分な協議、連携の下、的確な情報提供に努めます。
・薬物乱用防止について関係課連携した啓発、防止運動に努めます。

TC "施策３　スポーツ・レクリエーション" \l 3 
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スポーツ・レクリエーションを楽しむ場として市民体育館をはじめとした市スポーツ施設の運営管理や学校体育施設の開放などを進め、また、スポーツ大会等の開催を通して、健康への意識の向上を図り、生涯スポーツ社会の実現に向けたスポーツ振興を推進してきました。

今後とも、市民が日常的にスポーツ・レクリエーションに親しみ、いきいきと明るく豊かで心身ともに健康な生活を営むことができるよう、施設をはじめとした環境の整備を進め、また、指導者や各種団体の育成、情報提供など総合的な取組みが必要となります。
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市民は、日常的にスポーツ・レクリエーションに親しみ、いきいきと明るく豊かで心身とも健康な生活を営んでいます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	市民体育館及び市スポーツ施設利用者数
	691,354人
	738,000人
	768,000人

	
	市の市民体育館を初めとするスポーツ施設（学校開放含む）の1年間の延べ利用者数を表わしています。

	２
	市民体育館などのスポーツ施設の設置・運営や放課後の学校施設（体育館や校庭）の開放などにより気軽にスポーツ・レクリエーションを楽しむ機会が増えてきていると思う市民の割合
	33.1%
	37%
	42%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、33.1％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により42％に高めることを目標として設定しています。
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・スポーツ・レクリエーション施設の整備・充実を図ります。

・生涯スポーツとしてのスポーツ教室やイベントの開催に努めます。

・スポーツ・レクリエーション指導者の養成・確保及び団体の育成に努めます。

・地域のスポ－ツ・レクリエーション活動の場の確保を図ります。

・スポーツ・レクリエーションに関する施設、イベント等の的確な情報の提供に努めます。

・総合運動施設の調査研究に努めます。
【重点施策】
・プール施設の修繕計画を基に安全性、緊急性を考慮し、効果的に改修を進め、衛生・清潔感を維持します。
・市民体育館利用者のニーズに合ったスポーツ教室等を実施するなど施設の効率的な運営を図ります。

・地域のスポ－ツ・レクリエーション活動の拠点施設として、学校体育施設等の活用により、利用者が気軽に使用できる場の確保を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・市内で活動するスポーツ団体等と連携し、地域における身近なスポーツ等の情報提供やスポーツ・レクリエーションの振興を図ります。
２　広域的な推進
・市民の身近なスポーツ活動の場の確保を図るため、県と連携して県立の学校体育施設の利活用の促進に努めます。
３　行政経営資源の活用

・利便性の向上を図るため、他の施設予約とも連携したスポーツ施設予約システムの再構築を検討します。
TC "施策４　医療体制" \l 3 
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本市では、県央二次保健医療圏を基本とした二次救急医療体制及び休日急患センターにおける小児科・内科一次救急診療、休日昼間の外科・婦人科在宅診療など、救急医療体制の確保に努め、また、災害時における負傷者に対して医療救護活動を行うための医薬品の確保を図るとともに、小児・障害者医療等の助成を行ってきました。

病院の減少や医師不足等の医療環境の中で、安心して適切な医療を受けることができるよう、かかりつけ医の必要性や適正な受診による医療従事者の負担軽減等について市民の理解を得るとともに、広域的な医療体制の充実が必要となります。
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市民は、市内のかかりつけ医の存在や広域的な医療体制の整備により、適切な負担のもとで安心して医療を受けることができます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	休日急患センターや広域による救急医療体制の整備により、医療サービスを必要な時に受けられるようになってきていると思う市民の割合
	41.8%
	46%
	50%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、41.8％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により50％に高めることを目標として設定しています。
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・適正受診の啓発に努めます。

・広域救急医療体制の推進及び充実を図ります。

・休日急患センターの管理運営に努めます。

・各種医療費の助成を行います。
・災害時における医療救護体制の充実を図ります。
【重点施策】
・災害時に適切な医療救護活動を行うため医薬品等の確保をすすめます。

・各種医療費の適切な給付、改善に努め、医療費の助成を行います。
・県央二次保健医療圏における基準病床数の見直しを強く国、県に要望し、医療体制の充実に努めます。
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１　市民等と協働による推進

・医療機関との連携により、日頃から相談や受診ができるかかりつけ医をもつ必要性について周知啓発を行い、地域社会の中で適正な医療が行われる体制づくりをすすめます。
２　広域的な推進
・医療体制の維持に必要な病院、医師、看護師の確保等への抜本的な対策の構築を国、県に要望し、医療体制の充実に努めます。

・小児医療費助成制度について、自治体間で対象年齢や助成金額に格差が生じているため、公平な助成が受けられるような制度の創設を国、県に要望します。

３　行政経営資源の活用

・災害時の医療体制や医療備品等の確保において、関係課との連携により迅速かつ的確な対応が図られるよう努めます。
TC "施策５　国民健康保険" \l 3 
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国民健康保険制度は、他の医療保険に属さないすべての人を被保険者としているために、高齢化や産業構造の変化・経済情勢などの影響を受けやすい制度となっています。本市は保険者として、すべての被保険者がいつでも安心して適切な医療を受けることができる「皆保険制度」を健全に運用するよう努めています。

今後、高齢化や定年退職者の加入増加により、被保険者の保険税負担能力が低下していく中で、医療技術の高度化により医療費の増加が予想されるため、医療費の適正化、保険税収納の確保、保健事業の充実が課題となっています。
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市民は、加齢による傷病や疾病によっても、安心して適切な医療を受けることができる健全な運用がなされている保険制度を有しています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	生活習慣病の受診率
	19.34%
	17%
	15%

	
	国民健康保険の40歳から74歳までの被保険者のうち、生活習慣病を主傷病として医療機関に受診する被保険者の割合を示し、本施策の推進によりこの割合の減少を目指すものです。
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・適正な医療給付により医療費の適正化を図る中で、「特定健康診査・特定保健指導」等により被保険者の生活習慣病予防に取り組みます。

・保険税収納を確保することにより、給付の平等、負担の公平に努めます。

・安定した国民健康保険制度の運営に努めます。
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２　広域的な推進
・負担金、補助金、交付金などの財源が、安定的に確保され、さらに、保険者の広域化を含め、制度の適正化を国、県に要望します。
３　行政経営資源の活用

・関係部署との連携を図る中で、より効率的・効果的に保険税収納向上に努めます。

TC "施策６　介護保険" \l 3 
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平成１２（２０００）年からスタートした介護保険制度は、高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとして定着し、居宅サービス、施設サービスの供給体制も整備されてきましたが、平成１８（２００６）年４月の制度改革では、「明るく活力ある超高齢社会の構築」「制度の持続可能性」「社会保障の総合化」の視点で見直しが行われました。

本市の平成２１（２００９）年現在における６５歳以上の第１号被保険者数は２３，３４７人、要支援及び要介護認定者数は、２，８６９人で、第１号被保険者数に対する割合は１２．３％となっています。

市では、高齢者の尊厳の保持や介護予防対策、地域密着型サービスに重点を置き、高齢者をめぐる新たな社会動向を見極めながら、さまざまな課題を解決していくため、市、市民、事業者が協働して取り組む「介護保険事業計画」を策定し、その推進を図ってきました。

今後、高齢化の急速な進展に伴い、要介護・要支援の高齢者や認知症の高齢者が増加することが見込まれ、高齢者ができる限り地域で自立した生活を送ることができるよう、介護予防の推進体制を確立することが大きな課題となっています。
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座間市の高齢者は、介護予防対策により、尊厳を保ちながらその人らしい自立した生活を営むことができ、要支援や要介護状態になっても、在宅サービスや地域密着型サービスの充実により住み慣れた地域や家庭で安心して生活し続けることができます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	介護を必要としない高齢者の割合
	87.7%
	87.7%
	87.7%

	
	65以上の人口に対する介護を必要としない高齢者の割合を示し、今後、高齢者割合のさらなる増加が見込まれる中、本施策の推進によりこの割合を維持することを目標として設定しています。

	２
	介護保険制度などによる福祉サービスにより高齢者や家族へ必要な支援が行なわれてきていると思う市民の割合
	35.8%
	39％
	43％

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、35.8％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により43％に高めることを目標として設定しています。
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・介護保険制度の円滑な運営に努めます。
・介護サービスの適切な提供に努めます。

・介護サービスに関する情報提供や相談等の提供体制を整えます。

・介護予防対策の充実を図ります。

・介護や支援が必要な高齢者を地域全体で支える体制の構築を図ります。

・権利擁護事業の普及啓発に努め、高齢者虐待の防止対策を推進します。

【重点施策】
・介護保険制度の円滑な運営を図るため介護保険事業計画に基づく、在宅サービス、施設サービス、地域密着型サービスの見込量に応じた各サービスの提供体制の確保に努めます。

・居宅において介護を受けることが困難な高齢者が入所する特別養護老人ホーム等の老人福祉施設を充実させ入所待機者の解消を図ります。

・地域包括支援センター(※1)を拠点としたネットワークを形成し、高齢者を地域全体で支える体制の構築を図り、権利擁護事業の普及啓発に努め、高齢者虐待の防止対策を推進します。
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１　市民等と協働による推進

・介護予防を推進するため、ボランティアを育成するとともに、介護予防事業の充実に努めます。

・地域包括支援センターを拠点とした介護予防事業を推進するとともに、介護予防に関する知識の普及啓発に努めます。

・高齢者を見守るために、各活動団体や市民等と連携し、認知症見守りや高齢者虐待のネットワーク等の構築を図り推進に努めます。
２　広域的な推進
・介護保険制度の充実と支援を国、県に要望します。

・各種の利用料の軽減措置について国、県に要望し利用者の負担軽減に努めます。

・低所得者の負担軽減措置の充実・強化を国、県に要望し、将来にわたって安定した制度の提供に努めます。

３　行政経営資源の活用

・関係機関と連携のもと介護保険制度の運営を進め、より効率的・効果的なサービスの提供に努めます。


TC "政策２　支え合い　思いやりに満ちた　やすらぎのまち" \l 2 

地域及び市民が、自助力・共助力を十分に発揮し健やかな生活が営めるよう、活動の側面的支援を行います。

また、国・県や関係機関の取組みを十分活用できるよう、きめ細かな情報提供に努めます。


TC "施策７　地域・高齢者福祉" \l 3 
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本市では、誰もが地域でともに生活を送ることができる福祉社会を目指すというノーマライゼーション(※1)の考え方に基づいて、地域における福祉の展開に取り組んできましたが、近年社会情勢の変化により、福祉に対する意識やニーズも大きく変化し、多様化してきています。また、わが国は、世界に例のないスピードで高齢化が進み、平成１９（２００７）年には高齢化率が２１．５％に達し、５人に１人が高齢者という、前例のない高齢社会を迎えています。

本市は、神奈川県下では比較的高齢化率が低い市ではありますが、平成２１（２００９）年現在では１８．６％となっており、平成２（１９９０）年の国勢調査時の６．４％に比べ１２．２ポイント増加しています。また、高齢者人口（６５歳以上の人口）は、平成２１（２００９）年現在２３，３４７人で、平成２（１９９０）年の７，４４１人と比べ３．１倍と急増しています。平成２１（２００９）年２月推計の将来人口では、平成３２（２０２０）年には高齢化率が２７．３％となり、高齢者人口は現在より１万人増加すると推計されています。

こうした高齢化の急進などの変化を背景に、誰もが、安心して暮らせる、ともに助け合い、支え合うまちづくりを目指す「地域福祉計画」や、高齢者への生活支援や生きがいづくりを推進するための「高齢者保健福祉計画」などを策定し、その推進に努めてきました。

今後、「人生８５年時代」を迎えつつある中で、一人ひとりがその持てる力を十分に発揮し、夢と希望を抱きながら安心して暮らせる社会づくりを目指して、バランスのとれた「自助・共助・公助」の考えに立って、地域全体で支え合う仕組みをさまざまなレベルで構築していくことが求められています。
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高齢者をはじめ地域に関わりを持つ機会が豊富な市民が、ＮＰＯやボランティア組織、地域の互いの助け合い活動などへ積極的に参加し、住み慣れたまちの中で、誰もが安心して生きがいを持ち充実した暮らしをしています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	福祉ボランティア個人登録者数
	343人
	400人
	500人

	
	社会福祉協議会と連携して、市民ボランティアの育成と活動の支援を行なっています。この指標はそのボランティア活動の登録者数です。

	２
	市が支援している社会福祉協議会などの活動により、市民ボランティアなどによる福祉サービスが充実してきていると思う市民の割合
	26.4%
	29%
	32%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、26.4％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により32％に高めることを目標として設定しています。

	３
	生きがいを感じている高齢者の割合
	82.2%
	86.3%
	90.6%

	
	高齢者保健福祉計画改定時に行なうアンケート調査結果では、生きがいを感じている高齢者の割合は82.2％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により90.6％に高めることを目標として設定しています。
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・市民活動団体など地域における関係団体、関係機関との協力体制を目指します。

・地域福祉を担うボランティアの育成に努めます。

・ノーマライゼーションの浸透や福祉意識の普及啓発に努めます。

・高齢者の就労確保及び生きがい対策の推進に努めます。

・在宅高齢者が自立した生活ができるよう助成します。

・日常生活に支障をきたしている高齢者等に対し、助成を行ないます。

・福祉施設などを効率的に利用できるよう維持管理に努めます。

・災害時に要援護者を支援するためのシステムづくりをすすめます。

・社会福祉協議会などの福祉団体が実施する地域活動の支援に努めます。

【重点施策】
・寝たきりや虚弱、身体の障がい、認知症、ひとり暮らしの高齢者が地域において自立した生活が営めるよう支援するためのサービスの充実を図ります。

・地域福祉を担うボランティアを育成し、組織化を図るとともに、地域福祉コーディネーターの養成に努め、安心して暮らせるまちづくりに努めます。

・地域福祉推進のため、社会福祉協議会、自治会、民生委員児童委員、介護サービス事業者、医療機関、市民活動団体など地域における多様な支援機関との協力体制を目指します。

・高齢者が、地域社会の中で自らの経験と知識を活かして積極的な役割を果たす生きがいづくりや、高齢者の就労促進が図られるような環境づくりに努めます。
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１　市民等と協働による推進

・市は相互扶助の絆を深めることができるような支援を行い、自治会や各種団体、地域のボランティア等と連携し地域福祉の充実に努めます。

・高齢者の地域生活を支援するために各種団体や地域と連携した見守りのネットワークの構築を図ります。
２　広域的な推進
・各種社会保障制度の充実を国、県に要望し、高齢者等の生活安定に努めます。

３　行政経営資源の活用

・ユニバーサルデザイン(※1)のまちづくりを関係部署・機関等と連携し推進することで、高齢者の日常生活に配慮したまちづくりに努めます。
TC "施策８　障がい者福祉" \l 3 
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障がい者福祉については、平成１５（２００３）年に従前の措置制度に代わり支援費制度が導入され、平成１８（２００６）年には障害者自立支援法が施行されました。

こうした情勢の変化や身体障害者手帳、療育手帳並びに精神障害者保健福祉手帳所持者の増加を受け、本市では、座間市地域自立支援協議会や就労支援相談員の設置、地域活動支援センターやケアホーム等への補助、サニーキッズや市立もくせい園の運営などさまざまな面から障がいのある方の地域生活への支援に取り組んできました。

今後は、障がいのある方の地域生活を支えるための相談支援体制の充実やネットワークの構築が必要となってきます。
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座間市の障がい者は、ノーマライゼーションという障がい者福祉の基本理念のもと、各々の個性に見合った就労環境が整うとともに、障がい福祉サービスを受けることで、その人らしい生活を営んでいます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	民間企業障害者雇用達成率
	56.4%
	62%
	68%

	
	雇用する労働者数が56人以上の事業主は、身体障がい者、知的障がい者または精神障がい者を1人以上（全労働者の1.8％相当数以上）雇用しなければなりません。この指標は、本市に所在する上記該当事業所における障がい者を雇用しなければならない事業所数のうち、その基準数を満たしている事業所の割合を示しています。

	２
	もくせい園の運営や地域活動支援センターなどへの補助により、障がい者やその家族への必要なサービスが提供されてきていると思う市民の割合
	27.7%
	30%
	33%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、27.7％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により33％に高めることを目標として設定しています。
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・生活介護・就労継続支援事業所、地域活動支援センター、障がい者支援施設並びにグループホーム、ケアホームの支援をすすめます。

・障がい者の地域生活を支援するための地域福祉ネットワークの整備をすすめます。

・補装具、日常生活用具等の給付、住宅設備の改修などに対する援助をすすめます。

・在宅福祉サービスをすすめます。

・障がい者の健康の維持と、日常生活の安定を図ります。

・障がい者の文化活動、スポーツ・レクリエーション活動を奨励し、健康の維持と生きがいの確保をすすめます。

・障がい者が地域でともに生活し、社会参加への協力を得るため、市民に対して障がい福祉の啓発をすすめます。

・障がい者一人ひとりを支える成年後見制度の利用促進や権利擁護事業をすすめます。

・命の大切さを啓発するため自殺対策事業をすすめます。

・就労支援相談員やハローワークなどの関係機関と連携し、障がい者の就労支援をすすめます。

・災害時に要援護者を支援するためのシステムづくりをすすめます。
【重点施策】
・乳幼児発達支援事業の整備をすすめ、「サニーキッズ」及び「市立もくせい園」は引き続き民間活力により柔軟かつ質の高いサービス提供をすすめます。

・自殺対策に係る調査研究の推進並びに情報の収集、整理、分析をすすめます。

・在宅の重度心身障がい者に対し、外出支援を行い地域社会への参加と自立をすすめます。

・関係機関と連携のもと、積極的な職場開拓を行うことで、障がい者雇用率の向上を図り、障がい者の自立を促進します。
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１　市民等と協働による推進

・「障害者の日」や「障害者週間」など、関係機関や関係団体と連携し、啓発キャンペーンを推進します。

・各関係機関と連携し、障がいに対する関心と理解を深め、スポーツ、レクリエーションを楽しめる環境づくりに努めます。

２　広域的な推進
・制度の改編、改正並びに新規事業による市町村負担の軽減を国、県に要望し、障がい者支援施設の定員増加など障がい福祉の基盤整備に努めます。

３　行政経営資源の活用

・関係機関と連携のもと、他施策の推進においても、障がい者が参加しやすいよう配慮に努めます。
TC "施策９　保育対策" \l 3 
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次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される社会環境の整備を目的として、「次世代育成支援対策推進法」が平成１５（２００３）年に施行され、本市では平成１７（２００５）年に「座間市次世代育成支援（子育て支援）行動計画」を策定し、保育サービスの充実に努めています。

市内には公立９園、私立９園の保育園があり、平成２１（２００９）年４月現在で、公立保育園に６９５人、私立に６９６人が入所し、近隣市と比較し、本市の保育園の定員や施設数は多い状態となっていますが、待機児童数は３９人となっています。

本市では、待機児童の解消のため保育園の新設や定員の拡大等に取り組んできましたが、女性の社会進出や就業形態の変化等により、入園を希望する児童数が年々増加しているため、待機児童の解消が図られていない状況です。

今後は、延長保育や休日保育の充実等多様な保育需要に応じて、子育て世代が就労形態や所得の違いに左右されず、安心して子どもを預けられる環境を享受できるよう、保育支援体制を構築する必要があります。
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子育て世代は、就労形態や所得の違いに左右されず、安心して子どもを預けられる環境を享受しています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	保育所の待機児童数
	39人
	20人
	0人

	
	４月１日を基準日として本市の認可保育園における入所希望数から入所者数を差し引いた入所保留数を示し、本施策の推進により、その減少を目指すものです。
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・保育園の定員増を図るとともに、それに代わる保育施設の確保に努めます。

・保育ニーズに対応した保育内容の充実や保護者への支援に努めます。

・私立保育園への支援など適正な保育体制の整備をすすめます。

・私立保育園との連携により保育サービスの充実に努めます。

・保育園と小学校の情報連携の強化を図ります。

・保育に欠ける児童や地域の児童の健全な育成をすすめます。

【重点施策】
・各公立、私立保育園の整備を図り、待機児童の解消に努めます。

・公立保育園の建替えにおける民間活力の利用についても調査研究し、より効率的な施設の運営をすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・ＮＰＯや各子育て支援団体と連携し、子育てしやすい環境の構築に取り組みます。

・企業に対するワーク・ライフ・バランス(※1)の推進について啓発を行い、企業の協力の中で保育環境の充実を図ります。

２　広域的な推進
・国、県、市それぞれの役割の中で、保育環境の整備や保育体制の充実を図ります。

３　行政経営資源の活用

・座間市次世代育成支援（子育て支援）行動計画を指針として、庁内全体で子育てしやすい環境の充実に努めます。

TC "施策１０　子育て支援" \l 3 
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すべての児童は、等しくその生活を保障され、愛護されなければなりませんが、核家族化の進展や地域コミュニティの希薄化などを背景に、子育て不安が高まり、児童虐待が増加するなど、子どもや子育て家庭、これから子どもを持とうとする世代を取り巻く環境は必ずしも良好とは言えない状況にあります。

本市では、全国や神奈川県平均に比べ、核家族の割合が高く、相対的に三世代世帯の割合が低くなっています。このことから、一般的に、子育ての経験のある親族（祖父母）から経験や知識を教わったり、育児などのサポートを受けたりする機会が少ないということがいえます。

平成２（１９９０）年国勢調査時の年少人口（１４歳以下の人口）は１９，９５８人でしたが、平成２１（２００９）年現在では１７，２６７人となっており、平成２１（２００９）年２月推計の将来人口では、平成３２（２０２０）年には１５，５６４人と推計され、ますます少子化の傾向を強くしています。

このような状況を背景に、平成１５（２００３）年に制定された次世代育成支援対策推進法に基づき、平成１７（２００５）年に「座間市次世代育成支援（子育て支援）行動計画」を策定し、「子育て支援」「次世代育成支援」について、ファミリーサポート事業や子育てネットワークの構築支援、児童ホームや児童館、子育て支援センターの運営などを通じ、計画的、集中的に児童の健全な育成と保護者の育児支援を行ってきました。

少子化対策が求められる中、両親の有無や経済的理由などにより家庭の保育環境が悪化しても安全で安心できる育成環境を確保するため、多様な子育て支援を行なっていく必要があります。
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座間市の子どもたちは、両親の有無や経済的理由などにより家庭の保育環境が悪化しても子育てのさまざまな仕組みに支えられて、健やかにはぐくまれています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	保育所の運営、子育て支援センターの運営などにより、子育てしやすいまちになってきていると思う市民の割合
	22.2%
	30%
	40%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、22.2％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により40％に高めることを目標として設定しています。
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・児童の生活を保障するための支援を行います。
・児童の健全な育成を目指した児童ホームの運営を推進します。

・ひとり親家庭の生活の安定と自立助成に努めます。

・子育てしやすい地域環境の整備に取り組みます。
【重点施策】
・児童の生活を保障するため、子ども手当ての支給や要保護児童の相談体制の充実に努めます。

・男女がともに仕事と子育ての両立ができるよう男性の子育てへの参加などを企業に対し働きかけます。

・「子育てを手助けして欲しい人」と「子育てを手助けしたい人」を引き合わせ、子育ての援助活動をすすめます。

・次世代育成支援対策推進法に基づき、市町村行動計画を作成し、次代を担う子どもが健やかに生まれ育つ環境を整備します。

・子育て支援センターの運営により、保護者に対する相談指導や子育てサークル等への情報提供など、地域育児支援をすすめます。


[image: image57]
１　市民等と協働による推進

・地域や市民と協働により、子どもの安全の確保や子育て環境の充実をすすめます。

・ボランティア団体や市内の事業所等との連携を図り、子育て支援対策を推進します。

２　広域的な推進
・各種子育て事業に対する負担軽減を国、県に要望し、安心して子育てができる環境づくりの整備に努めます。

・小児医療費助成制度については、地方自治体間で対象年齢等に格差が存在しており、国による制度の創設を要望し、公平な少子化対策、子育て支援の実現に努めます。

３　行政経営資源の活用

・児童虐待等の問題は配偶者などからの暴力被害と関連が強いため、関係部署、関係機関と連携した相談体制及び対策により問題解決に努めます。

TC "施策１１　生活困窮対策" \l 3 
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平成２０（２００８）年のリーマンショックに端を発した百年に一度といわれる世界的不況により、生活保護を受けざるを得ない世帯が急増しています。

本市における生活保護人員は、社会・経済動向や高齢者の単身世帯、老々世帯の増加などの影響により、平成２（１９９０）年には３５４人であったのが、平成２１（２００９）年では１，４９４人となり１，１４０人増加し、保護率においては３．１‰から１１．６‰となり３．７５倍の急激な伸びとなっています。

このような状況下において、本市では生活保護の適正な実施はもとより、相談・支援体制の強化や関係機関との連携を図り、生活保護制度を必要とする世帯の安定した生活と自立を支援してきました。
今後も、経済的理由などにより生活困窮や住宅困窮に陥ったとしても、健康で文化的な暮らしが保障され、自立のための知識や技術を習得する環境を確保する取組みが必要です。
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市民は、経済的理由などにより生活困窮や住宅困窮に陥ったとしても、健康で文化的な暮らしが保障され、自立のための知識や技術を習得する環境が確保されています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	生活保護世帯の経済的自立件数
	26件
	29件
	32件

	
	生活保護制度は、憲法第２５条が規定する生存権の保障に基づくもので、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、その自立を援助する制度です。

この指標は、被保護世帯が経済的に自立した世帯数を示しています。
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・生活保護世帯や低所得世帯の自立を支援します。

・生活困窮や住宅困窮の方々の生活の安定を図ります。

【重点施策】
・安定した就労を図るため、就労相談等の自立支援策を充実します。

・きめ細かな相談業務を実施し、生活保護世帯や低所得世帯の自立を支援します。

・生活困窮や住宅困窮の方々の生活の安定、就労機会の確保を図るため、住宅手当支給(※1)などの援護対策を充実します。
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１　市民等と協働による推進

・就労相談員、民生委員及び関係機関等と連携を図り、相談・支援体制を充実することにより生活保護世帯や低所得世帯の自立をすすめます。

２　広域的な推進
・生活保護費は、行政運営上大きな負担となっていますが、国民の生存権にかかわるものであり、すべて国の負担で実施されるべきことを強く要望し、制度の安定を図ります。

・生活保護の級地について、周辺地域との格差の見直しを行うよう国に要望します。
・生活保護をはじめ、医療、年金等の社会保障制度の充実を国に要望します

３　行政経営資源の活用

・他の福祉施策による支援と連携し、生活困窮世帯の生活の安定と自立を促進します。


TC "(1)*政策３　共に考え　共に歩む　安心のまち" \l 2 

市民を主役とした自助と共助の仕組みを構築して、地域におけるコミュニティや市民活動の活性化を図り、市民の市政への参画を促します。
市民生活を脅かす天災、人災に関する情報を広く収集し、市民に提供するとともに危機管理メニューや体制を整備し、市民と協働の訓練を徹底します。

国・県や関係機関、各種相談員などと連携し、消費生活に関する迅速な情報発信、相談窓口の設定などを行います。

人権擁護について知識の普及啓発を図り活動の支援を行います。また、国・県や関係機関と連携し、女性などソーシャルマイノリティ(※1)の社会的活動を支援します。

市民が国内外の人と交流する機会を設けます。

TC "施策１２　市政広報" \l 3 
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本市では、高度情報化社会の中で複雑・多様化する市民ニーズに対応しながら、地域情報発信の担い手として多様な広報活動を展開しています。

広報ざまについては、掲載情報の質的・量的向上や魅力的で読みやすい紙面づくりをモットーに月２回発行し、新聞折り込みによる配布と公共施設をはじめ駅や郵便局など８７カ所に配架しています。また、市ホームページは、分かりやすく新鮮な情報の提供を目的に、各課事業担当が手軽に作成できる仕組みを導入し、常に最新の情報を提供できるよう努めています。

さらには、テレビ神奈川（ＴＶＫ）の文字放送、地域ＦＭ局やＣＡＴＶでの地域情報放送など多様な情報媒体を活用し、市政情報を発信しています。また、声の広報の配信やホームページの読み上げソフトの対応等により、誰もが情報を取得できるよう配慮しています。

こうした中、新聞の購読率が減少傾向にあることから、広報紙の配布方法を検討する必要があります。また、ホームページをはじめとしたさまざまな媒体を使った情報発信について、職員の意識啓発に努め、一層の内容充実を図っていく必要があります。
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市民は、生活の質の向上やボランティア活動、自治活動などに生かすため、市政情報やまちづくりに関する情報を容易に入手できます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	市ホームページ年間アクセス件数
	403,019件
	600,000件
	700,000

件

	
	インターネットによるホームページへの年間アクセス件数を指標として情報提供の目安として設定するものです。

	２
	市が発信する情報を、広報ざま等で充分に得ていると思う市民の割合
	調査中
	―
	―

	
	市民アンケート調査結果では「充分に得ている」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。
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・地域情報発信の担い手として多様な媒体を活用し、広報活動を展開します。
・市民情報コーナーなどを活用し、情報提供体制の充実に努めます。

【重点施策】
・豊富な情報掲載と魅力的で読みやすい広報紙の紙面づくりに努めるとともに、全戸配布を視野に入れて配付方法を検討します。

・常に最新の情報を得ることができるようホームページの充実に努めます。

・公共施設の位置や担当窓口などの広報に努めます。
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１　市民等と協働による推進

・「市民リポーター」によるコラム掲載や「こんにちは赤ちゃん」写真コーナーのほか、市民からの情報提供など市民と事業協力した市政広報の推進に努めます。
３　行政経営資源の活用

・職員一人ひとりが広報担当の意識を持ち、全庁挙げて市政広報をすすめます。
TC "施策１３　市民生活・広聴" \l 3 
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食品偽装、架空請求、悪質商法など、消費生活問題が複雑多様化する中、本市では、消費生活相談や消費者教養講座を積極的に実施してきました。さらに、消費生活相談の窓口を分かりやすくするため、平成２１（２００９）年４月１日から名称を「座間市消費生活センター」として専門の相談員による消費者保護の充実を図っています。
また、市民生活に関係する多様な相談についても実施し、相談者の悩みや問題解決の一助となるよう努めるとともに、市長への手紙や市民意識調査等を実施し市民ニーズや意識の把握に努めてまいりました。
今後とも市民がトラブルに巻き込まれることなく、生活を営むことができるよう情報提供や、相談などを積極的に行なうとともに市民の声を聴く機会を充実させ市民ニーズの把握に努めていく必要があります。
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市民は、消費生活問題等に対応した情報提供や助言などを受け、トラブルに巻き込まれることなく、安全に安心して豊かな消費生活を営み、各種広聴機能の活用により意見・要望を届けることができます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	消費生活に関する情報提供や相談が充分に行われてきていると思う市民の割合
	16.2%
	18%
	20%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、16.2％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより20％に高めることを目標として設定しています。

	２
	座間市消費生活センターの存在を知っている市民の割合
	調査予定
	―
	―

	
	市民アンケート調査結果では「知っている」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。
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・消費生活センターの機能の充実を図ります。

・消費生活に関する情報を収集し、情報提供に努めます。

・消費生活の質的向上及び啓発を図ります。

・消費者団体の支援に努めます。

・多種多様な相談に対応できる体制を整えていくことに努めます。

・市民の意識や意見、要望の把握に努めます。

【重点施策】
・消費生活センターの窓口機能の充実を図ります。

・消費生活に関する情報を収集し、消費生活センターの広報紙や市のホームページなどを活用した積極的な情報提供に努めます。

・消費者団体の自主的な活動を支援し、研究活動の発表の場を設けるなど、消費生活の質的向上及び啓発を図ります。

・市民の意識や意見、要望を把握するため、市長への手紙や市民意識調査等の広聴活動をすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・消費者団体との連携により、消費者被害防止のための啓発活動や情報提供を充実します。
２　広域的な推進
・全国でオンライン化された食品偽装・悪質商法などの最新情報を把握し、相談体制の充実に努めます。

３　行政経営資源の活用

・座間市消費生活センターを全庁的に活用し、相談体制の連携を図ります。
TC "施策１４　男女共同参画" \l 3 
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近年、価値観が多様化している中で女性の社会進出が進み、子育て中の女性が仕事を継続することへの肯定や家事、介護を男女が分担すべきとの考え方が広まり、意識面の変化が見られます。

しかし、一方で、依然として子育てのために女性が離職せざるを得ない状況も存在し、男性が家庭や地域とかかわる機会が少ないことも指摘されています。

本市では、平成１１（１９９９）年の男女共同参画社会基本法の制定を受け、平成１３（２００１）年度に「ざま男女共同参画プラン」を定めて、市民への意識啓発に努めるとともに、教育における男女平等の推進、育児環境の整備や在宅介護サービスの充実等、さらに配偶者などからの暴力による被害者の相談及び保護等に努めてきました。

今後も、男女共同参画社会の実現に向けた市民等と協働しての適切な取組みが必要となります。
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市民は、男女が互いにその人権を尊重しつつ、責任を分かち合い、性別にかかわりなくあらゆる分野に参画し、仕事と生活の調和のとれた生活を営んでいます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	各審議会・協議会等の女性委員の割合
	37.1%
	45%
	50%

	
	市の審議会・協議会等の女性委員が占める割合により、男女共同参画社会形成の状況を示しています。本施策を推進することでこの割合を高めることを目標として設定しています。

	２
	男女共同参画社会へ向けた情報提供や相談事業が充分に行われてきていると思う市民の割合
	10.8%
	15%
	20%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、10.8％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより20％に高めることを目標として設定しています。
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・男性だから女性だからという固定的な性別役割分担意識の解消に努めます。

・市政など意思決定の場への女性の参画を促進します。

・配偶者などからの暴力による被害者の支援を図ります。

・仕事と家庭や地域などの生活との調和（ワーク・ライフ・バランス(※1)）の推進に努めます。

・各種団体との連携や支援に努めます。

・男女共同参画推進協議会等の運営に努めます。

【重点施策】
・男女共同参画の意識啓発を図るため、講座等の推進を図ります。

・配偶者などからの暴力による被害者の相談や保護を行なうとともに、自立支援に努めます。
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１　市民等と協働による推進

・市民と行政が一体となり、男女の差別及び配偶者からの暴力のない男女共同参画社会の実現に取組みます。

・事業者や関係機関と協力し、男女ともに、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）がとれるよう、施策の推進を図ります。
２　広域的な推進
・配偶者などからの暴力の被害者に対しての相談や一時保護等の対策について、県及び関係団体と連携しすすめます。

３　行政経営資源の活用

・配偶者などからの暴力の相談については、児童虐待のケースと関連していることが多いため、関係部署と連携を図り、相談体制の充実に努めます。

TC "施策１５　人権・平和" \l 3 
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２１世紀は「人権の世紀」と言われていますが、依然として、国籍や人種、女性や子ども、高齢者等に対するさまざまな偏見や差別が存在し、虐待などの人権侵害が生じています。

本市では、市民一人ひとりが人権を尊重する意識を高めるよう、人権に関する講座等の開催や、人権意識の普及啓発、教育に取り組んでいますが、今後も人権問題の解消に向けた取組みをすすめる必要があります。

また、世界の恒久平和と核兵器廃絶を実現するため、核兵器廃絶平和都市宣言の趣旨に基づき、座間市原水爆禁止協議会等とともに、さらに平和意識を高めていく取組みが必要となります。
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市民は、人権に対する理解を深め、国籍、人種、性別等による偏見や差別を解消するため活動しています。

また、世界の恒久平和を願い活動を行なっています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	人権について考えたことがある市民の割合
	69.5%
	80%
	90%

	
	市民アンケート調査結果では「ある」と回答した市民の割合は、69.5％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより90％に高めることを目標として設定しています。
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・人権教育、人権啓発活動をすすめます。

・人権侵害に対する相談体制の充実を図ります。

・核兵器廃絶に向けた取組みをすすめます。

【重点施策】
・講演会の開催など人権啓発活動に努め、人権が尊重される社会づくりをすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・座間市原水爆禁止協議会とともに核兵器廃絶の運動をすすめます。

２　広域的な推進
・国、県等と連携を深め、偏見や差別をなくし一人ひとりの人権が保障される社会を目指します。

・国県等と連携して、平和意識の啓発に努めます。

３　行政経営資源の活用

・人権侵害については、関係部署と連携し、情報の共有化を図り、相談体制の充実に努めます。

TC "施策１６　ＮＰＯ・ボランティア活動" \l 3 
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本市では、市民が自主的に行う公益的な活動を総合的に支援するため、平成２０（２００８）年に座間市民活動サポートセンターを開設し、合わせて情報サイト「ざまっと」を導入して市民等への情報提供を図っています。平成２２（２０１０）年３月末現在のサポートセンターへの登録団体数は４１７団体、「ざまっと」への登録団体数は１０３団体にのぼっていますが、本市における県認証のＮＰＯ法人数は２６団体と県内他都市と比べ少ない状況となっています。

「自分たちのまちは、自分たちで創り育てる」という意識のもと市民が主体となったまちづくりを進めるためには、市民自らが「地域活動」や「社会活動」に積極的に参加し、市と協働して地域課題等の解決を図ることが期待され、そのための取組みが重要となります。
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「自分たちのまちは、自分たちで創り育てる」という意識のもと、市民自らが「地域活動」や「社会活動」に積極的に参加し、市と協働して地域課題等の解決を図るなど、市民が主体となったまちづくりが進められています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	座間市内に事務所がある県認証のNPO法人数
	26団体
	42団体
	49団体

	
	現状値である21年度末の認証登録をもとに、過去3年間の実績を考慮し、H32年度末までに49団体の登録を目標として設定しています。
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・市民活動サポートセンターの機能の充実に努めます。

・市民が自主的に行う公益的な活動の支援に努めます。
【重点施策】
・市民活動サポートセンターを活用し、「市民参加による協働のまちづくり」を積極的に推進します。
・ＮＰＯ活動やボランティア活動など、市民の公益的活動の支援に努めます。
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１　市民等と協働による推進

・市民活動サポートセンターや登録団体等と連携し、地域課題解決に向けた取組みを進めます。
２　広域的な推進
・県等から関連する情報の積極的な提供を受け、ＮＰＯ活動の支援に努めます。

３　行政経営資源の活用

・ＮＰＯ団体やボランティア団体等の活動情報を集約し、地域課題の解決に向けて活用を図ります。
TC "施策１７　コミュニティ活動" \l 3 
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本市には、地域コミュニティの基礎となる１９５の自治会をはじめ市民によるさまざまな地域活動が自主的に行われてきました。また、こうした地域のコミュニティを支える施設として地域集会所のほか、市民の自主的な管理運営によるコミュニティセンターが８館設置されており、地域の活動拠点として積極的な活用が図られています。
しかし、自治会に関しては、生活スタイルや価値観の多様化、構成員の高齢化などから加入世帯が年々減少傾向にあり、自治会の活性化が大きな課題となっています。

市民がそれぞれの地域において、さまざまな人と知り合い、世代を越えた交流をはぐくみ、そうした交流により活性化している地域のコミュニティで暮らすことができるよう、今後とも、市民自らが地域コミュニティを再生していく取組みを市として支援していくことが必要となります。
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座間市内の各地域においてさまざまな人が知り合い、世代を越えて人と人との交流がはぐくまれ、そうした交流により活性化している地域のコミュニティで暮らすことができます。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	コミュニティセンター１施設の月平均利用者数
	2,629人
	2,810人
	2,918人

	
	コミュニティセンターの1施設・1月当たりの利用状況を示すものです。Ｈ32年度までに本施策を実施することにより、利用者数の向上を目標としています。

	２
	市民の地域に対する愛着が深まり、連帯意識が強まってきていると思う市民の割合
	19.4%
	21%
	23%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、19.4％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより23％に高めることを目標として設定しています。
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・地域コミュニティを推進する地域のリーダーの育成に努めます。

・コミュニティ施設の維持管理に努めます。

・各種団体や市民による地域活動等が活発に行われるよう努めます。

【重点施策】
・講座やセミナー等を通じて地域のリーダーを育成します。

・自治会活動やコミュニティ活動への参加を呼びかけるとともに、地域において住民が交流を深められる機会を提供して、市民相互の連帯感を醸成します。

・市民参加の拠点としてのコミュニティセンターや地域集会所の老朽化に伴う計画的な修繕をすすめ、維持管理に努めます。

・より多くの団体や市民による地域活動等が活発に行われるよう自治会活動やコミュニティ活動のPRに努め、新しいコミュニティを形成するための支援を行います。
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１　市民等と協働による推進

・自治会等と連携し、市民が、自治会活動やコミュニティ活動に積極的に参加する仕組みづくりに努めます。

２　広域的な推進
・補助金等の積極的な支援を国、県に要望します。

３　行政経営資源の活用

・地域ごとの課題を的確に把握し、庁内で共有化し、課題解決に向け地域とともに取組みます。
TC "施策１８　市民参画" \l 3 
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平成１９（２００７）年９月に、協働による住みよいまちづくりの実現を図ることを目的に、市民参加の基本的な考え方、市政に参加する仕組み等を明確化した「協働まちづくり条例」を施行し、積極的な市民参加の推進を図ってきました。

条例等に基づく数多くの参画機会を提供してきたものの、参加者数や意見提出者数が少ない状況であり、積極的に市政への参画を進めるため、協働まちづくり条例に基づく市民参加の機会をより一層提供するとともに市民との連携協力について相互理解を深めていく必要があります。
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市民は、審議会等への参加機会の確保や各々の特性に応じた参加機会が提供されることで、積極的に市政への参画を行っています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	市民公募制を導入している審議会等の数
	7審議会
	10審議会
	13審議会

	
	市民公募を行っている市の審議会、委員会、協議会などの数で、市民参加の推進状況の目安とするものです。

	２
	一年間に市が実施する事業に参加したことのある市民の割合
	29.8%
	31%
	33%

	
	市民アンケート調査結果では「ある」と回答した市民の割合は、29.8％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより33％に高めることを目標として設定しています。

	３
	市政の参加への機会が増えてきていると思う市民の割合
	18.3%
	19%
	20%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、18.3％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより20％に高めることを目標として設定しています。
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・市民参加機会の充実に努め、市民との情報の共有化を図ります。
・市民と行政が対等の立場で役割と責任を担い合い、協力してまちづくりを推進します。
【重点施策】
・市民提案による各施策における協働事業をすすめます。

・多様なニーズを施策に反映させる取組みとして、パブリックコメント等を活用し、市民の市政への参加を図ります。

・市民と行政が持っている情報やノウハウを提供し合い、幅広い市民の参画を推進します。
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１　市民等と協働による推進

・より市民が市政へ参画しやすい環境を構築できるよう、市政への参画方法の研究や工夫を進めます。

３　行政経営資源の活用

・さまざまな分野で市民参加の機会を創出し、それらの進捗を総括的に管理することでより一層の市民参加をすすめます。
TC "施策１９　国内外交流" \l 3 
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本市では、文化・歴史・風土の異なる地域や人々とのさまざまな交流活動を推進し、人間性あふれる豊かな地域社会の創造と国際感覚を持った人材の育成を目指しています。

地域社会においても急速に国際化が進展する中で、姉妹都市であるアメリカ合衆国テネシー州スマーナ市との中・高校生派遣などの交流、親善事業をはじめ、在住外国人とのオリエンテーリングや相撲一日体験などの国際交流活動を関係機関との連携のもとに促進するとともに、「キャンプ座間」との交流については、国際交流、国際親善の視点から、スポーツ交流を行っています。

今後は、こうした国際交流、国際親善活動に加え、さらに多様な活動の展開が望まれるとともに、増加傾向にある在住外国人が快適で安心して暮らせるための環境づくりにも取り組んでいく必要があります。

一方、市民ふるさとまつりなどにおいて、市民のさまざまな交流活動が展開されており、国内の自治体とも特産品の販売等を通じた交流を積み重ねています。特に、「災害時における座間市と大仙市相互応援協定」を締結している秋田県大仙市との間においては、毎年市民ふるさとまつり等に参加をいただくなど、安全・安心なまちづくりとともに市域を越えた相互交流が定着しつつあり、そうした交流活動の輪をさらに大きく広げていく必要があります。

今後は、国内自治体との友好都市としての締結も模索しながら市民レベルでの幅広い交流活動を促進していく必要があります。
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市民は、国内外の市民レベルの交流事業に積極的に参加し視野を広げ、うるおいに満ちた生活を営んでいます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	国際交流事業への参加者数
	689人
	800人
	1,000人

	
	市では、座間市国際交流協会と連携して様々な国際交流活動を行っていますが、この指標は、スポーツや文化交流などを通した年間の延べ交流参加者数を示しています。

	２
	国内の他自治体との交流の輪をさらに広げたいと思う市民の割合
	調査予定
	%
	%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。



[image: image101]
・市民による多様な交流活動の支援、協力を図り、市域を超えたさまざまな分野での交流の輪を広げます。
・国内外の交流を推進する団体等の育成を図り、国内外交流推進の環境づくりに努めます。
・外国人が安心して暮らせるよう、庁内の組織的な体制づくりに努めます。
【重点施策】
・国際姉妹都市との中・高校生派遣受入れや国内都市との市民レベルの交流をすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・外国人とのスポーツ、文化国際交流など幅広い交流事業を関係機関・団体等と連携して推進します。

・市民が多く集うイベントなどを通して、市民による多様な交流活動を促進します。
２　広域的な推進
・県内の国際交流機関・団体等と連携し、市民と外国人との交流促進に努めます。

・外国人への通訳者の派遣や居住支援システムの充実を県に要望します。
３　行政経営資源の活用

・学校教育及び生涯学習担当部門と連携して、国際感覚を持った人材の育成を図ります。

・窓口サービス及び地域福祉、防災担当部門などさまざまな分野で、外国人が暮らしやすいまちづくりに努めます。
TC "施策２０　窓口サービス" \l 3 
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本市では、本庁舎１階及び２階と東・西・南・北の各出張所において、住民票や戸籍関係、市税等に関する窓口サービスを行うとともに、各部署においてより専門的な問い合わせや手続きに関する応対を行っていますが、転入の手続に来庁された方からは、住民登録のほか学校、国民健康保険への加入などさまざまな申請手続を「一つの窓口で済ませたいという」ニーズが生じています。
こうした窓口での手続を可能な限りワンライティング、ワンストップで行なえるとともに、円滑で効率的な職員の接遇によって市民が快適に窓口サービスを受けることができるよう、今後とも、ハード・ソフトの両面から窓口サービスの利便性の向上を図る必要があります。
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市役所や市の出先機関等に訪れた市民は、円滑で効率的な職員の接遇により快適に各種市民サービスを受けています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	窓口サービスの満足度
	73.8%
	77%
	81%

	
	窓口アンケートの結果では「たいへんよい」「よい」と回答した市民の割合は、73.8％でした。この割合をH32年度までに本施策の推進により81％に高めることを目標として設定しています。
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・担当職員の研修・人材確保を関係課と連携してすすめます。

・市民目線にたった快適な窓口サービスを目指し、改善に取り組みます。

【重点施策】
・総合窓口の開設により、窓口事務の効率化を図り、所要時間の短縮など市民サービスの向上に取り組みます。
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１　市民等と協働による推進

・各種手続の必要性や制度の変更をホームページ等により周知し、アンケート調査により、窓口のあり方等を把握し、効率的な窓口業務の提供に努めます。
２　広域的な推進
・事務を直接担当する市の実情や意見を十分把握し、法改正に当たるよう国、県に要望します。

３　行政経営資源の活用

・関係課と連携して手続き等にかかる所要時間の短縮等、市民の利便に即した窓口改善に取り組みます。

TC "施策２１　交通安全" \l 3 


[image: image108]

[image: image109]
市内の交通環境は、都市計画法施行前に、市街地化が形成されたため狭い道路が多く、くるま社会を反映し、道路交通量が拡大する中にあって、交通事故は増減を繰返しており、交通の安全と円滑化のため実効ある施策の推進を図らなければならない状況にあります。

そこで本市では、歩道の設置や交差点改良等を行い、交通安全施設の整備に努めるとともに、道路環境の改善を図るため、自動車等の駐車対策を公共交通機関と連携して推進するなど、交通事故の防止に努めてきました。

また、市民の要望等を踏まえ、地域の交通の実態に応じた交通規制を関係機関に要請するとともに、交通指導員等を配置し、地域、学校及び関係団体と連携した啓発運動の実施や、高齢者や児童・生徒等への交通安全教育の推進に努めています。

今後とも、警察署並びに関係団体と連携して交通安全対策を進めるとともに道路環境の整備を進めていくことが必要となります。
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市民は、市及び警察署並びに関係団体による交通安全対策や道路環境整備等により、交通事故の危険性が低い生活を送っています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	交通事故発生件数
	686件
	650件
	620件

	
	市内で発生した年間の交通事故件数を目標として設定しました。

	２
	駅周辺の自転車放置禁止区域内からの撤去自転車の台数
	1,845台
	1,380台
	1,000台

	
	小田急相模原駅、相武台前駅、座間駅、さがみ野駅周辺で、市が実施した年間の放置自転車撤去台数を目標として設定しました。
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・交通安全施設の整備を行い、交通安全の確保に努めます。

・道路環境の改善を図るため、自動車等の駐車対策を関係機関と連携して推進します。

・交通指導員等と連携し、啓発及び交通安全教育の推進に努めます。

【重点施策】
・歩道の設置、交差点の改良やガードレール、カーブミラー、反射鏡などの交通安全施設の整備を行い、交通安全の確保に努めます。

・放置自転車の撤去及び放置防止を啓発し、生活環境の維持向上に努めます。
・交通指導員等を配置し、関係団体と連携した啓発運動や地域、学校等と連携した高齢者や児童･生徒等への交通安全教育をすすめます。

・学童交通指導員による児童登下校時の横断歩道での整理誘導を実施し、児童の交通事故防止に努めます。


[image: image112]
１　市民等と協働による推進

・市は児童・生徒や高齢者及び自転車利用者を対象とした交通安全教育を実施し、意識の高揚を図るとともに、交通安全指導員活動の継続・充実により交通事故の防止をすすめます。
２　広域的な推進
・国・県と連携し路上放棄物の処理をすすめます。

・市民の要望等を踏まえ地域の交通の実態に応じた交通規制を関係機関に要請します。
３　行政経営資源の活用

・学校等を活用した交通安全教育や各種啓発事業、都市部門と連携し、歩道等のインフラ整備を適宜行うことで、ソフト、ハード両面から交通安全対策に努めます。

TC "施策２２　防犯" \l 3 
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核家族化や都市化の影響等もあり地域社会における犯罪抑止機能が弱まる中で、刑法犯罪の傾向は全国的にも凶悪化や低年齢化が危惧されています。

本市では、警察との連携を図りつつ、学校関係者や事業所等を対象とした犯罪防止にかかる啓発活動や情報提供に努めるとともに、防犯灯の設置、青色回転灯付車両による防犯パトロールの実施、さらには、自治会等による自主防犯パトロールや座間防犯協会の活動を支援するなど積極的な防犯対策をすすめる中で、刑法犯罪の発生件数が年々減少傾向にあります。

今後とも、犯罪の抑止効果をあげるため、警察署及び関係団体等と連携した防犯対策を強化していく必要があります。
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市民は、市が警察署や関係団体と行う防犯活動を理解し、自らも地域の防犯活動に積極的に取り組むことにより、安全に安心して暮らしています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	刑法犯罪発生件数
	1,394件
	1,300件
	1,200件

	
	1年間に市内で発生した刑法犯罪件数を指標として設定しました。本施策を実施することにより発生件数の減少に努めることを目標として設定しています。

	２
	地域住民による自主パトロールや防犯灯の整備などによって、安心して暮らせるまちになってきていると思う市民の割合
	36.9%
	55%
	70%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、36.9％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより70％に高めることを目標として設定しています。
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・市民、警察、関係団体と連携した防犯活動を推進します。

・専任指導員等による防犯活動や防犯組織の充実を図ります。

・防犯活動団体の育成等を推進します。

・防犯設備の整備を推進します。

・犯罪情報等の提供に努めます。

【重点施策】
・自主防犯パトロール活動の支援に努めます。

・照度効率の高い防犯灯の導入により犯罪抑止効果の向上に努めます。
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１　市民等と協働による推進

・自治会等による自主防犯パトロールの支援や青色回転灯付車両を活用した防犯活動を市民と協働で行い地域の防犯に努めます。

・防犯灯の効率的な維持管理を市民、地域と協働ですすめます。
２　広域的な推進
・県に対し、相模鉄道さがみ野駅北側周辺への交番設置を要望します。

・新型街頭緊急通報装置の設置を県に要望し、地域防犯の効果を高めます。
３　行政経営資源の活用

・座間市緊急情報メール（いさまメール）による犯罪情報の即時提供に努めます。

TC "施策２３　防災・減災" \l 3 


[image: image118]

[image: image119]
近年、地震をはじめとする自然災害などが頻発しており災害対策の必要性を市民、行政ともに強く認識せざるを得ない状況となっています。

本市では、これまでも自主防災組織を中心とした多様な防災訓練等を通して、地域住民の防災意識の高揚と防災知識の普及啓発に努めてきましたが、大規模災害においては、応急・復旧活動を市の行政だけで行うことは困難であり、民間企業や各種団体との協力協定及びほかの自治体等との相互応援協定の締結や、防災ネットワークづくりの推進が必要です。

また、平成１９（２００７）年度には防災資機材の整備率が９９．９％に達し、平成２０（２００８）年度には住環境部門が耐震改修促進計画を定め、特定建築物等(※1)を含めた全体の耐震化率を高めるために関係課と連携して、その普及啓発に努めています。

平成２０（２００８）年７月には市民主体の防災団体が設立されるなど、市民を中心とした防災対策が進みつつありますが、今後は、自らの生命、身体、財産を守るため、家庭では住宅の安全や食料等の確保を行い、地域では自主防災組織に参加する等、市民が自ら災害に備える取組みが必要となります。
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市民は、自らの生命、身体、財産を守るため、家庭では住宅の安全や食料等の確保を行い、地域では自主防災組織に参加し、自ら災害に備えています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）


	
	
	H27
	H32

	１
	自主防災組織の組織率
	69.0%
	75%
	80%

	
	自治会組織に対する自主防災組織を組織している自治会の比率を指標として設定しています。

	２
	災害が起きたときに、自主防災組織をはじめとして住民同士が協力し合う体制づくりが進んできていると思う市民の割合
	26.3%
	30%
	35%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、26.3％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより35％に高めることを目標として設定しています。
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・各種防災資機材等の維持、更新を行います。

・あらゆる災害に対応できる防災体制の整備に努めます。

・災害対応等の知識、技術の普及啓発に努めます。

・災害情報等の収集及び提供に努めます。

【重点施策】
・大規模災害などの危機事態が発生した場合において、行政機能を早期復旧できる体制づくりに取り組みます。

・自主防災組織の育成や市民、事業所を対象に行う防災訓練の充実に努めます。

・「座間市地域防災計画」を適宜見直すとともに、災害応急対策に係る各種マニュアルの作成に努めます。

・災害情報等を適切かつ迅速に提供するため防災行政無線の整備、更新に努めます。
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１　市民等と協働による推進

・自治会や関係団体と連携し、自主防災組織の充実に努め、主体的な活動を支援します。

・関係団体と連携し、適時災害における被害を最小限に食い止める減災を前提とした防災訓練を開催し、市民に知識・技術の普及指導を行う機会を設けます。

２　広域的な推進
・地震防災対策支援の継続について県に要望し、防災資機材等の整備充実に努めます。

・国、県と連携した計画策定により防災対策に努めます。

３　行政経営資源の活用

・個人情報保護を踏まえつつ発災時要保護者名簿等の共有化を行います。
TC "施策２４　消防" \l 3 
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社会環境や生活環境の変化に伴い、火災などの災害発生原因は複雑多様化しており、市民が安心して生活を営むことができるよう、老朽化した消防施設や車両の整備を進め、消防力の充実強化を図るとともに、消防団を中心とした地域の消防力の強化を図る必要があります。

本市では、人口の増加とともに救急出場回数は平成１８（２００６）年まで増加を続け、高度救命処置用資機材を装備した高規格救急車の配備・更新、また、救急救命士の養成を進めてきました。救急出場回数は平成１９（２００７）年から２ヵ年は減少したものの、平成２１（２００９）年には増加に転じており、今後は、高齢社会の進展により、救急車の要請もさらに増加することが見込まれるため、救急隊や救急救命士を増強するとともに、さらなる医療機関との連携が必要となります。また、住宅や社会福祉施設の防火安全対策についても強化していく必要があります。
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市民は、自主的な消防訓練を実施していることにより、火災等を未然に防ぐとともに、発生した時でも被害が最小限に抑えられる安心感を持って暮らしています。

市民は、高規格救急車や救急救命士の充実、強化により、的確で迅速な搬送を受けられ、安心感を持って暮らしています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	市民参加による救命講習会等の回数
	29回
	40回
	50回

	
	年間の市民等を対象とした救命講習会等の開催回数の充実を目標として設定しました。

	２
	市民参加による各種消防訓練の回数
	140回
	175回
	210回

	
	年間の市民等を対象とした各種消防訓練の開催回数の充実を目標として設定しました。各種消防訓練とは、初期消火訓練・通報訓練・避難訓練などを示しています。
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・消防施設等の整備、消防力の充実を図ります。
・消防体制の充実を図るため、消防広域化に向けて協議をすすめます。

・職員の資質の向上を図るため、訓練・研修等を充実・強化します。
・各種消防訓練・講習会を開催し、火災予防対策を積極的に行います。
・都市型水害に備え、迅速かつ的確に対応できるよう、関係機関と連携した水防対策の推進を図ります。
【重点施策】
・消防庁舎の建設、車両・資機材等の充実を図るため、効率的・効果的な整備計画をすすめます。

・消防救急無線のデジタル化に向けて、広域化・共同化による費用の節減及び安定した通信の確保を図ります。

・消防団の充実を図るため、女性消防団員の検討も含め団員の確保及び消防団施設、車両・資機材等の整備、充実に努めるとともに、消防防災に関する知識・技術の普及指導をすすめます。

・救急体制の確立を図るため、救急救命士を増員するとともに、救急講習等の普及啓発を充実し、救命率の向上を図ります。

・複雑多様化する災害の原因を究明するため、火災原因調査体制の強化に努め、防火対策に反映させます。

・高齢者住宅及び社会福祉施設等に対する防火安全対策の強化を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・自治会や関係団体等と連携し、地域の防火防災体制の強化をすすめます。

・救急車の効率的な運用を図るため、適正な利用方法の周知に努めます。
２　広域的な推進
・各種補助金制度の拡充を国、県に要望し、防災基盤の整備をすすめます。

・近隣市と連携し、傷病者の搬送及び受け入れの迅速かつ適切な救急搬送の実施を図ります。
・消防広域化について、国、県から助言、指導を受け、効率的にすすめます。
３　行政経営資源の活用

・広くデジタルマップ(ＤＭ)を活用することにより、消防・救急活動の機能強化を図ります。


TC "政策４　のびやかに　豊かな心　はぐくむまち" \l 2 

子どもたちが生き生きと、家庭、学校、地域において心身ともに健全に、学び、遊び、育つために、教育環境を整え、地域の教育資源を活用した教育活動を充実します。

また、市民の学習意欲を踏まえ、必要となる各種施設や市でできる学びの機会を持続的に提供するとともに、学習の成果を生活や地域活動に活用できるよう支援します。

市民が求める芸術文化の催しを企画・提供し、市民が行う芸術文化活動を支援するとともに、年代等に応じて社会参加ができる環境と必要な情報や知識を提供し、市民文化を形成します。

TC "施策２５　教育環境" \l 3 
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本市の学校は、建設から既に３０年以上経過し、老朽化等による施設の不具合が顕著になっており、校舎等の建替えを視野に入れた改築、改修を進めるとともに、太陽光発電、緑化ウォール等、学校の環境対策への取組みが必要となっています。

また、情報化により学校教材が著しく進化している中で、児童・生徒が理解しやすい授業を進めるため、授業における電子黒板の導入、パソコンの適正配置等情報機器の活用が課題となっています。さらに、教育における経済格差が懸念されており、就園奨励金、就学援助金、高校奨学金等により保護者負担の軽減を図る必要があります。
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小・中学校では、安全で快適な施設環境の下で、児童・生徒が充実した教材を活用し、生き生きとして学習に取り組んでいます。

また、各種の就学援助制度により、経済的に安心して就学できる体制が整っています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	学校の太陽光発電・緑化ウォール等の設置率
	11.8%
	20%
	50%

	
	環境教育の一環として、学校に太陽光発電設備や壁面緑化、中庭などの芝生化などを進めます。現在市内の学校１７校中２校に太陽光発電設備が設置されており、エコへの関心度を促すため様々な設備を設置していく進捗率です。

	２
	普通教室等の電子黒板整備率
	3.1％
	50%
	100%

	
	充実した教材の指標として、ICT(※1)の代表的な電子黒板の整備を進めています。今後も平成２２年度に整備を行ったテレビの電子黒板化をしていく進捗率です。
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・環境負荷への低減を図りながら安全かつ快適な教育施設環境を確保します。

・児童・生徒が理解しやすく、意欲的に授業に取り組むことができる情報機器等の整備をすすめます。

・教育の機会均等を図るため、学校教育法に基づき児童・生徒の保護者の経済的な負担軽減を図ります。

・教育センターの整備を目指し、調査研究に努めます。

【重点施策】
・老朽化や機能低下が進んでいる校舎等の改築、改修、維持管理を計画的にすすめます。

・電子黒板等の情報機器教材、備品等の整備をすすめます。

・太陽光発電、緑化ウォール等を設置し、学校でのエコ化に取り組みます。

・幼児の就園奨励や児童・生徒への就学援助、高校奨学金等の制度充実を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・地域の人々や保護者との連携を図り、施設の快適な環境保持や安全・安心の確保など教育環境の仕組みを構築し、協働による学校づくりを推進します。

２　広域的な推進
・国庫補助金等の充実を求める中で、学校の改築、改修等の計画に基づいた整備を推進します。

・保護者の経済的負担を軽減し、幼児等の教育の振興を図るため，奨励等の事業費に見合った補助金額の確保を国に求めます。

３　行政経営資源の活用

・防犯部門等との連携を強化し、より安全な教育環境の整備に努めます。
TC "施策２６　学校保健" \l 3 
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近年、偏食や食生活の乱れ、運動不足の子どもたちが増加し、肥満・動脈硬化・高脂血症・糖尿病といった生活習慣病の懸念が高まっています。

また、子どもたちの遊び方の変化や電子通信機器の発達・利用による対人関係調整力や社会性の不足により、いじめや不登校などの心の影響も深刻になってきています。

今後は、このような生活習慣病の予防や心の健康管理などが重要になると考えられます。
本市では、児童・生徒の健康保持・増進を図るため、各種健康診断を実施するとともに衛生的な学校環境の維持・改善に努めています。

また、小学校において学校給食を実施し、安全・安心で栄養バランスの取れた豊かな食事を提供し、あわせて食に関する指導を行っています。

今後は、食中毒の予防など学校給食における安全・衛生管理の徹底のため、老朽化した校舎の建て替えなども視野に入れた給食施設・設備の計画的な整備が必要となります。
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子どもたちは、各種健康診断の実施や安全・安心で栄養バランスの取れたおいしい給食を食べることにより、健康保持・増進が図られ、衛生的な環境の下、心身ともに健康な学校生活を送っています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	肥満・やせ傾向率
	10.4%
	9.3%
	8.4%

	
	肥満傾向の児童・生徒は、高血圧、高脂血症など将来の糖尿病や心臓病などの生活習慣病に繋がることが心配されます。また、思春期にはダイエットのため食事の量を減らすなど無理な減量をするなどの傾向が見られます。

この指標は、全児童・生徒に対する肥満ややせ傾向の児童・生徒の割合です。

	２
	小学校給食残食率
	3.6%
	3.3%
	3.0%

	
	学校給食摂取基準による栄養管理された給食であっても残食が多ければ、児童の健全な発育を支えることが出来ません。栄養バランスの取れたおいしい給食は、健康保持・増進に繋がります。

この指標は、学校給食の食べ残しされた割合です。
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・児童・生徒の健康管理を行います。

・環境衛生の維持・改善を図ります。

・給食の施設・設備の充実を図ります。

・教職員の福利厚生事業の支援をします。
【重点施策】
・各種健康診断を実施します。
・地産地消を推進し、安全・安心で栄養バランスの取れた学校給食を実施するため、施設・設備の整備により衛生管理の充実を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・家庭や地域への「食」に対する正しい知識の啓発活動を通じ、家庭・学校・地域が一体となって子どもたちの食生活など生活習慣の確立に取組みます。
２　広域的な推進
・国、県、関係機関等と連携して、感染症及び学習に支障を生ずるおそれのある疾病に関する正しい情報を収集し、予防対策や発症時の適切な対応を図ります。
３　行政経営資源の活用

・産業部門等との連携を図り、学校給食において地産地消を推進することで学校給食における食の安全などの確保を図ります。
・健康部門と連携を図り、健康体操などにより児童・生徒の健康保持・増進に努めます。
TC "施策２７　教育活動" \l 3 
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学校教育で目指すことは、「生きる力」をはぐくむことであると、平成２０（２００８）年３月に学習指導要領で示されました。前回に引き続き、その重要性が強調された「生きる力」とは、①基礎基本を確実に身につけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題解決する資質や能力、②自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性、③たくましく生きるための健康や体力などの知･徳･体のバランスのとれた発達を示したものです。

これまでも本市では、「生きる力」の育成に向けて、地域の人材活用、情報化・国際化に対応した教育及び特別支援教育をはじめとして児童・生徒のニーズに適切に対応することに努め、豊かな人間性をはぐくむ特色ある学校づくりに取り組んできました。

今後とも、自立して生きる上で必要な基本的な知識、技能の習得はもとより、思考力、判断力、表現力、言語活動の充実を目指し、体験活動を重視した教育を進めるとともに、子どもたちが家庭・学校・地域の中で、各々の個性を尊重し、ともに学び合い、一人ひとりが豊かな心をはぐくみ、生きる力を培い、明るく元気な生活を送る座間らしい取組みが必要となります。
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子どもたちは、家庭･学校・地域の中で各々の個性を尊重し、ともに学び合うことを通して一人ひとりが豊かな心をはぐくみ、生きる力を培い、明るく元気な生活を送っています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	地域の人材活用実績
	1,500人
	1,700人
	1,900人

	
	地域に在住・在勤する知識・経験豊かな人たちに、各教科・領域及び総合的な学習において指導、協力をいただくことで、特色ある教育、特色ある学校づくりを進めています。この指標は、年間のその延べ協力時間数を目標として設定しています。

	２
	情報化社会、国際化社会など社会の変化に対応した教育が進められてきていると思う市民の割合
	16.8%
	35%
	60%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、16.8％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより60％に高めることを目標として設定しています。
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・豊かな心をはぐくむための教育指導を計画に基づき、一人ひとりの学びを高めます。

・地域の人々と連携して、地域の特色を生かした学校づくりや安心して学べる環境づくりに努めます。
・障がいのあるなしにかかわらず、児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高めるために適切な指導及び支援を行います。

・情報化社会に対応する能力の育成と国際社会への関心、意欲を高める教育を推進します。
・教育内容を充実し、特色ある教育を推進するため、調査研究や研修講座の充実を図ります。

・教育に関する相談体制の充実を図ります。
【重点施策】
・学校の安全体制の強化や登下校の交通安全を図ります。

・各教科・領域及び総合的な学習の時間等に外部指導協力者の活用を図ります。
・国際社会の一員としての自覚を持ち、世界の人々と心を開いて交流できるよう外国語活動の充実を図ります。

・本市の教育の歴史を後世に伝えるため、教育史の編さんをすすめます。

・教育研究所の運営により、市民に対する教育相談体制や教職員の研究・研修の強化に努め、市民、教職員、児童・生徒の支援をすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・児童・生徒の日常的な状況を把握し、警察署や関係機関、地域のボランティアや住民等と連携して学校に対して安全や危機管理に関する助言を行います。

・家庭と地域は、手を携え、学校との相互の信頼関係のもとで児童・生徒一人ひとりの個性を生かす教育がより活発、効果的に展開されるよう、学校の教育活動を支援します。

・学校と家庭は情報を共有し、子どもの正しい生活習慣や家庭学習の確立を目指します。

・地域や学校で開催される行事やボランティア活動を通して地域の人々や子どもたちとの連帯感の醸成を図ります。
２　広域的な推進
・県と協力して、教育環境における現状を踏まえる中で、スクールカウンセラー、特別支援教育コーディネーター、中学校部活動外部指導者等の配置について充実を図ります。

・県と協力して、障がい児に対する教育環境や施設の充実を図ります。

　　３　行政経営資源の活用

・環境、産業、交通安全などそれぞれの関わりの中で、児童・生徒の豊かな心の醸成に寄与するよう努めます。
TC "施策２８　生涯学習" \l 3 


[image: image143]

[image: image144]
生涯学習は、国民一人ひとりが、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生かすことのできる社会の実現のために行われる学習活動です。

本市では、公民館と２つの地区文化センターで、乳幼児を持つ親のための学級や高齢者を対象とした学級、身近な環境を考える講座、地区文化祭などの社会教育事業を展開しています。図書館では、図書資料の貸出しや教養講座・文学講演会、読書活動を進めるためのイベント、図書資料を利用した調べ学習などの活動が行われています。

また、相模原市と連携した市民大学の開催、市政にかかわる講座を希望する団体に出前する「生涯学習宅配便」の充実、市民自身が今日的課題をテーマに自主企画する講座への支援など、市民の生涯学習活動を推進するよう取り組んでいます。

今後は、市民自身が、自ら関心のある学習や地域社会の課題等の解決に役立つ学習に積極的に取り組み、生涯学習による成果を生かして豊かな市民生活を送ることができる環境の構築が必要になっています。
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市民は、自ら関心のある生涯学習や社会の要請に応えた学習に積極的に取り組み、その成果を生かした豊かな生活を送っています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	公民館・地区文化センターの講座受講者数
	5,365人
	6,000人
	7,000人

	
	公民館及び地区文化センターで開催する講座等の年間延べ参加者数を指標として設定しています

	２
	図書館貸出利用者数
	230,615人
	250,000人
	280,000人

	
	年間の図書館の本館、公民館図書室などでの図書資料の延べ貸出利用者数を指標として設定しています

	３
	「いつでも、どこでも、だれでも学べる」という生涯学習の環境が整備されてきていると思う市民の割合
	23.9%
	25%
	30%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、23.9％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより30％に高めることを目標として設定しています。
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・学習機会の提供に努めるとともに、学習活動の拠点となる施設の充実及び機能強化を図ります。

・学習情報の収集・提供体制、学習相談体制を確立し、学習環境を整備します。

・市民自主企画講座の支援体制の充実を図ります。

・生涯学習活動の指導者を養成し、推進体制の充実を図ります。

・生涯学習施設運営への市民参加を推進します。

【重点施策】
・いつでも、どこでも、だれでも学べるよう公民館や図書館等による各種学級・講座等、学習機会の充実を図ります。

・子育て中の親を対象に、家庭教育に関する講座の実施や市民自身が開く講座への支援に努めます。

・生涯学習施設の整備、維持管理を計画的に行い、社会的ニーズに対応した市民サービスの向上を図ります。

・市民の読書意欲の向上及び「子ども読書活動」の推進を図るため、図書館の資料の整備・充実を目指します。
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１　市民等と協働による推進

・市民等と連携して学習機会の充実を図り、研究活動やシニア世代の自己表現の場として社会教育施設などを積極的に活用し、生涯学習の推進を図ります。

２　広域的な推進
・各種講座等への積極的な参加を推進するため、県生涯学習情報システムなどを活用した情報提供の充実に努めます。

３　行政経営資源の活用

・各部門の専門的知識を持った職員による出前講座などの充実を図ります。
・生涯学習に関連する庁内部局で組織する生涯学習推進会議を積極的に活用し、まちづくりの機会などへの参加を通して、市民の生涯学習活動を支援する体制を充実します。
TC "施策２９　市民文化" \l 3 
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生活水準の向上に伴い、市民は、こころの豊かさや個性の尊重など精神的な充足を求めるとともに、芸術文化に対する関心を強め、日常生活におけるうるおいを重要視する傾向にあります。

本市では、地域文化の向上を図るため、年間約２２万人の利用がある市民文化会館の運営、多くの市民の参加がある市民芸術祭や写真コンテスト、優れた芸術を紹介するコンサートや展示会などを開催しています。

また、伝統芸能・文化財等の保存と継承、市史の編さんに取り組み、刊行物の発行なども行なっていますが、伝統芸能については継承者が高齢化する中で、後継者がいない状況が生じており、保存・継承活動に対して市の支援が必要となっています。

貴重な有形文化財や保存承継されてきた無形文化財や市史は、このまち座間がはぐくんできた個性であり、今後のまちづくりにも重要な要素となるため、今後とも、市民の関心を高め、次世代に伝える活動に取り組むとともに、多くの市民が芸術文化に親しみ豊かな生活を営むことができるよう環境を整える必要があります。
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市民は、芸術文化を親しみ豊かな生活を営むとともに、地域の歴史や文化財への関心を高め、次世代に伝える活動に取り組んでいます。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	何らかの芸術文化活動を行っている市民の割合
	17.5%
	20%
	25%

	
	市民アンケート調査結果では「している」と回答した市民の割合は、17.5％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより25％に高めることを目標として設定しています。

	２
	市民文化会館の利用者数
	224,437人
	240,000人
	250,000人

	
	一年間の市民文化会館の利用者総数を指標として設定しています。

	３
	「大凧揚げ」など歴史・伝統文化が保存・継承されてきていると思う市民の割合
	66.5%
	70%
	80%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、66.5％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより80％に高めることを目標として設定しています。
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・文化施設の整備・維持管理及び運営の充実により、優れた芸術文化に触れる機会の拡充を図ります。
・市民文化の創造を目指し、文化団体の育成や指導者の養成を積極的に進めるなど、市民の文化活動を支援します。

・歴史・伝統文化の保存・継承に努めます。
【重点施策】
・市民文化会館施設の維持管理を計画的に行い、効率的な運営を図ります。

・市民文化会館の健全な管理運営に努めるとともに、指定管理者の能力を活かせる環境づくりを目指します。

・市民芸術祭、児童文化展、市民音楽祭等の開催を通じて、多くの市民に芸術文化活動の場の提供を図ります。
・市民の文化意識の向上とスキルアップを図ると同時に、市民自らがさまざまな芸術活動を活発に行える環境づくりを目指します。

・文化財の適正な管理と保存、継承を図るための支援を図ります。

・市の歴史を貴重な文化遺産として後世に継承するため、市史の編さんに努めます。

・文化遺産の保存と活用を図るため、郷土資料館の整備を目指します。
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１　市民等と協働による推進

・各種芸術文化活動について分かりやすく、きめ細かな情報を提供し、市民の積極的な事業、講座への参加を図ります。

２　広域的な推進
・文化財の修復等による保存、活用を図るため、必要な経費等を国、県に支援を求めます。

３　行政経営資源の活用

・「大凧揚げ」の紹介や健康づくりの散策ルートと協調した文化財巡りなど、他施策と連携し、文化財等への理解が深まるよう努め、保存、継承をすすめます。

TC "施策３０　青少年育成" \l 3 
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青少年を将来の担い手として健全に、主体的に生きる大人として育成することは、国を挙げて取り組むべき目標ですが、核家族化の進展、家庭や地域における教育機能の低下、地域社会での連帯感や人間関係の希薄化、情報の氾濫など青少年を取り巻く環境は悪化しており、全国的に少年犯罪は減少化傾向にあるものの、依然として家庭内暴力や校内暴力は増加傾向にあります。

本市では、平成１１（１９９９）年度に策定された「全国こどもプラン」に基づき、家庭と学校と地域の人々が連携して「遊び場・仲間・学びの機会」を確保し、年齢の異なる青少年が地域で交流できる場の提供や青少年のための相談活動、青少年の健全育成を図るための社会環境の健全化活動などに取り組んできました。

青少年が、未来に向かって夢や希望を持つ自立した大人となるためには、関係団体をはじめ、学校、家庭、地域と行政が緊密な連携のもとに、スポーツ、文化活動など積極的に体験するための取組みが必要となります。
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本市の青少年は、学校生活やスポーツ・文化活動を通じ、めまぐるしく変化する社会情勢にも対応して、夢や希望を抱いて積極的な社会生活を送ることのできる自立した大人になるよう成長しています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	過去１年間に何らかの青少年育成活動に関わったことのある市民の割合
	17.3%
	19%
	21%

	
	市民アンケート調査結果では「ある」と回答した市民の割合は、17.3％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより21％に高めることを目標として設定しています。

	２
	青少年育成事業の参加者等の数
	10,346人
	11,381人
	12,519人

	
	小学校ブロック子ども会スポーツ大会や成人式、青少年芸術祭の参加者総数を指標として設定しています。

	３
	ボランティア活動などを通じた青少年の社会参加が増えてきていると思う市民の割合
	18.6%
	21%
	23%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、18.6％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより23％に高めることを目標として設定しています。
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・青少年の活動拠点である青少年施設の充実を図ります。

・ボランティア育成のため、情報提供や各種研修会の開催に努め、組織づくりを支援します。

・青少年健全育成諸団体との連携を図るため、情報提供や連絡会の開催に努めます。

・青少年が抱くあらゆる悩みに適切な指導・助言を与えるため、青少年相談員及び青少年心理相談員による相談業務の充実に努めます。

・青少年における社会環境の健全化活動に取り組みます。
【重点施策】
・青少年の活動拠点となる居場所づくりに努め、小中学生を対象とした自然観察などの短期教室、講座等の開催の充実を図ります。

・地域の人々と連携して「遊びの場・仲間・学びの機会」を確保し、異年齢間や地域の人々との交流や体験の場所の提供、充実を図ります。

・成長期にある青少年の直面するさまざまな問題について相談を受け、発達過程に対応した必要な指導・助言を行ない、問題の早期発見による解決を目指します。
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１　市民等と協働による推進

・地域の住民や家庭、学校、青少年育成団体、各種関係機関等が相互に連携・協力して、青少年の育成と自立への支援を図ります。

２　広域的な推進
・県青少年保護育成条例等を基本に、幅広い行政機関が連携・協力しながら一体となった青少年をはぐくむ運動を推進する体制を強化します。

３　行政経営資源の活用

・青少年の市政参加機会の充実や、さまざまな側面からの青少年への支援、情報提供に努めます。


TC "政策５　暮らし快適　魅力あるまち" \l 2 

持続的な発展が可能となる社会的資本を次世代に継承するため、中長期的な視点に立ち土地利用や都市基盤の整備、保全等に取り組みます。

道路や公園など既設の都市基盤については維持管理水準を明らかにし、新たな整備については国土・県土形成における補完性の原則のもとで整備計画を定めるとともに、市の限りある経営資源を前提に、民間の資金や知恵、力を十分に活用し着実な維持管理及び整備をすすめます。

TC "施策３１　公共交通" \l 3 
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市民が安心・快適に生活するためには、移動手段の確保が不可欠でありますが、定時に運行し、多数の市民を遠方の目的地まで一度に運ぶことのできる鉄道、バスなどの公共交通は、地球温暖化防止の点からも重要性が増しています。

本市では、総合交通体系の一環として公共交通の整備を進め、鉄道については、輸送力の増強等を目指して県及び関係市と連携し、要望活動等の推進を図るとともに、相模線の複線化や東海道新幹線新駅設置の促進に向けて関係機関等と鉄道事業者に対し、積極的な要望活動を行なってきました。

バスについては、現行バス路線の増便、新設等を事業者へ要望するとともに、バス運行情報システム機器の導入補助等を行ったほか、既存のバス路線を補完するコミュニティバスの試行運行を行っています。

今後とも、低炭素社会(※1)の構築を目指して地域環境負荷の低減を進めるとともに、高齢者をはじめ自家用車の運転が困難な市民も市内を円滑に移動できる公共交通をさらに充実させる取組みが必要となっています。
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市民が自家用車利用から公共交通へと交通手段を変更することで地域環境負荷の低減が進むとともに、高齢者をはじめ自家用車の運転が困難な市民も市内を円滑に移動できるまちになっています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	コミュニティバス、民間バス、そして鉄道などの公共交通機関が発達し、市内、市外への移動が便利になってきていると思う市民の割合
	31.7%
	35%
	38%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、31.7％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより38％に高めることを目標として設定しています。
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・電車、バス等公共交通機関の輸送力の増強を促進します。

・安全性と快適性のある交通環境を目指して、道路網の整備と合わせた総合交通体系の整備をすすめます。

【重点施策】
・都市マスタープランと整合した交通体系を整理し、具体的な交通計画を策定することにより、市民の交通利便性の向上を図ります。

・市民の社会参加の促進や交通不便地域を解消するため、コミュニティバス運行の充実を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・環境活動団体や交通事業者等と協働により、低炭素社会における公共交通施策の重要性などについて啓発を行い、自動車利用から公共交通利用への転換をすすめます。

・駅等のバリアフリー化の促進や交通のマナー向上に鉄道事業者等と協力して取り組みます。
２　広域的な推進
・県及び関係市町と連携して、公共交通のさらなる利便性の向上について鉄道事業者等に要望します。

・総合交通体系における交通基盤施設の現状や整備効果を分析し、県と連携して県内広域幹線道路網等の整備を推進します。

３　行政経営資源の活用

・環境部門や福祉部門等における各施策推進と連携し、総合的な公共交通施策の推進に取り組みます。

TC "施策３２　まちづくり" \l 3 
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座間市は、東京都心から約４０ｋｍ、横浜市の中心部から約２０ｋｍの距離にありますが、都市計画法の制定前の昭和４０年代前半に大規模工場が進出し、これに伴い十分な道路等の都市基盤整備がなされないまま駅周辺に住宅が集中し、急速に都市化が進みました。

その後の産業構造の転換によって、これら大規模工場が閉鎖され、これに伴って関連工場の市外への移転が進み、工場跡地に住宅が建設されたことにより、さらに住工混在の状況が生じています。

また、市内の鉄道駅の周辺は、地域の拠点として整備すると魅力ある商業空間となり得るポテンシャルの高いエリアであり、今後のまちづくりの大きな課題となっています。

日本全体の人口がピークを向え、少子高齢化が進展する中、都市整備に向けた投資余力の急速な減少が予想されますが、本市においては、国や県と連携して道路整備等を進める中で住宅が集中している地域の快適性を高めることや、また、鉄道事業者と協働して駅周辺の整備を進めることなどにより、市街地の再生に取り組んでいく必要があります。
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座間市内の駅周辺は、市民や来訪者にとって魅力ある地域拠点として機能しています。

また、市民・事業者相互の認識が深まり、市民の住環境、工場の事業環境などが適切に維持されています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	まちづくりルールの策定数
	10件
	15件
	20件

	
	市街地の良好な環境の形成、維持を目指し、地域の特性に応じた地区計画、建築協定等によるまちづくりルールの策定数を目標として設定しています。

	２
	自然・歴史・文化を身近に感じるまちづくりが進められてきていると思う市民の割合
	31.7%
	33%
	35%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、31.7％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより35％に高めることを目標として設定しています。
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・将来都市像の実現を目指し、都市計画制度を活用した土地利用の規制及び誘導を行います。

・市民生活の利便性を確保するため、地域の歴史や特性に配慮し、市民の理解と協力を得ながら住居表示の推進を図ります。

・地区の特性を生かし、住民等が主体となった地域のまちづくりを推進します。

・地域拠点（相武台前駅、・座間駅、・小田急相模原駅周辺地区・さがみ野駅周辺地区）の計画づくりと熟度に応じた整備を市民・鉄道事業者等と協働ですすめます。

・座間西部地域土地利用方針に基づき、事業担当課による整備計画の構築を図ります。

・関連する道路整備の進捗状況を踏まえながら、栗原東部地域土地利用方針策定を目指します。

【重点施策】
・都市の将来像を明確にするとともにまちづくりの目標を明らかにし、現状の課題に対応した将来的な土地利用、道路、公園、下水道等の整備方針を策定し、今後のまちづくりをすすめます。

・住所の表示方法を、土地の地番号による複雑な形態から合理的で分かり易い方法に住民参加で改め、市民生活の利便性を向上します。

・地域住民のまちづくりに対する意識を高め、住民等が主体となった地域のまちづくりを推進します。

・駅周辺における道路等の都市基盤を整備し、地域商業の活性化や都市型住宅の供給及び歩道状空地の整備を進め、地域拠点の形成を図ります。

・座間西部・東部地域の土地利用について、計画の理解を求めるとともに、保全と整備に向けた計画の策定を目指します。
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１　市民等と協働による推進

・総合計画・都市マスタープランに描かれた都市像を実現するために地域との連携を深め、市民と協働でまちづくりルールを定めます。

・地域住民のまちづくりに対する意識を高めるため、市は分かりやすい情報提供に努め、市民、各種団体等は、市と協働でまちづくりを考え、それを実践につなげていく取組みをすすめます。
２　広域的な推進
・広範囲な都市間を結び、都市軸の基本となる国道２４６バイパス整備計画の早期決定を、県を通じ、国に要望します。

３　行政経営資源の活用

・デジタル化された地図・基礎情報を関連部門と共有し、地図等の作成業務等にかかる事務の効率化を図ります。

TC "施策３３　景観形成" \l 3 
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本市の地勢は、中央部を南北に縦断する座間丘陵を境として、東部には相模野台地が、西部には相模川の河岸段丘を境に沖積低地が広がり、さらに、中央を目久尻川、西端を相模川が流れ、坂や段丘が多く、地域ごとにそれぞれ特色のある景観がみられます。

こうした景観をまちづくりに生かすため、本市では、景観法に基づき平成１８（２００６）年４月に「景観行政団体」となり、平成２０（２００８）年３月に景観条例を制定し、同年１０月には景観計画に基づく取組みを行っています。

まず、座間市全域を対象として、良好な景観形成を図るための方針（景観マスタープラン）を定め、この方針に基づき、良好な景観づくりを推進するために、景観法に基づく具体的な規制・誘導などを行っています。

今後は、都市計画法、建築基準法、都市緑地法など関連するさまざまな法律や都市マスタープラン、緑の基本計画などの行政計画と連携を図り、市民・事業者などの参画と協力を得て、総合的な施策としての推進が重要となります。

なお、景観計画は、社会動向の変化や関連計画との整合及び住民提案等による特定景観計画地区の指定など、運用を通じて内容を充実するための見直しを図る必要があります。
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市民は、計画的に保全・育成された心に残る座間市らしい景観の中で、心地よく暮らしています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	景観重要公共施設の制定数
	0カ所
	11カ所
	13カ所

	
	道路・公園・河川・橋梁などの公共施設のうち、景観形成上、大きな影響を与える公共施設を景観重要公共施設として、国、県等の関係機関との協議・同意により制定するカ所数を目標として設定しています。
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・良好な生活環境を維持保全・創出するため、地域の景観特性を生かしたまちづくりに関するさまざまな施策の充実を図ります。

【重点施策】
・市の景観条例の趣旨について啓発を図り、手続きを促進します。

・適正な制限について住民の合意形成を図りつつ、地域の自然、歴史などと調和した良好な景観形成を図ります。

・屋外広告物法に係る県条例の事務移譲を受け、地域の景観に即した看板等の指導を実施します。

・違法な行為を未然に防止するため、情報収集機能の強化を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・地域の景観特性を生かした市の景観計画に沿った取組みへの参加を図り、良好な住環境の保全に向けたルールづくりをすすめます。

２　広域的な推進
・広域的景観の保全について、複数の市町村と連携して方針を調整し、その明確化を図ります。

・景観計画等の策定にあたって、専門家短期派遣制度等を含む専門相談機関の設置を求めます。

・寄付等に対する税制優遇措置や景観形成協力者への補助制度の確立を要望します。

３　行政経営資源の活用

・道路部門や建築部門等の許認可担当との連携を強化し、庁内横断的に景観形成を推進します。
TC "施策３４　公園・広場・緑地" \l 3 
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公園・広場・緑地は、身近な都市の空間として、また災害時の避難場所として重要な役割を担っています。

都市公園については、市民一人当たりの面積が、平成１９（２００７）年度時点で４．５１㎡（県平均は４．８４㎡）となっており、公園面積が少ない地域がありますが、こうした地域では宅地化が進んでおり、公園・広場の用地確保が困難となっています。

緑地については、相模川河岸段丘の斜面などに樹木地が存在し、都市緑地法や条例等により保全すべき地区として指定したもの、開発指導要綱に基づき事業者が緑化した緑地、道路沿いのさくら並木などの緑道や緑地、河川や湧水の水辺に設けられた広場などがありますが、緑地等の保全や維持管理については多くの課題があります。

また、公園等への花植え活動の支援などの緑化施策、事業者等への開発指導要綱に基づく指導、民有地への生垣設置奨励制度等による支援などを行なっていますが、こうした取組みを全市的な緑化運動として展開していくために、緑化祭りを開催し広く市民への緑化意識の高揚に努めてきました。
今後は、市民が公園・広場・緑地を集い、やすらぎ、憩う場として、また、自然とふれあう場として活用し、健やかに暮らすことができるよう、整備計画の検討や市民と協働による維持管理の仕組みをつくるなどの方策を進めることが必要となります。
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市民は、市内の公園、広場、緑地、水辺等において、集い、憩い、それぞれに適した活用を行い、健やかに暮らしています。また、自らも清掃や剪定などに積極的に取り組むなど、公園等が快適に維持管理されています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	地域において、公園・広場が整備され、憩いの場となってきていると思う市民の割合
	38.0%
	40%
	55%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、38.0％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより55％に高めることを目標として設定しています。

	２
	緑地の保全や「緑化祭り」の開催などにより、緑が保全され、緑化意識が高まっていると思う市民の割合
	47.0%
	50%
	55%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、47.0％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより55％に高めることを目標として設定しています。
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・公園、広場等の整備をすすめます。

・市民等と協働により公園等の環境整備について計画を策定し、維持管理体制の整備を目指します。

・緑地、樹木地等の確保、保全を目指します。

・緑化意識の高揚を目指します。

【重点施策】
・自然環境を生かし、防災機能等を持ち合わせた公園、広場等の整備をすすめます。

・公園利用者の利便性の向上や安全性を確保するため、維持管理計画による効率的な改修等を図ります。

・樹木保全地域指定等の保全策により、良好な樹林地等の確保、保全を目指します。

・公園・広場・緑地等の環境整備のため、地域住民等との協働により、計画策定、維持管理体制の整備を目指します。

・緑あふれる住環境を確保するため、市民と協働による花とうるおいのある緑地づくりを推進し、市民の緑化意識の高揚を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・公園行政における現状や課題の情報提供を積極的に行い、市民と美化等に協力し合う公園づくりを推進します。

２　広域的な推進
・国、県と連携して、確保が困難な市街化区域の緑地等の保全や小規模公園の整備等に努めます。

３　行政経営資源の活用

・公園管理システムの充実を図り、適正な財産管理に努め、市民からの要望等への迅速な対応に努めます。
TC "施策３５　道路" \l 3 
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道路は単に自動車交通に主眼をおいた人や物の流れの円滑化や、市民生活、産業活動の効率性だけではなく、火災や震災に対する生活の安全性を確保する防災機能、都市の快適性やイメージを形成する都市空間としての機能も果たしています。しかし、車に依存してきた社会活動の結果として、交通災害や地球温暖化などの環境負荷が深刻な問題として認識される中、自動車使用を抑制する交通体系の構築が社会的に要請されています。

本市では、これまで、幹線道路から生活道路に至る道路網の整備に努めるとともに、維持管理体制の充実を図りつつ、貴重な公共空間として、地域特性を生かした道路緑化などによる快適化、高齢者や障がい者が安全に安心して利用できるバリアフリー化をすすめてきました。

こうした中にあって、計画延長が約５０．９kmの都市計画道路については、整備率は４４．４％にとどまっており、市民アンケートにおける道路整備に対する満足度は極めて低い評価となっています。しかしながら「座間都市計画道路３・４・３号相模原二ッ塚線」については、県を主体に県道５１号町田厚木線から県道５０号座間大和線までの区間で整備がすすめられています。また、「座間都市計画道路３・３・２号広野大塚線」については、県及び関係する自治体と事業実施に向けた調整を図っています。

誰もが安心して通行できる道路環境の創出を目指すためには、日々の暮らしの中で利便性が高く、快適で環境や景観に配慮された質の高い道路づくりの考え方を軸に、地域のまちづくりとの一体性なども考慮した道路を形成する必要があります。

また、災害時にも道路としての機能を果たすことができるよう、幹線道路や生活道路の整備や安全性を向上させるバリアフリーも基本とした効果的な手法を見出し、地域のまちづくりとも連携しながら、確実に取り組む必要があります。
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市民は、日々の暮らしの中で利便性の高い快適な道路を使用しているとともに、それらは災害時にも道路としての機能を果たしています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	安全、快適な道路になってきていると思う市民の割合
	21.4%
	23%
	25%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、21.4％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより25％に高めることを目標として設定しています。
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・都市計画道路の整備をすすめます。

・安全で快適な道路等の整備・維持管理に努めます。

・狭あい道路の解消に努めます。

・うるおいのある道路空間の創出に努めます。

・耐震性を考慮した橋りょうの長寿命化対策等をすすめます。

・景観等に配慮した橋りょうの整備をすすめます。
【重点施策】
・南北軸、東西軸の骨格となる都市計画道路の整備を図ります。
・地域住民等との協働により、道路緑化を推進し、コミュニティの醸成を図ります。

・地域住民等との協働により、地域の道路現状や問題点を総合的に把握し、その対策の計画的な推進に努めます。

・適正かつ迅速に道路を管理するため、道路台帳を充実して道路管理業務の効率化を図ります。

・バリアフリーに配慮した歩道や自転車道の設置等、安全施設の整備を図ります。

・道路パトロールの強化、維持管理体制を充実します。

・建築指導等により、建築後退線用地の確保を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・安全で安心な道路交通を確保するため、地域住民等との協働により、地域の道路の現状や問題点を総合的に把握し、その対策の計画的な推進に努めます。

・市の積極的な情報提供により、市民と道路の現状と課題を共有し、美化等に協力し合う道づくりを推進します。
２　広域的な推進
・道路用地の確保及び管理に対応する補助の創設を要望します。

・安全で快適な幹線道路や生活道路の整備を推進するため、国へ補助対象事業の拡大を要望します。

・道路ネットワークの骨格となる都市計画道路の整備を県とともにすすめます。

・座間都市計画道路３・４・３号相模原二ッ塚線の早期完成を県に要望します。

・座間都市計画道路３・４・２号広野大塚線の早期着工を県に要望します。

・座間都市計画道路３・４・５号座間南林間線の早期着工を県に要望します。

３　行政経営資源の活用

・デジタル化された地図・基礎情報を関連部署と共有し、地図等の作成作業にかかる事務の効率化を図るとともに、道路閲覧システムの充実を図り、利用者の利便性の向上を図ります。

TC "施策３６　住宅環境" \l 3 
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住宅は、生活の基礎となる「衣」「食」「住」の中でも、人間の生活の器として重要な要素であり、生活を発展させる契機となり、個人の資産であると同時に、社会的な資産でもあり、都市を創り出す基本となります。

本市では、地震時における住宅の倒壊による被害を軽減するため、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、平成２０（２００８）年度に耐震改修促進計画を定め、平成２７（２０１５）年度までに住宅の耐震化率９０％、また、特定建築物等(※1)全体で、耐震化率９４％を目標に取り組んでいますが、費用の問題はもとより、耐震改修工事の効果に対する信頼性を高める詳細な情報提供等を図る必要があります。

また、市営住宅については、市民が経済的に困窮した場合にも市内で生活を続けられるよう、これまでに、木造住宅を中低層住宅へ建替えし、また、借地に存在する老朽化した市営住宅を民間から借りた共同住宅に転換した結果、合せて３４０戸（平成２１（２００９）年度）となり、その維持管理に取り組んできました。

しかし、市営住宅に対する要求も多様化しており、急激に進む高齢化者や障がい者に配慮した対応が求められているため、既存の市営住宅について、市営住宅管理計画に基づき、整備等に努める必要があります。

今後とも少子高齢社会に対応して、市民が安全・安心な生活を営むことができるよう、快適な住環境を確保する取組みが必要となります。
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市民は、市有建築物をはじめ市内の建築物の安全性や快適な環境の確保により、安心して生活を営んでいます。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	市営住宅建替事業（４住宅）
	0%
	25%
	50%

	
	市営住宅建替事業は、平成２７年度までに長安寺住宅を、平成３２年度までに四ツ谷住宅の建替えを計画し、残る東原住宅及び西原住宅については平成３８年度を目途に建替えを計画しています。
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・地震時における木造住宅の倒壊による被害の軽減を図るため、市民に対して耐震診断及び耐震改修の必要性について、普及啓発に努めます。

・市営住宅の居住環境を確保するため、計画的かつ効率的な整備、修繕、維持管理をすすめます。

・開発等事業指導要綱に基づく建築指導を積極的に進め、良好な都市環境の確保を目指します。

・安心して居住できるよう急傾斜地のパトロール事業を進め、災害の未然防止に努めます。
・公共建築物等における営繕業務の事務効率の向上を目指します。

【重点施策】
・耐震診断や耐震改修に関する情報提供、技術的・経済的支援についての施策をすすめ、建築物の所有者が主体的に耐震化の取組みができる環境を目指します。

・「市営住宅管理計画」（平成２２（２０１０）年４月策定）に基づき、市営住宅の建替えを実施し、既存住宅の居住環境に配慮した維持管理に努めます。

・公共建築物及び付属施設の営繕業務（新築・改修等）に係る設計及び施設管理の省力化を図るため、既設建物図面のＣＡＤ化(※1)をすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・市営住宅入居者同士が互いに協力し、市営住宅及び共同施設について正常な状態を維持する取組みを進めます。
２　広域的な推進
・耐震支援制度に係る補助金及び税の特例措置等の拡充を国、県に要望します。

・がけ崩れによる災害を防止するため、急傾斜地崩壊対策事業の推進を県に要望します。

・市営住宅維持管理に係る補助金等の充実を国、県に要望します。

３　行政経営資源の活用

・市有施設の管理（図面等）のＯＡ化により、公共工事の設計・積算事務の合理化、省力化、施設管理の効率化を図ります。

TC "施策３７　基地対策" \l 3 
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本市には、市域の３．５％、約６２haの面積を占める米陸軍基地「キャンプ座間」が存在しており、陸上自衛隊が一部共同使用しています。その位置は、小田急線相武台前駅に近く、まちづくりの上での阻害要因となるなど、基地が所在することによるさまざまな負担を強いられています。そのため、長年にわたり基地の整理・縮小・返還と負担の軽減策を国に求め続けてきた結果、これまでに市民体育館用地をはじめ約５．９haが返還されました。また、平成１５（２００３）年に米大統領が表明した米軍再編に伴い、基地恒久化への解消方策を示すよう市民一体となって国に求めた結果、平成２０（２００８）年８月に恒久化解消の方策として国と直接協議する場の協議機関である「キャンプ座間に関する協議会」が設置されました。そして、平成２１（２００９）年１０月には、新たに５．４haの返還候補地が国から示されました。
今後は、この返還候補地が市民のために有効活用できるよう国との協議を進めるとともに、さらなる負担軽減策等についても求めていく必要があります。

また、隣接する綾瀬市、大和市に位置する厚木基地の米海軍空母艦載機等の騒音は、長年にわたり市民生活に大きな不安と支障を与えており、県及び周辺市と協力しながら、航空機騒音問題の抜本的解決を求めてきました。

こうした中、平成１８（２００６）年５月の在日米軍再編協議において、騒音被害の主な原因である空母艦載機等５９機を平成２６（２０１４）年までに移駐させることが日米両政府間で合意されましたが、移駐実現までには多くの課題が存在しています。

さらに、基地が所在することに対する基地交付金等や厚木基地を含めた防衛施設周辺の生活環境整備についての助成策は、未だ十分なものとは言えず、今後も、その充実、強化を求めていく必要があります。
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キャンプ座間が存在することによるさまざまな負担が軽減され、部分返還された土地は市民のために有効利用されています。また、厚木基地の航空機騒音の解消が図られ、市民は、不安のない静かな環境で暮らしています。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	キャンプ座間の負担軽減への取組みが充分に行われてきていると思う市民の割合
	調査予定
	%
	%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。

	２
	厚木基地の航空機騒音が軽減されたと思う市民の割合
	調査予定
	%
	%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。
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・基地の全面返還を基本姿勢とし、当面、部分返還と負担の軽減策等を国へ要請します。

・覚書（昭和４６（１９７１）年）の履行を引き続き関係機関に強く要請します。

・キャンプ座間の部分返還された土地の有効利用を検討します。

・キャンプ座間及び厚木基地周辺対策の充実、強化を国に強く要請します。

【重点施策】
・キャンプ座間の部分返還された土地について多角的に検討し、有効利用を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・キャンプ座間に関する協議会において、基地の整理・縮小・返還と負担軽減策等の促進を求めます。
・座間市基地返還促進等市民連絡協議会との連携を図ります。
・基地対策に関する取組みについて、市民への情報提供に努めます。
２　広域的な推進
・基地交付金制度等、財政援助措置の充実を関係機関に要請します。

・航空機騒音の抜本的解消や住宅防音工事の拡充等、生活環境の整備について関係機関に強く要請します。

３　行政経営資源の活用

・キャンプ座間の部分返還された土地を有効活用するため、庁内組織の連携を図ります。

TC "政策６　きよらかな水　大切に守るまち" \l 2 

水道事業や下水道事業の果たすべき役割を踏まえて、計画的な施設整備や維持管理のための事業を着実に実施するとともに、お客様サービスの向上や経営の効率化、健全化を図ります。


TC "施策３８　上水道" \l 3 
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本市の上水道は、昭和３０（１９５５）年１月の一部給水開始以来、半世紀を越える歴史があります。現在はキャンプ座間を除く座間市全域に普及するまでになり、給水量の一部は神奈川県企業庁の分水を受けているものの、地下水を主たる水源として運営しており、市民からも「おいしい水道水」と高い評価を得ています。

現在は、水道事業に対する市民満足度の向上を目指した「座間市水道事業経営プラン」に基づき、事業経営を進めるとともに環境に配慮した省エネルギー対策に取り組んでいます。

今後は、市民が安全で「おいしい水道水」を安定的に利用できるよう、水質管理や施設の更新に加え、事故や災害対策などの危機管理を強化する必要があります。

また、節水機器の普及等節水型社会の到来により、給水量は減少の一途をたどり、これに伴う料金収入も減少していることから、更なる事業の見直しを図り、経営の健全化に取り組む必要があります。
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市民は、市内において、いつでもどこでも安定的に水道を使用でき、安全でおいしい水を飲むことができます。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	経常収支比率（水道事業）
	96.7%
	100%
	100%

	
	経常収支比率における目標値100%は、黒字を示し、経営が安定していることを示します。

	２
	地下水を水源とした水道水が、安心して飲むことができると思う市民の割合
	73.0%
	79%
	85%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、26.4％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより32％に高めることを目標として設定しています。
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・地方公営企業として経済性を発揮し、健全な運営を継続していきます。
・地球環境及び地域環境の保全への貢献に努めます。

・水道水の安定供給を図り、次世代へおいしい座間の水をつなぎます。

【重点施策】
・収納率を向上するとともに、適正な料金設定を行い、効率的な業務運営を図ります。
・効率的な水道システムの構築による省力化と新エネルギー利用に努めます。

・高経年化した水道施設の更新をすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・水道事業に対する理解を深める情報を広く提供し、「おいしい座間の水」を次世代へ継続していきます。

２　広域的な推進
・安全で安心な水を供給するため、国及び県との適切な連携による情報提供を受け、水道事業を運営していきます。

３　行政経営資源の活用

・水道事業の専門的知識を持った職員による水道に関する相談体制や出前講座などの充実を図り、市民サービスの向上に努めます。
TC "施策３９　下水道" \l 3 
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生活雑排水等をきれいな水にして河川や海に戻したり、降雨時の都市型災害を予防したりすることを目的として公共下水道事業を推進していますが、大別すると汚水と雨水に分かれます。

汚水に関する下水道は、家庭や工場などから排出される汚水を、未処理のまま地下浸透させたり、水路に放流したりすることを防ぎ、良好な生活環境を守り河川や海などの公共用水域の水質保全に必要なものであり、雨水に関する下水道は、雨が都市活動に大きな影響を与えないよう、雨水を河川に排除するとともに、貯留や浸透の雨水施設を充実させることにより、浸水被害の軽減や解消を図るためのものです。

本市の市街化区域の汚水に関する公共下水道は、平成２０（２００８）年度で整備率が９４．６％、接続率が９１．５％であり、各家庭で水洗化が進み、平成３２（２０２０）年にはともに１００％を目指して整備を進めています。

雨水に関する下水道については、浸水被害の発生する個所を重点に整備し、浸水被害の軽減に努めてきました。

今後は、汚水に関する公共下水道の接続率向上のため未接続世帯への個別訪問等を行うとともに、市街化調整区域の効率的な汚水処理方法を検討し、整備に努める必要があります。

また、都市化による不浸透面の増大や集中豪雨等による浸水被害を軽減するため、雨水に関する公共下水道の整備も進める必要があります。


[image: image200]
市民は、公共下水道の汚水整備がされた区域において各家庭で水洗化が進み、快適に公共下水道を利用しています。

また、雨水対策が進み、集中豪雨等による被害が少ないまちになっています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	市街化区域の公共下水道（汚水）接続率（人口）
	91.5%
	96%
	100%

	
	市街化区域内の人口に対し、公共下水道に接続して、水洗化した割合を示しています。

	２
	下水道の整備が進み、身近な川の水がきれいになってきていると思う市民の割合
	54.9%
	63%
	70%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、54.9％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより70％に高めることを目標として設定しています。
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・雨水対策事業を推進し、浸水被害の軽減に努めます。

・下水道施設の整備・維持管理を計画的に行います。

・下水道事業の経営の健全化を図ります。
【重点施策】
・浸水被害の多く発生する地域から雨水管の整備等を行なうとともに、雨水の浸透や一時貯留等の施設による雨水流出抑制を推進します。

・下水道施設の長寿命化や地震対策を強化するとともに、下水道未設置個所の市街化調整区域について個別排水処理も考慮し効率的な施設整備をすすめます。

・使用料収納率の向上や業務の効率化を押し進めるとともに、適正な料金改定を行ないます。
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１　市民等と協働による推進

・下水道事業の分かりやすい情報を提供することで、施設の意義や必要性の理解を深め、効率的な運営を図ります。

２　広域的な推進
・下水道整備計画に基づいた施設整備にあたり、補助対象事業等の拡大・充実を国に要望する中で、計画的な整備を推進します。

・河川の管理者とともに、広域的に公共下水道事業を推進することで河川環境の向上を図ります。
３　行政経営資源の活用

・下水道台帳閲覧システムを他の庁内の情報と連携するなど、情報の提供方法を改善し市民サービスの向上を図ります。

TC "政策７　地球にやさしい　活力あるまち" \l 2 

市民が低炭素社会の実現に向けてライフスタイルの転換を図ることができるよう、市の環境関連情報を提供するなど、市民等の環境に対する取組みを支援します。

また、農業における地産地消や商業における商店街の活性化、工業における道路をはじめとした基盤整備などの課題は、産業の１分野での解決が困難なものばかりであり、地域産業の活性化に市民や事業者と協働で市を挙げて取り組む中で、解決を目指します。
座間市在住の勤労者に対して国、県、市商工会等の関連機関と連携して、雇用情報の提供、雇用相談、就労斡旋などによる支援を行います。


TC "施策４０　環境保全" \l 3 
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地球温暖化は、生存にかかわる脅威とも言われ、後世の人類が何代にもわたって影響を受ける可能性のある深刻な問題であり、その防止に向けて、「気候変動枠組条約締約国会議」(※1)など、さまざまな国際的な取組みが進められています。一方、地球温暖化の原因である温室効果ガス排出量の削減につながるのは、一人ひとりの市民の行動であり、事業者の省エネ先端技術導入や試みであることを考えると、広域的な施策とともに、地域の取組みの積重ねが重要となってきています。

本市では、平成９（１９９７）年度に「座間市環境保全行政施策推進指針」を策定し、平成１１（１９９９）年度には「「市民」「事業者」「行政」の行動計画書」を策定し、緑化の推進、大気・水質の保全、電気やガスの使用量の削減、節水、ごみの発生抑制や再資源化・再利用の推進など市民、事業者、行政が実施すべきことをまとめました。また、市も一事業者との認識に立って、国際標準規格に則った環境マネジメントを運用してきました。

今後も、国や県と連携しながら、地球温暖化防止に係る情報提供や施策の着実な推進を図り、家庭や事業者などに対し、省エネ行動やライフスタイルの転換を促進します。

また、市内における騒音等の発生状況は、かなり改善されつつありますが、今後とも継続して、工場や事業所の監視や指導を行うとともに、事故が発生した場合には、迅速かつ適切に対処します。
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市民や事業者は、人と自然が共生する静かで安らぎのあるまちを目指し、地球環境への負荷の少ない生活を営んでいます。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	家族や地域、職場等で地球温暖化防止（温室効果ガス削減）に取り組んでいる市民の割合
	調査中
	調整中
	調整中

	
	市民アンケート調査結果では「積極的に取り組んでいる」「取り組んでいる」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。

	２
	市が率先して環境保全に努めていると思う市民の割合
	34.2%
	50%
	70%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、34.2％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより70％に高めることを目標として設定しています。
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・地球温暖化防止に向け、目標を共有化し、市民、事業所等との協働による環境保全を目指します。

・工場、事業所等の公害防止対策を推進します。
【重点施策】
・環境基本条例を制定し、これに基づく環境基本計画を策定します。
・環境マネジメントシステムを運用し、市も一事業者との認識に立って、地球温暖化防止対策をすすめます。

・市民、事業所などと連携し、温室効果ガス排出量削減の取組みを支援します。

・市民、事業所などと連携した環境保全に関する普及啓発、環境学習を充実します。

・工場、事業所に対して公害防止に係る監視、指導を行います。
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１　市民等と協働による推進

・環境基本条例の制定後、環境基本計画を策定し、市民、事業所等と目標を共有化して、協働による環境保全を目指します。

２　広域的な推進
・国、県による広域的な環境意識の啓発を要望するとともに、事業協力します。

・国、県に対し、市民等による地球温暖化防止の取組みへの補助を求めるとともに、連携して省エネ行動やライフスタイルの転換を促進します。

３　行政経営資源の活用
・環境基本計画等の策定により、庁内横断的に環境保全に取り組みます。
・地球温暖化防止の推進のため、太陽光発電設備や電気自動車の普及に取り組みます。
TC "施策４１　湧水・地下水保全" \l 3 
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地下水は、水道水源や農業や工業などの産業用として広く利用され、わたしたちが生活を営んでいく上で必要不可欠なものであり、本市においても、豊富で良質な地下水の恩恵を受けて発展してきた歴史があります。

しかし、近年の急速な都市化は、湧水・地下水の質や量に大きな影響を生じさせました。このため、「座間市の地下水を保全する条例」や「座間市地下水保全基本計画」に基づき、湧水・地下水の水質測定や水位観測などの事業を実施し、地下水の適正な利用と保全をすすめてきました。

今後も将来にわたり、安心・安定した地下水を確保するために、「市民共有の財産」という認識のもと、「市民・事業者・行政」が一体となって湧水・地下水保全に取り組んでいく必要があります。
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市民は、湧水・地下水の水質及び水量の保全により市民生活に必要な水が確保され、うるおいのある生活を送っています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	地下水保全のために雨水の地下浸透に努めたいと思う市民の割合
	11.6%
	20%
	30%

	
	市民意識調査の結果では雨水の地下浸透に努めたいと回答した市民の割合は、11.6％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより30％に高めることを目標として設定しています。
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・地下水の涵養と地下水量の計画的な管理をすすめます。

・地下水や土壌の汚染防止をすすめます。

【重点施策】
・雨水の地下浸透を促進し、湧水の保全及び地下水の涵養をすすめます。

・工場、事業所による地下水の取水について指導を行うとともに、座間市地下水保全基本計画に基づき、地下水量の計画的な管理をすすめます。
・地下水や土壌の監視調査を定期的に実施し、汚染の防止をすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・市民や事業者等と連携し、雨水の地下浸透への取組みを進めるとともに、地下水保全のＰＲをすすめます。
２　広域的な推進
・県などと連携、協力して、市域を超えた広域的な地下水の保全や汚染防止をすすめます。
３　行政経営資源の活用

・上水道部門や都市計画部門などと連携、協力して、湧水の保全及び地下水の涵養をすすめます。

・商・工業担当と連携して、事業者などによる雨水の地下浸透への取組みを促進します。

TC "施策４２　資源循環社会" \l 3 
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人類が２０世紀に入って目指した大量生産・大量消費型の経済社会は、私たちに大きな恩恵をもたらしてきましたが、他方で、物質循環の環を断つ、大量廃棄型の社会というマイナスの側面も有していたため、近年、国では、各種リサイクル法を制定し、循環型社会の形成に向けた仕組みづくりを進めています。

本市では、現在、家庭から排出される一般ごみや資源ごみの分別収集及びリサイクルセンターやリサイクルプラザの運営を行っていますが、市民一人当たりのごみ全体の排出量は１日に８０４ｇで、県内市町村では最小であり、その内の燃えるごみの排出量は市民一人当たり１日に５６９ｇと、県内では７番目に少ない自治体となっています。

しかしながら、本市が海老名市、綾瀬市と共同で行っている一般廃棄物の焼却施設の更新時期が迫っており、建設する焼却施設の規模を縮小し、建設費用の軽減を図るため、また、環境負荷の軽減のためにも、さらなるごみの減量化が求められています。

今後は、分別、資源化の徹底に加えて費用負担のあり方についても検討を進める必要があります。
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ごみの分別や減量化・資源化に対して、市民や事業者の意識が高く、確実に行なわれています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	市民一人当たりの可燃ごみの年間排出量
	208kg
	197kg
	183kg

	
	いかにごみの減量化が進んでいるかの目安として市民一人が輩出する「可燃ごみ」の量を指標として設定しています。

	２
	意識的にごみを減らそうとしている人の割合
	83.5%
	90%
	95%

	
	市民アンケート調査結果では「徹底して減らそうとしている」「減らそうとしている」と回答した市民の割合は、83.5％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより95％に高めることを目標として設定しています。

	３
	分別収集や資源物回収などによりごみの減量化が進んできていると思う市民の割合
	53.3%
	57%
	61%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、53.3％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより61％に高めることを目標として設定しています。
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・ごみ減量化や適正な分別、排出の啓発をすすめます。

・資源物の有効利用をすすめます。

・ごみ、資源物などの収集体制を整備します。
・不法投棄防止の抑制を図ります。
【重点施策】
・ごみの適正な分別・排出やごみ減量化、リサイクルの啓発をすすめます。

・市民等によるごみ減量化を図るため、生ごみ処理機の購入補助やリサイクルへの取組みを促進します。

・事業系ごみの減量化及び事業者等の自己処理責任による適正処理を促進します。

・資源物のリサイクルや有効利用をすすめます。

・ごみ有料化の導入を検討します。

・ごみ、資源物などの円滑な収集体制を計画的に整備します。

・不法投棄防止の啓発をすすめます。
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１　市民等と協働による推進

・市民等によるごみ減量化への取組みを支援します。
・地域住民による美化活動を促進します。

２　広域的な推進
・容器包装廃棄物を回収するデポジット制度の創設などリサイクル推進を国に求めます。
・家電リサイクル実施におけるさまざまな課題（費用の支払い方法、不法投棄対応）の解決を国・県へ求めます。
・製造品の適正なリサイクルや処分について、製造者責任を明記した法整備を国に求めます。

３　行政経営資源の活用

・収集体制の整備について、行政の責任及び民間と行政の役割分担を明確にした上で、計画的にすすめます。

TC "施策４３　農業" \l 3 
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近年、農業に対して、国内の食料自給率の向上をはじめ、新鮮で安全・安心な食料の供給が強く求められており、また、農地は食料の重要な生産資源であるとともに、良好な緑地景観の保全、自然災害の防止といった多面的な機能を有しています。

本市の農業地域は、相模川に沿って平坦に広がる西部地域の一定の土地基盤が整った水田地帯と、東部の丘陵地帯に位置する露地野菜を中心とした畑作地帯とに大別することができますが、農業労働力の高齢化や後継者の不足、農産物価格の低迷に伴う農業経営への圧迫などにより、年々農地面積・農家戸数ともに減少の一途をたどっており、加えて未利用地が増加傾向にあります。

こうした中、本市では「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想（平成２２（２０１０）年策定）」などに基づき、関係機関との連携のもと、中核的農家の育成・支援をはじめ、農用地利用集積計画による農地の有効活用の推進、経営安定への支援を行うとともに、農業生産基盤の整備、地産地消の促進、市民農園の開設など各種の事業を行っています。

都市農業を展開する本市にあっては、引き続き貴重な農地を保全し、有効に活用することが重要であり、今後においても従来からの施策をさらに充実させるとともに、地球規模で環境問題が深刻化するなか、農薬・化学肥料の使用を極力抑えた環境保全型農業の促進が求められています。
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農業の担い手は、意欲を持って規模拡大など経営の安定に努力しており、安全で安心な食料の供給をはじめ環境の保全にも大きく貢献しています。また、市民は、農地が果たす多面的な機能の重要性を認識しており、都市と調和した農業の維持が図られています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	農用地の利用権設定面積
	11.4ha
	14.6ha
	17.6ha

	
	農用地の利用集積とは、農地利用の効率化を進めるために行われ、農業振興地域内で農地利用を再編成し規模拡大を目指すもので、当該指標はその集積面積を目標としています。

	２
	朝市などを通して地産地消が進められてきていると思う市民の割合
	27.6%
	30%
	33%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、27.6％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより33％に高めることを目標として設定しています。
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・農地を有効に利用し、規模拡大による経営安定化を図ります。
・農業者等が行う経営改善及び地産地消の取り組みを支援します。
・良好な営農環境を保全するため、計画的に農業生産基盤の整備を行います。
【重点施策】
・農地の持続的な確保及び安定的な農業経営を図るため、農地の流動化をすすめます。
・農業関係機関が相互の連携のもと農業者が行う経営改善を支援するとともに、市民朝市の充実など地産地消の取り組みを支援します。
・農道などを中心に地域に即した農業生産基盤整備を行い農地の高度利用を推進します。
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１　市民等と協働による推進

・市内の商業者と農家との直接契約による地元産農産物の販売や地元産農産物を利用した新たな商品の開発など、活発な農商連携が可能となるよう流通関係者と協働し、地産地消を推進します。

２　広域的な推進
・地域農業の担い手である認定農業者への保護・育成策の検討や農地の保全につながる農地税制（相続税法、生産緑地法、地方税法等）の充実を国へ要望します。

３　行政経営資源の活用

・学校給食での地元産農産物の使用を増やすなど、関係部署と連携して地産地消に取り組みます。

TC "施策４４　商・工業" \l 3 
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平成２０（２００８）年秋に浮上したアメリカ合衆国内の金融機関の破綻に端を発した世界的な経済危機により、本市の産業界も大きな影響を受け、出荷額等の大幅な落ち込みが生じています。

商業関係では、市内の商店街を形成している個店の廃業が増えており、商店会が解散に追い込まれる地域も出ていますが、市の花ひまわり関連の各種イベントや商店街のスタンプラリーによる抽選会など、商店会や商工会、ボランティア団体などが活性化に向けて努力を重ねています。

また、工業関係でも原油や原材料の高騰と輸出の激減等により、中小企業を中心に生産体制の大幅な縮小を迫られ、人員の削減を余儀なくされていますが、平成１７（２００５）年度に策定しました「座間市企業等の新たな企業投資の促進のための支援措置に関する条例」の施行により、民間主導による企業団地が形成され、現在も順調に操業しています。

今後は、都市間競争や高齢化がさらに進むことが想定されますので、商業では、多種多様な地域のニーズに根ざした商店街づくりを促進する必要があります。工業では、さらなる経営基盤の強化と温室効果ガスの削減に向けた先端技術の導入などにより、製造品出荷額等の増加を図り、地域経済の活性化を目指す必要があります。

また、商・工業の活性化と連携により、新たな雇用の創出を図り、健康でゆとりのある生活を営むことができるように、就業対策や福利厚生の改善などにも取り組む必要があります。


[image: image225]
商業では、特産品などのブランド化や地産地消を定着させて商店街や個店が活気づいており、工業では、低炭素社会に対応した先端技術の導入を図りながら、製造品出荷額等も増加しています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	地元商店街を利用している市民の割合
	調査予定
	調整中
	調整中

	
	市民アンケート調査結果では「いつも利用している」「ときどき利用している」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。

	２
	市内の産業振興への取組みが積極的に行なわれていると思う市民の割合
	17.1％
	20％
	22％

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、17.1％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより22％に高めることを目標として設定しています。

	３
	製造品出荷額等
	240,679百万円
	280,000百万円
	300,000百万円

	
	この指標は製造品出荷額（出荷額及びその他収入＝冷蔵保管料、広告料など）に加工賃収入及び修理料収入額を加えたものを言い、工業力の目安となるものです。



[image: image226]
・商業及び工業の活性化を促進します。

・分野を超えた事業者間の連携強化を促進します。

・関係機関との連携を図り、雇用の確保や福利厚生の情報提供などの支援に努めます。

【重点施策】
・さまざまな消費者ニーズに対応した商業振興策を実施し、消費の市外流出防止に努めます。

・インセンティブ措置の実施により、先端技術産業などの住宅都市に見合った付加価値の高い工業事業者の企業立地を積極的に促進します。

・観光振興等を視野に入れ、商工会や工業会など関係団体との連携を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・商工会等と連携し、高齢者が日用品を近所の商店で入手できるようにするなど、地域に根ざした商業環境の構築に取組みます。

・商工会や工業会等と連携し、分野を越えた市内企業の連携強化の機会を設定します。
２　広域的な推進
・地域に根ざした産業の創出支援を国、県に要望します。
３　行政経営資源の活用

・地元産農産物の特産品などを各種イベントの機会を通して促販することなどにより積極的に内外にＰＲし、農商連携と工業が一体化した市内産業の振興に努めます。
TC "施策４５　観光" \l 3 
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観光については、有給休暇取得率が横ばいに推移する中で、日帰り旅行が伸びを示し、身近な地域を見直す気運（安・近・短）が高まりつつある一方で、情報化の進展に伴い、大量の観光情報が容易に入手することができ、レベルの高い観光資源が求められているほか、自らが参加し、楽しめる「体験型」観光や産業観光の需要も高まってきています。

そうした中、本市では、平成１９（２００７）年度に座間市観光協会を設立して、地域資源の掘り起こしを行っていますが、代表する観光資源としては、夏の風物詩として知名度が高まってきたひまわり祭りや伝統行事の大凧まつり、平成１５（２００３）年度に「都市景観大賞美しいまちなみ優秀賞」を受賞した鈴鹿長宿地域の昔ながらの落ち着いた街並みと清らかな湧水などがあります。

また、産業観光の資源としては、日産自動車㈱座間事業所内には、ダットサンの第１号車や皇室の御用車、レーシングカーなど数百台を超える「往年の名車」が所蔵されているほか、環境分野の先端技術に定評のある研究所等や県内最大級の物流企業があるほか、最新技術を駆使した印刷企業もあります。

今後は、こうした観光資源に加えて、市固有の自然や歴史・文化、伝統行事、伝統芸能などにも光をあて、観光協会や市民、事業者等との協働により、新たな魅力の発見や創造に結び付け、市民や来訪者が座間市に愛着と好感が持てるよう観光振興に取り組む必要があります。
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市に固有の自然、歴史・文化、伝統行事、伝統芸能、産業などの地域資源を活用した観光行事に参加した市民や来訪者は、座間市に愛着と好感を持つとともに、地域経済の活性化に寄与しています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	入込観光客数
	99,200人
	150,000

人 
	180,000

人

	
	現状値は、大凧まつりの観光客数で、H32の目標値は、ひまわり祭り等を含む数値を設定しました。

	２
	市固有の地域資源に触れ、座間市に好感を持つ市民の割合
	調査予定
	% 
	% 

	
	市民アンケート調査結果では「感じる」「どちらかと言えば感じる」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。
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・座間市固有の自然や歴史・文化、伝統行事、伝統芸能、産業を活かした観光振興をすすめます。
・観光協会や市民等への支援に努め、観光振興を図ります。
【重点施策】
・大凧まつりなどの特色ある行事が観光資源として発展するよう支援します。

・首都圏で最大規模の植栽面積を誇る座間の花のひまわりをイベントと結び付け、観光のオンリーワン事業に高めて、関係団体等と協働で地域活性化を図ります。

・特産品等の販路拡大を関係団体等との協力のもとに展開します。

・ものづくりや農業体験、湧水めぐりなど観光ツーリズムを関係団体等と連携して創出します。
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１　市民等と協働による推進

・観光協会や市民等のボランティアと協働して観光事業をすすめます。
・ひまわり祭りを観光のモデル(オンリーワン事業)として構築し、駐車場や休憩所等の整備、ボランティアのサポートシステムを確立して、観光事業の道筋をつけるように努めます。

・観光協会と連携して各種イベント等へ参画し、販路の拡大を図ります。

・観光農園など体験型のツーリズムを観光協会と協働して創出します。

２　広域的な推進
・観光立国、観光立県の推進に係る国、県の制度の活用に努めます。

・関係市町村と連携し、広域的な観光振興の推進に努めます。

３　行政経営資源の活用

・自然や歴史・文化、産業などの観光の要素となりうる情報を関係部署と共有化し、それらの連携を図ることで、効果的な観光振興を推進します。

TC "政策８　未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営" \l 2 

地域主権時代において、市は、市民の目線で定めた目標を達成するため、職員と財源を集中的に投入するなど、戦略的な経営を行います。

また、地域資源（人材、資材、資金、情報）の現状を把握し、市民と協働でその効率的・効果的な活用を図り、地域社会の形成を牽引します。


TC "施策４６　戦略経営" \l 3 
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バブル経済崩壊後、「失われた１０年」と言われた経済の低迷は地方自治体に税収の伸び悩みをもたらした一方で、少子高齢化の進展や住民ニーズの高度・多様化を背景に支出の抑制は容易に進んでおらず、さらに三位一体の改革などにより一段と厳しい財政運営を強いられています。

本市では、平成１４（２００２）年度に「総合政策体系連動型行政評価システム」を構築し、その結果を踏まえて、限られた資源の有効活用に努めてきました。

今後は、総合計画を中心に行政評価及び予算編成、組織編成、定員管理が連動した行政経営システムを構築し、経営的判断に基づいて行政経営資源である「ひと」、「もの」、「かね」を配分し、「情報」の活用を図る必要があります。

また、本市の公共施設は、更新時期を迎えようとしているものが多く、大きな財政負担が見込まれており、良質な試算として次世代に引き継ぐため、持続可能な施設水準に再編するなどの公共施設利活用指針を定める必要があります。
行政改革については、昭和６０（１９８５）年度の「第一次座間市行政改革大綱」の策定を皮切りに、間断なき行政改革に取り組み、平成１８（２００６）年度から平成２２（２０１０）年度の５年間の行政改革効果額は約２１億円と試算するなど一定の成果をあげています。しかし、コスト圧縮に重点を置いた行政改革だけでは、いずれは市民サービスの低下を招くとともに、顕在化してきた格差をますます助長し、社会的公正さも欠いてしまうのでないかとの懸念が指摘されています。今後は、簡素・効率化を追求しつつも、市民サービスの質の充実を図る改革に重点を置き、総合計画の進ちょく管理ツールである行政評価において抽出される課題を中心とした改革・改善を推進する必要があります。

また、広域行政については、交通網の整備や情報通信手段の急速な発達・普及によって、住民の活動範囲は市域を越えて飛躍的に広がっており、広域的な交通体系の整備、公共施設の一体的な整備や相互利用、行政区域を越えた土地の利用など広域的なまちづくりや施策に対するニーズが高まってきています。今後も、広域的な連携の仕組みを積極的に活用し、複数の市町村が協力して、より効率的で、質的にも向上した市民サービスの提供を図ります。
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座間市は、総合計画を中心として行政評価・予算編成・組織編成・定員管理が連動し、時代の変化に対応した柔軟で機動性の高い意思決定と実践力のもと、経営資源を有効にかつ総合的に活用した行政経営を行い、最少の経費で最大の市民サービスを提供しています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	簡素で効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合
	15.0%
	20%
	25%

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、15.0％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより25％に高めることを目標として設定しています。
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・さまざまな政策課題に対して、柔軟で機動的に対応します。
・各施策の成果を評価し、評価に基づいた改善を積極的にすすめます。
・簡素・効率化を追求しつつも、市民サービスの質の充実に重点を置いた行政改革をすすめます。
・広域的な連携による市民サービスの提供をすすめます。

・持続可能な公共施設の維持管理のあり方について検討します。
【重点施策】
・総合計画を中心に行政評価及び予算編成、組織編成、定員管理が連動した行政経営システムの構築を図ります。
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１　市民等と協働による推進

・市民の参加による行政評価システムを運用し、透明性の高い行政経営に努めます。

２　広域的な推進
・行政評価において、指標やデータの他市町村との比較を積極的に行います。

３　行政経営資源の活用

・総合計画を中心に行政評価及び予算編成、組織編成、定員管理が連動した行政経営システムの構築を図ります。

TC "施策４７　財政運営" \l 3 
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地域主権型社会(※1)にふさわしい行政運営が求められている中で、本市では、市民ニーズの高度・多様化など、社会経済情勢の変化に適切に対応するため、第四次行政改革大綱の基本方針に沿った行政改革を強力に推進し、平成８（１９９６）年度に３８０億円（３１８，７５０円／人）であった市債残高も平成２０（２００８）年度においては２６８億円（２１０，８７８円／人）となり、債務の計画的償還に努めてきたところです。

今後、将来にわたる財政基盤の強化及び効率的な財政運営を図るため、自主財源及び依存財源の確保はもとより、経常経費の抑制、財源の有効配分や債務の解消を的確に行い、所有する財産の適切な管理を行う中で、経営資源の有効活用を図り、常に次世代に説明責任を果たし得る取組みが必要です。

そのためには、財政状況をより解りやすく公開する必要があり、平成２１（２００９）年度より、これまでの現金主義に伴う公会計システムと併せ、企業会計に基づく発生主義を取り入れた公会計システムによる財務指標を公開したところです。

また、自らの地域のことは自らの意思で決定し、その財源・権限と責任も自らが持つという本来の地域主権を確立することが最重要であることから、今後とも全国の市町村と歩調を合わせ、その実現を国へ強く働きかけていくことが必要です。
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将来にわたる財政基盤の強化及び効率的な財政運営を図るため、自主財源及び依存財源の確保はもとより、経常経費の抑制、財源の有効配分や債務の解消を確実に行い、所有する財産の適切な管理を行う中で経営資源の有効な活用を図り、常に次世代に説明責任を果たすことができます。

	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	健全な財政運営に向けて取り組んでいると思う市民の割合
	17.8%
	20.0％
	22.5％

	
	市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した市民の割合は、17.8％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより22.5％に高めることを目標として設定しています。
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・実施計画と一体となり中長期的展望に立った財政見通しを行い、市民ニーズにあった予算配分を効率的、機動的に行います。

・分かりやすい財政状況を公表します。

【重点施策】
・債務の解消を的確に行います。
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１　市民等と協働による推進

・財政状況について、分かりやすく情報提供します。
２　広域的な推進
・国から地方への権限及び事務と責任に見合った税財源の移譲など自主自立した地方政府としての財政基盤整備を求めていきます。

３　行政経営資源の活用

・経常経費の抑制、財源の有効配分や市債解消を確実に行い、公有財産管理システムにより所有する財産の適切な管理を行う中で経営資源の有効活用を図ります。

TC "施策４８　賦課・徴収" \l 3 
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本市では、市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税及び都市計画税など市税に関する課税や徴収業務を的確に行い、公平で堅実な市政の基礎を築くよう努めてきました。

今後とも、市民により信頼される賦課・徴収を行うよう取り組む必要があります。
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市民は、市が公平かつ的確な賦課・徴収を行っていると感じています。
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・公平かつ的確な課税を行い、その内容を分かりやすく説明します。

・公平、公正な市税の徴収を行います。

・市税の申告及び納税のしやすい環境を整備します。

TC "政策９　市民起点　的確な判断と行動　信頼される行政運営" \l 2 

本市では、多様な市民ニーズに応える職員の育成、行政の透明性を高める情報公開、公平で適正な契約事務の執行、効率的で円滑な財産管理、さらには、適切な会計の事務などを行います。


TC "施策４９　職員育成" \l 3 
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市民サービスに対するニーズは多岐にわたり、質の向上も求められていますが、こうした市民サービスを提供するためには、人材の育成が必要です。

市はこれまでも「座間市人材育成基本方針」に基づき、継続的な検証、改善を行いながら人事任用制度の信頼性を高めるとともに、職員の能力を向上させるための研修や職員の適材適所を考慮した人事異動を実施してきました。

また、平成１８（２００６）年度からは、これまでの年齢や勤続年数に基づく人事管理に加え、能力や業績を重視した「新たな人事管理制度の導入」を進めるため、人事評価制度の試行運用を実施し、早期の本格実施を目指しています。

一方、定員管理計画に基づき、本市の職員数は、昭和５８（１９８３）年の９６５人をピークに平成１９（２００７）年には８５６人とし、人口千人当たりの職員数は、６．１９人と、全国市町村平均７．８２人、県内市町村平均６．５９人を下回っています。

しかし、財政状況が逼迫する中、限られた行政資源を無駄なく効率的に活用し、質の高い市民サービスをいかに提供できるかという視点をこれまで以上に重視しなければなりません。そのためには、総合計画を基本とした行政評価、人事評価、機構改革、定員管理に加え、職員の研修や健康管理などと連動した人事管理を進め、職員一人ひとりの能力・意欲をさらに向上させる必要があります。
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座間市の職員は、地域主権社会において、中長期的展望を踏まえた行動目標を持ち、直面する課題解決に対し自ら考え、自ら行動しています。また、協働社会において、ニーズを的確に把握する中で、快適な市民サービスの提供を実践しています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	職員の接遇（対応）に満足できる市民の割合
	調査予定
	%
	%

	
	市民アンケート調査結果では「良い」「やや良い」と回答した市民の割合は、　　％でした。この割合をH32年度までに本施策を実施することにより　　％に高めることを目標として設定しています。
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・職員研修の充実に努め、質の高い職員の育成に努めます。
・質の高い市民サービスを提供するため、適正な人事配置に努めます。
・職員の服務規律の遵守を徹底します。
・各種健康診断を実施し、職員の健康管理をすすめます。

・職員給与を適正に管理します。

【重点施策】
・職員個々の能力を向上させるため、幅広い研修項目と受講機会の確保に努めます。
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１　市民等と協働による推進

・人事行政の運営状況について、積極的に情報提供します。

２　広域的な推進
・複数市町村を対象とした市町村研修センター等で開催される研修を積極的に活用し、職員の質の向上に努めます。

３　行政経営資源の活用

・総合計画を基本とした行政評価、人事評価、機構改革、定員管理に加え、職員の研修や健康管理などと連動した人事管理を進め、職員一人ひとりの能力・意欲をさらに向上させるよう努めます。

TC "施策５０　法務・情報公開" \l 3 
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本市では、行政運営を支える基礎として、これまで数多くの条例や規則などを制定し、管理してきましたが、その多くは、法律の委任に基づき当該法律を補完するものでした。そうした中にあって、市の政策・施策を展開する独自条例として、平成１８（２００６）年度に「座間市協働まちづくり条例」を、平成１９（２００７）年度に「座間市景観条例」を制定しています。今後は、さらに地方分権、地域主権が進む中、こうした独自条例の制定のニーズに応え得る、いわゆる「自治体法務」の体制整備がますます重要となっており、人材の育成・確保などが急務となっています。

また、公文書については、文書の保存に係る法令の定めやその重要度などに基づき保存期間を定めて適切な管理に努めるとともに、市民が行政情報の公開を請求する権利を保障する情報公開制度を適正に運用することで行政の透明性・公正性の確保を図ってきました。今後、適正かつ効率的な行政運営と説明責任を確保する上で、公文書管理の重要性が高まるとともに、情報公開制度の充実がより一層求められています。

一方、個人情報保護について、本市では、個人情報保護条例により、個人情報の適正な取扱いを定め、市政に対する市民の理解と個人の権利利益の保護を図っています。今後とも、基本的人権の擁護と公正で民主的な市政を推進するために、個人情報の保護に努めることが求められます。


[image: image254]
本市では、条例や規則などが整備され、適切で透明性の高い行政経営が行われており、市民から信頼されています。
市民は、行政が保有するさまざまな情報の中から必要となる情報をより簡単に入手し、活用しています。


[image: image255]
・条例や規則などの制定、改廃を迅速かつ的確に行うための体制整備をさらに進めるとともに、最新の条例や規則などを見やすく分かりやすい形で市民等に情報提供します。

・市固有の課題の解決や政策の推進を図るため、市独自の条例や規則などを創り出すことのできる人材を育成します。
・行政情報を迅速かつ容易に提供できるように文書の適切な管理に努めます。
・個人に関する情報がみだりに公開されることがないよう最大限に配慮します。

・情報公開条例及び個人情報保護条例の適切な運用に努めます。
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１　市民等と協働による推進

・最新の条例や規則などを見やすく分かりやすい形で市民等に情報提供します。

TC "施策５１　電子自治体" \l 3 
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ＩＣＴ（情報通信技術）(※1)の進展は、経済活動はもとより、教育、福祉など市民生活におけるさまざまな分野において大きな影響を与え、市民サービスなどのあり方を大きく変えようとしています。

本市では、ＩＣＴを活用し、住民記録システムや各種税システム等の基幹業務システムの本格的なオンライン化と一元管理を進めてきたほか、職員一人一台パソコンの配備、庶務事務の電子決裁システムの導入など、事務処理の効率化・迅速化を図ってきました。また、住民票等自動交付機の設置やインターネットを利用した行政手続等のオンライン化、ホームページを通じた行政情報の提供など市民サービスの向上を図ってきました。

しかし、市役所内部における基幹業務等の効率・迅速化を中心に一定の効果をあげている一方で、制度改正に伴う改修等による情報システム全体の複雑・肥大化が進行してきており、システム管理運用経費の増大や高度情報化への対応が難しくなるなどの課題があります。

今後は、現状を踏まえた計画的な情報化の推進、情報化に対応した推進体制や業務プロセスの見直しなどを進め、市民視点と費用対効果などを考慮に入れながら、ＩＣＴを活用した行政の効率化、簡素化を図り、市民サービスの向上を推進する必要があります。また、保有するすべての情報資産の保護や適正処理及び情報システムが高度な安全性を有することが不可欠であることから、「座間市情報セキュリティポリシー」(※2)に基づき、今後も引き続き、厳格な運用を行う必要があります。
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座間市は、ＩＣＴと情報機器を活用し、情報システムの最適化が図られ、市民サービスの向上や行政事務の効率化を進める一方で、情報セキュリティが厳格に守られています。
	まちづくり指標
	現状値
	目標値（年度）

	
	
	H27
	H32

	１
	「（仮称）座間市電子自治体推進指針」の策定
	未策定
	策定済
	改訂済

	
	「（仮称）座間市電子自治体推進指針」の策定の進捗管理を指標として設定しました。

	２
	市職員の情報セキュリティポリシー理解度
	８８％
	９５％
	９５％

	
	職員アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した職員の割合は、88％でした。この割合をH27年度までに本施策を実施することにより95％に高めることとし、それ以降はその水準を維持することを目標として設定しています。
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・電子自治体化を計画的に推進します。

・情報システムの安全かつ安定的な運用を確保するための情報機器等の維持管理及びシステムの開発保守を行います。

・情報セキュリティ対策を的確に実施し、行政運営や市民サービスの安全性や信頼性を確保します。
【重点施策】
・「（仮称）座間市電子自治体推進指針」を策定します。

[image: image261]
１　市民等と協働による推進

・ＩＣＴの進展に伴い多様化する市民ニーズに的確に対応した市民サービスの提供に努めます。

２　広域的な推進
・行政専用ネットワークを活用して、国や他の地方自治体とのシステム連携を強化します。
３　行政経営資源の活用
・ＩＣＴの進展に対応し、情報資産を有効に活用する力を身につけるなど、職員の情報活用能力の向上を図り、市民サービスの向上や行政事務の効率化をすすめます。
TC "施策５２　財務・財産管理" \l 3 
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本市では、契約制度に対する検討や改善を図りつつ、会計や検査に関する事務の強化を行うなどにより、公平で堅実な市政の基盤を築いてきました。

市庁舎の維持管理について、建設からすでに１６年が経過し、設備の老朽化が進んでおり、適時の更新が課題となっています。今後は、適切なメンテナンスを実施しながら、計画的に設備の更新を行うための安定的な財源の確保が不可欠であり、庁舎管理基金の創設についての検討を行う必要があります。

契約制度について、本市では、県及び県内市町村が共同構築した電子入札システムを導入し、透明性・競争性を向上させるため、条件付一般競争入札を原則としてすべての案件に適用しています。今後とも、公平、公正な入札、効率的で透明性の高い契約事務を行う必要があります。

会計について、公金の安全かつ有利な運用を図るとともに、適正な審査出納事務を行う必要があります。
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市有財産を利用者の視点に立ち適切に維持管理するとともに、効率的で的確な会計処理、契約や検査を行なっていることで、市民に信頼されています。

[image: image265]
・公有財産管理システムの構築を図り、市有財産の適正な管理運用を行います。

・市庁舎設備などの更新を計画的に行うよう努めます。
・所有している公用車の適正台数について検証し、削減に向けた取組みを検討します。

・地球環境に配慮するため、エネルギー使用量の削減に取り組みます。

・公平、公正な入札、効率的で透明性の高い契約事務を行います。

・公金の安全かつ有利な運用を図るとともに、適正な審査出納に努めます。

【重点施策】
・市庁舎管理に係る中長期的な修繕計画を作成し、基金等の積立による費用負担の平準化を検討します。

[image: image266]
１　市民等と協働による推進

・市庁舎のエアコンの稼動制限やエレベーターの使用自粛に、来庁者の方々のご理解とご協力をいただき、効率的な施設運用を図ります。
２　広域的な推進
・エコオフィス活動や環境に配慮した車の導入など国、県と連携してすすめます。
３　行政経営資源の活用

・所有している公用車の台数について検証し、適正な所有台数による運用に努めます。
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⑨教育環境の変化と教育改革


　○“確かな学力、豊かな人間性、健康・体力など「生きる力」をはぐくむ教育”を具体化する学習指導要領の見直しなど、教育をめぐる環境が激変しています。


　○社会が目まぐるしく変化する中で、生涯学習の必要性が増大しています。











⑧安全安心の確保


　○地震や集中豪雨など自然災害の脅威の増大により、地域として、さらには個人としての備えが必要になっています。


　○地域社会の治安、食の安全など、生きる基礎となる「安全安心」への対策がより一層重要になっています。











⑦グローバル化とフラット化の進展


○経済・情報のグローバル化に


より、国際間競争や他国経済


変動が地域社会へ大きく影響


する時代になっています。


○世界経済における新興国の役


割が大幅に増加し、地域経済


に今までに無いような影響を


与えることが考えられます。











⑥社会と経済・雇用構造の変化


○農業・製造業・金融など全産業に対し、グローバル化と、ローカル化との調和を模索する時代を迎えています。


○地域社会や地域経済の一翼を担う社会的企業（ソーシャル・ビジネス(※2)）が活躍しはじめており、雇用の受け皿として期待されています。











⑤情報化の進展


○市民生活において情報化通信技術の役割がますます増大していきます。


○ユビキタス社会(※1)の到来により、従来の価値観では予測できない社会・経済環境へと突入する時代になっています。











④低炭素社会の具体化


○全世界が歩調を合わせ、低炭素社会を構築する時代になっています。


○産業構造や市民生活環境が大きく変化し、新たなエネルギー革命が起こる可能性が高まりつつあります。











③ソーシャル・マネジメント(※1)の時代へ


○地域における市民のつながり


が希薄化する中、地域社会を


構成する各種主体相互の関係


を再構築し、協働してまちづ


くりに取組む時代を迎えて


います。


○行政とともに公共サービスを


担う協働パートナーが具体的


に活躍し、地域社会のマネジ


メントに欠かせない存在にな


っています。











②地方分権から地域主権社会へ


　○地方分権改革推進法や地方分権推進委員会の勧告などにより、国と地方との関係の見直しが具体化しつつあります。


　○地方財政審議会が総務大臣へ「地域主権型地方財政のビジョン」を提言するなど、地域主権型社会への取組みが進展しつつあります。
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推計値





実績値（平成１７（２００５）年までは国勢調査結果）








政策1





笑顔あふれる　健やかなまち





国民健康保険　　　





医療体制　　　　





スポーツ・レクリエーション





保健衛生　　　　　　　　





健康づくり　　　　











笑顔あふれる


健やかなまち


　　　











市民は、良質な健康環境のもと、自らのライフステージに合わせた健康づくりに励み、また地域の包括的な保健・医療サービスを受けられることによって、安心して健康な生活を楽しんでいます。





10年後に目指す市民生活像





施策１　健康づくり





【現状と課題】








【目指す姿】








【施策の方向】











【施策の取組方針】





【現状と課題】








施策５1　電子自治体





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





施策2　保健衛生





【現状と課題】








【現状と課題】








施策５0　法務・情報公開





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策49　職員育成





10年後に目指す市民生活像








市民は、市民起点で柔軟な発想と主体的な行動ができる職員や市役所に対し、十分な信頼感を持っています。





市民起点


的確な判断と行動


信頼される行政運営














職員育成　　　　　





法務・情報公開　　　　　





電子自治体　　　








財務・財産管理　








政策９





市民起点　的確な判断と行動　信頼される行政運営








【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策48　賦課・徴収





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策４7　財政運営





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策４６　戦略経営





10年後に目指す市民生活像








市役所では、総合計画の実現を目指して、施策の重点化を図り、そこに財源をはじめとした経営資源を有効配分し、柔軟で機動性の高い行政経営を行っています。


また、財政基盤の強化、資産の適切な管理、運用を行うことで、社会情勢が激変する時代においても、将来にわたり持続的に発展可能な希望を持てる都市となっています。





未来志向


柔軟な発想


確かな行政経営











戦略経営　　　　　





財政運営　　　　　　　　





賦課・徴収　　　





政策8





未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策４５　観光





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策４４　商・工業





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策４３　農業





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策４２　資源循環社会





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策４１　湧水・地下水保全





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策４０　環境保全





10年後に目指す市民生活像








市民や事業者は、世界的な地球温暖化への取組みや、ごみの分別や減量化･資源化など環境負荷の軽減に積極的に取組み、自然と調和した良好な環境を形成しています。


産業においては、個々の経営が安定していることはもとより、農商工連携のもとで地域資源の観光資源としての活用などにより、地域経済の活性化が図られるとともに、安定した雇用と福利厚生が確保されるなどにより、充実した生活環境が維持されています。





地球にやさしい


活力あるまち


　　　　　　　














環境保全　　　　　





湧水・地下水保全　　　　





資源循環社会　　





農業　　　　　　





商・工業　　　　　





観光　　　　　　　





政策7





地球にやさしい　活力あるまち





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３９　下水道





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３８　上水道





10年後に目指す市民生活像








市民は、安全でおいしい水の供給を安定して受けています。また、下水道の適切な維持・管理により、衛生的な生活が営めるとともに、大雨の時でも浸水などの被害が少ないまちになっています。





きよらかな水


大切に守るまち


　　　　　　














上水道　　　　　





下水道　　　　　　　　　





政策６





きよらかな水　大切に守るまち





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３７　基地対策





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３６　住宅環境





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３５　道路





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３４　公園・広場・緑地





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３３　景観形成





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３２　まちづくり





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３１　公共交通





基地対策　　　　　





10年後に目指す市民生活像








市民は、安全で環境負荷の少ない交通環境、安心して住み続けられる居住環境、市民が集い、憩うことのできる空間が確保され、快適な都市生活を営んでいます。





住み


憩う


　快適なまち　　














公共交通　　　　





まちづくり　　　　　　　





景観形成　　　





公園・広場・緑地





道路　　　　　　　





住宅環境　　　　　





政策5





暮らし快適　魅力あるまち





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策３０　青少年育成





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策２９　市民文化





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策２８　生涯学習





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策２７　教育活動





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策２６　学校保健





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策２５　教育環境





10年後に目指す市民生活像








市民は、それぞれのライフステージにおいて、互いの個性を尊重し合い、伝統・文化や芸術などについてひとりで、あるいは共に学ぶことにより、豊かな心をはぐくんでいます。また、その結果を生かして主体的に協働のまちづくりに参画し、地域社会の一員として活躍しています。





のびやかに


豊かな心


はぐくむまち　　














教育環境　　　　　





学校保健　　　　　　　　





教育活動　　　　





生涯学習　　　　





市民文化　　　　　





青少年育成　　　　





政策４





のびやかに　豊かな心　はぐくむまち





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策２４　消防





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策２３　防災・減災





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策２２　防犯





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策２１　交通安全





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策２０　窓口サービス





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策１９　国内外交流





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策１８　市民参画





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策１７　コミュニティ活動





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策１６　ＮＰＯ・ボランティア活動





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策１５　人権・平和





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策１４　男女共同参画





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】





【現状と課題】








施策１3　市民生活・広聴





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策１２　市政広報





消防　　　　　　　





10年後に目指す市民生活像








市民相互や市民と行政との連携により、多くの市民が各々の個性を生かし、まちづくりの主役として活躍することで、市民生活が豊かになっています。


多様な地域コミュニティが活性化し地域の連帯感が増すとともに、防災・消防体制が整うことで、安心して生活できるまちになっています。


市民は、生活する上でさまざまなトラブルに巻き込まれることなく、また、偏見や差別がない地域社会の中で安心して暮らしています。





防災・減災　　　　





防犯　　　　　　　





交通安全　　　　　





窓口サービス　　　





国内外交流　　　　





市民参画　　　　　





共に考え


共に歩む


　安心のまち　　














市政広報　　　　　





市民生活・広聴　　　　　　





男女・共同参画　　





人権・平和　　　　　





ＮＰＯ・ボランティア活動





コミュニティ活動　





政策3





共に考え　共に歩む　安心のまち





【施策の取組方針】





【施策の方向】











①人口減少社会、高齢型社会の進展


　○総人口の減少、高齢者人口の増加はより一層進むと考えられています。


　○少子化による労働力人口の減少が、経済活動へのマイナス要因として懸念されています。


　○年金、医療、介護費の増大など、社会保障制度全体の抜本的な見直し議論が進みつつあります。





【目指す姿】








【現状と課題】








施策１１　生活困窮対策





【施策の取組方針】





【施策の方向】

















【目指す姿】








【現状と課題】








施策１０　子育て支援





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策９　保育対策





【施策の取組方針】





【施策の方向】

















ともに織りなす


「人から人へ」公助、自助が共助へ広がり、多様な地域コミュニティが活性化し、地域の連帯が強いまちであることを表現しています。











� EMBED Excel.Chart.8 \s ���





� EMBED Excel.Chart.8 \s ���








第２章





【目指す姿】








【現状と課題】








施策８　障がい者福祉





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策７　地域・高齢者福祉





10年後に目指す市民生活像








市民は住み慣れた地域社会の中で、自立し、互いに助け合い、支え合って、生涯を通して健やかに暮らしています。





支え合い


思いやり満ちた


　　　　　やすらぎのまち　　














【目指す姿】





【施策の方向】











【施策の取組方針】





施策５2　財務・財産管理





【現状と課題】








【目指す姿】





【施策の方向】











【施策の取組方針】




















地域・高齢者福祉　　





障がい者福祉　　　　　　





保育対策　　　





子育て支援　　　





生活困窮対策　　　





政策2





支え合い　思いやりに満ちた　やすらぎのまち





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策６　介護保険





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策５　国民健康保険





【施策の取組方針】





【施策の方向】











【目指す姿】








【現状と課題】








施策４　医療体制





【施策の取組方針】





【施策の方向】














【目指す姿】








【現状と課題】








施策3　スポーツ・レクリエーション





【施策の取組方針】





【施策の方向】

















活力と個性


文化、健康づくり、スポーツなどさまざまなことに市民が生き活きとチャレンジし、都市基盤整備を背景として産業活動が活発なまちであることを表現しています。





きらめく


いつでも何かを期待でき、新しいものが生まれるまちを追求し、座間らしさを創造しようとする姿勢を表現しています。












































介護保険　　　　　

















【目指す姿】
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千円





千円





千円








(*1) 一般財源


毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されず自由に使用し得る収入。


(*2) 日本経済がゆるやかながら回復する 


内閣府経済社会総合研究所が実施した平成22年1月15日を基準日とする「平成21年度企業行動に関するアンケート調査報告書」による名目経済成長率見通しを参照。


(*1) 経常収支比率


財政構造の弾力性を測定する比率で、経常経費充当一般財源を経常一般財源で除して求められ、低い方が財政構造の弾力性が高い。


(*1) 経常一般財源


毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されず自由に使用できる収入。


(*2) 経常経費充当一般財源


毎年持続して固定的に支出される経費のうち、一般財源を財源とする経費。


(※1) 新興感染症


今まで知られていなかった病原体による感染症。


(※1) 地域包括支援センター


高齢者が住みなれた地域で安心して生活できるよう、保健・医療・福祉のさまざまな問題に対して、総合的なマネジメントを担い、支援していく中核機関。


(※1) ノーマライゼーション


障がい者もそうでない人も、すべての人が、地域の中で一緒に普通の生活を送ることができることがノーマル（普通）な社会であるという考え方。


(※1) ユニバーサルデザイン


障がい者、高齢者、健常者、国籍、年代の区別なしに、すべての人が使いやすいよう、建物、製品、都市構造などのデザインをすること。


(※1) ワーク・ライフ・バランス


「仕事と生活の調和」と訳され、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる」ことを指す。


(※1) 住宅手当支給


離職者であって就労能力及び就労意欲のある方のうち、住宅を喪失している方又は喪失するおそれのある方を対象として住宅費（家賃のみ）を支給するとともに、住宅の確保や就労支援員の助言により継続的に就労活動を実施し、住宅及び就労機会を確保するための支援。








(※1) ソーシャルマイノリティ


「乳幼児」｢女性｣｢未成年｣などの「社会的弱者」を指します。


(※1) ワーク・ライフ・バランス


「仕事と生活の調和」と訳され、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる」ことを指す。


(※1) 特定建築物等


　　「建築物の耐震改修の促進に関する法律」第6条第1号に定める学校、病院、社会福祉施設など多数の者が利用する一定規模以上の建築物。


(※1) ＩＣＴ


情報通信技術を活用したコミュニケーション、情報・知識の共有をより強調した表現。(Information & Communication Technology の略)


(※1) 低炭素社会


地球温暖化の主因とされる温室効果ガスの１つ、二酸化炭素の最終的な排出量が少ない産業・生活システムを構築した社会


(※1) 特定建築物等


　　　「建築物の耐震改修の促進に関する法律」第6条第1号に定める学校、病院、社会福祉施設など多数の者が利用する一定規模以上の建築物。


(※1) ＣＡＤ化　


コンピューター支援設計ともよばれ、コンピューターを用いて設計すること。


(※1) 気候変動枠組条約締約国会議


� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E5%9C%B0%E7%90%83%E6%B8%A9%E6%9A%96%E5%8C%96" �地球温暖化�� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E9%98%B2%E6%AD%A2" �防止�のために1992年の� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E5%9C%B0%E7%90%83" �地球�� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E7%92%B0%E5%A2%83" �環境�� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E3%82%B5%E3%83%9F%E3%83%83%E3%83%88" �サミット�で� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E6%8E%A1%E6%8A%9E" �採択�された� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E6%B0%97%E5%80%99%E5%A4%89%E5%8B%95%E6%9E%A0%E7%B5%84%E6%9D%A1%E7%B4%84" �気候変動枠組条約�（� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/UNFCCC" �UNFCCC�）に� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E5%8F%82%E5%8A%A0" �参加�する国により� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E6%B8%A9%E5%AE%A4%E5%8A%B9%E6%9E%9C%E3%82%AC%E3%82%B9" �温室効果ガス�� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E6%8E%92%E5%87%BA" �排出�防止策等を協議する� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E4%BC%9A%E8%AD%B0" �会議�。


(※1) 地域主権型社会


地域に住む人々が主体的に地域に関わり、地域をつくっていく社会


(※1) ＩＣＴ


情報通信技術を活用したコミュニケーション、情報・知識の共有をより強調した表現。(Information & Communication Technology の略)


(※2) 座間市情報セキュリティポリシー


組織内の情報に関する安全を確保するための方針、体制、対策等を包括的に定めた文書のこと。「基本方針」と「対策基準」の総称
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		年
（10月1日現在） ネン						総数 ソウスウ		年少人口（0～14歳） ネンショウジンコウサイ				生産年齢人口（15～64歳） セイサンネンレイジンコウサイ				老年人口（65歳～） ロウネンジンコウサイ

																		計 ケイ				前期高齢者人口
（65～74歳） ゼンキコウレイシャジンコウサイ				老年人口のうち75歳～ ロウネンジンコウサイ

		和暦 ワレキ		西暦 セイレキ						人口 ジンコウ		割合 ワリアイ		人口 ジンコウ		割合 ワリアイ		人口 ジンコウ		割合 ワリアイ		人口 ジンコウ		割合 ワリアイ		人口 ジンコウ		割合 ワリアイ

		13		2001		平成13(2001)		126,033		18,905		15.0		92,508		73.4		14,620		11.6		9,044		7.2		4,852		3.8

		14		2002		平成14(2002)		127,318		18,853		14.8		92,813		72.9		15,652		12.3		9,673		7.6		5,140		4.0

		15		2003		平成15(2003)		128,484		18,735		14.6		93,015		72.4		16,734		13.0		10,491		8.2		5,440		4.2

		16		2004		平成16(2004)		128,906		18,530		14.4		92,637		71.9		17,739		13.8		11,144		8.6		5,857		4.5

		17		2005		平成17
(2005)		128,134		18,073		14.1		90,747		70.8		19,354		15.1		11,761		9.2		6,224		4.9

		18		2006		平成18
(2006)		127,758		17,805		13.9		89,099		69.7		20,854		16.3		12,958		10.1		6,810		5.3

		19		2007		平成19
(2007)		127,598		17,558		13.8		87,827		68.8		22,213		17.4		13,844		10.8		7,372		5.8

		20		2008		平成20
(2008)		128,113		17,432		13.6		87,133		68.0		23,548		18.4		14,675		11.5		7,870		6.1

		21		2009		平成21
(2009)		128,834		17,247		13.4		86,841		67.4		24,746		19.2		15,426		12.0		8,456		6.6

		22		2010		平成22
(2010)		128,917		17,006		13.2		86,436		67.0		25,475		19.8		15,923		12.4		9,111		7.1

		23		2011		平成23
(2011)		128,778		16,760		13.0		85,843		66.7		26,175		20.3		15,829		12.3		9,793		7.6

		24		2012		平成24
(2012)		128,605		16,471		12.8		84,813		65.9		27,321		21.2		15,888		12.4		10,471		8.1

		25		2013		平成25
(2013)		128,408		16,235		12.6		83,585		65.1		28,588		22.3		16,411		12.8		11,231		8.7

		26		2014		平成26
(2014)		128,170		15,955		12.4		82,392		64.3		29,823		23.3		17,043		13.3		11,860		9.3

		27		2015		平成27
(2015)		127,888		15,677		12.3		81,419		63.7		30,792		24.1		17,655		13.8		12,474		9.8

		28		2016		平成28
(2016)		127,554		15,504		12.2		80,549		63.1		31,501		24.7		17,744		13.9		13,269		10.4

		29		2017		平成29
(2017)		127,167		15,380		12.1		79,733		62.7		32,054		25.2		17,509		13.8		14,154		11.1

		30		2018		平成30
(2018)		126,731		15,205		12.0		79,100		62.4		32,426		25.6		17,251		13.6		14,933		11.8

		31		2019		平成31
(2019)		126,240		15,087		12.0		78,442		62.1		32,711		25.9		16,776		13.3		15,731		12.5

		32		2020		平成32
(2020)		125,664		14,927		11.9		77,807		61.9		32,930		26.2		16,496		13.1		16,283		13.0

		33		2021		平成33
(2021)		125,036		14,686		11.7		77,340		61.9		33,010		26.4		16,498		13.2		16,482		13.2

		34		2022		平成34
(2022)		124,346		14,479		11.6		76,884		61.8		32,983		26.5		16,212		13.0		16,808		13.5

		35		2023		平成35
(2023)		123,591		14,217		11.5		76,363		61.8		33,011		26.7		15,369		12.4		17,602		14.2

		36		2024		平成36
(2024)		122,774		14,003		11.4		75,720		61.7		33,051		26.9		14,667		11.9		18,357		15.0

		37		2025		平成37
(2025)		121,903		13,794		11.3		75,021		61.5		33,088		27.1		13,991		11.5		19,069		15.6

		38		2026		平成38
(2026)		120,984		13,573		11.2		74,291		61.4		33,120		27.4		13,612		11.3		19,485		16.1

		39		2027		平成39
(2027)		120,037		13,347		11.1		73,539		61.3		33,151		27.6		13,418		11.2		19,709		16.4

		40		2028		平成40
(2028)		119,049		13,117		11.0		72,695		61.1		33,237		27.9		13,317		11.2		19,842		16.7

		41		2029		平成41
(2029)		118,012		12,887		10.9		71,756		60.8		33,369		28.3		13,448		11.4		19,815		16.8

		42		2030		平成42
(2030)		116,933		12,656		10.8		70,685		60.4		33,592		28.7		13,673		11.7		19,731		16.9

		43		2031		平成43
(2031)		115,830		12,428		10.7		69,807		60.3		33,595		29.0		14,037		12.1		19,617		16.9

		44		2032		平成44(2032)		114,703		12,203		10.6		68,560		59.8		33,940		29.6		14,206		12.4		19,369		16.9

		45		2033		平成45(2033)		113,550		11,991		10.6		67,337		59.3		34,222		30.1		14,995		13.2		19,067		16.8

		46		2034		平成46(2034)		112,371		11,785		10.5		66,164		58.9		34,422		30.6		15,402		13.7		18,873		16.8

		47		2035		平成47(2035)						0.0				0.0				0.0		15,781		0.0		18,690		0.0






_1329729351.xls
Graph1

		平成32(2020)年		平成32(2020)年		平成32(2020)年

		平成27(2015)年		平成27(2015)年		平成27(2015)年

		平成22(2010)年		平成22(2010)年		平成22(2010)年

		平成17(2005)年		平成17(2005)年		平成17(2005)年

		平成12(2000)年		平成12(2000)年		平成12(2000)年

		平成7(1995)年		平成7(1995)年		平成7(1995)年

		平成2(1990)年		平成2(1990)年		平成2(1990)年



０～１４歳

１５～６４歳

６５歳～

11.9

61.9

26.2

12.2

63.7

24.1

13.2

67

19.8

14.1

70.8

15.1

15.2

74.4

10.4

15.6

76

8.4

18.6

75

6.4



Sheet1

		年 ネン		０～１４歳 サイ		１５～６４歳 サイ		６５歳～ サイ

		平成32(2020)年 ヘイセイネン		11.9		61.9		26.2

		平成27(2015)年 ヘイセイネン		12.2		63.7		24.1

		平成22(2010)年 ヘイセイネン		13.2		67.0		19.8

		平成17(2005)年 ヘイセイネン		14.1		70.8		15.1

		平成12(2000)年 ヘイセイネン		15.2		74.4		10.4

		平成7(1995)年 ヘイセイネン		15.6		76.0		8.4

		平成2(1990)年 ヘイセイネン		18.6		75.0		6.4






